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序  文 
 

独立行政法人国際協力機構は、パレスチナ自治区西岸地区における消防機材整備計画に係る協

力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社アンジェロセックおよび株式会社片平エ

ンジニアリング・インターナショナルコンサルタントの共同企業体に委託しました。 

調査団は、令和 5 年 2 月から令和 6 年 11 月までパレスチナ自治政府の政府関係者と協議を行う

とともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書

完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

令和 6 年 11 月 

 独立行政法人国際協力機構 

 ガバナンス・平和構築部 

 部長 増田 淳子 
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要  約 

1. 国の概要 

 パレスチナ自治区（以下、「パレスチナ」）は中東に位置し、1993 年の暫定自治政府原則宣言

（Declaration of Principles on Interim Self-Government Arrangement：オスロ合意）に基づき 1995 年か

らパレスチナ自治政府が統治する区域である。その区域はヨルダンに接するヨルダン川西岸地区

（以下、「西岸地区」）と、イスラエル、エジプト、地中海に面するガザ地区により構成される。 

同自治区全体の面積は約 6,020km2 であり、西岸地区は 5,655 km2（三重県と同程度）、ガザ地区 

は 365 km2（種子島と同程度）である。人口は約 548 万人、そのうち西岸地区が約 325 万人、ガザ

地区が約 222 万人である（パレスチナ中央統計局（PCBS）：2023 年）。 

本準備調査の対象となる西岸地区の地形は起伏に富み、海面下 400m から標高 1,000m を超える

中央山脈地帯まで様々な地形がみられる。気候は雨季（11~3 月）と乾季（4~10 月）に分かれ、年

間平均降水量は約 400mm（世銀：2020 年）と世界平均の 1,200mm の三分の一程度である。 

名目 GDP は約 188 億米ドル、一人当たりの GDP は 3,517 米ドル、実質 GDP 成長率は 4%であ

る（IMF 推計：2022 年）。失業率については 26%（IMF 推計：2022 年）と極めて高い。 

1948 年のイスラエル建国以降のイスラエルによる封鎖政策等の対パレスチナ政策のもと、歴史

的に著しい制約下に置かれている特殊な事情から、国際社会からの援助に過度に依存した状態に

ある。また、西岸地区への輸出入許可や物流、関税等の徴税は基本的にイスラエルの管理下にあ

る。加えて、同地区における生活必需物資の多くがイスラエル製品で占められ、貿易全体の約 7 割

のシェア（輸出の約 8 割、輸入の約過半）となっており、パレスチナ経済はイスラエルへの過度

な依存状況が続いていることから、経済的な自立が大きな課題になっている。 

西岸地区は、行政・警察権の管轄主体により、A、B、C 地区の 3 つに区分され、多くのパレス

チナ人が居住する A、B 地区は、西岸地区の面積全体の 6 割を占めているイスラエル入植地であ

る C 地区に包囲・分断されている。域内の分離壁や検問所等により、ヒト、モノの移動は著しく

制限されているだけでなく、入植地により土地や水資源等へのアクセスが制限されている。 

 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

西岸地区では、火の不始末や放火、家電事故等を主な原因として年間約 1 万件の火災が発生し、

人口 1,000 人あたりの火災件数は 3.6 件であり、これは世界平均の 2.4 件を大きく上回っており

（International Association of Fire and Rescue Service、2021）、2020 年には火災に伴って住居 575 軒、

車両 580 台等の被害が発生している（内務庁情報）。 

地域別の火災の発生件数ではジェニン県が最も多く、次いでトゥルカレム県、ラマッラ・アル=

ビーレ県（以下、「ラマッラ県」）となっており、3 つの県を合わせると 5,335 件と西岸地区全体の

火災発生件数の半数を占める。しかしながら、パレスチナ自治政府の慢性的な財政不足による消
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防車両不足と老朽化は、適時・適切な消火・救助活動を妨げ、被災規模の拡大に繋がってしまっ

ており、当該地域の消防車両を更新することにより、消防体制の維持・強化は喫緊の課題となっ

ている。 

パレスチナ自治政府は、2016 年 12 月策定の「国家政策アジェンダ 2017 年‐2022 年（2017-2022 

National Policy Agenda）における優先課題の一つとして「災害対応と危機管理の能力を強化」を掲

げており、本事業の実施機関となる内務庁消防・災害救急局（Palestinian Civil Defense, Ministry of 

Interior。以下、「PCD」）は、「消防・災害救急開発計画 2017-2022 年」 (Palestinian Civil Defense 

Development Plan 2017 2022) を策定し、消防車両の更新・拡充による消火・救助活動能力の強化

を優先度の高い事業として位置づけている。 

このような背景から、PCD 側は我が国の無償資金協力を通じて、新規消防車を対象地域となる

当該 3 県の消防署に整備し、消火・救助活動体制の改善を図ることを目的とし、「西岸地区におけ

る消防機材整備計画」（以下、「本事業」）を要請した。 

 

３. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

独立行政法人 国際協力機構（Japan International Cooperation Agency。以下、「JICA」）は、第一次

現地調査のために 2023 年 3 月 3 日から 3 月 31 日まで調査団を派遣し、パレスチナ政府関係者と

協議を行うとともに、本プロジェクト対象地域における調査を実施した。帰国後、現地調査結果

を基に概略設計および概略事業費の積算を行い、その結果をパレスチナ側に対し、まず 2023 年 12

月 12 日から 12 月 26 日にオンライン方式にて概略設計概要事前説明調査を行った。加えて、2024

年 7 月 9 日から 7 月 10 日にかけてオンライン方式にて概略設計概要説明調査を実施し、討議議事

録（Minutes of Discussion。以下「M/D」）の合意を経て、協力準備調査報告書としてとりまとめた。 

以下に協力対象事業の概要を示す。 

 

(1) プロジェクトの内容 

1) 協力対象地域 

本事業では、実施機関が所管する西岸地区の消防管区 11 県の内、ラマッラ県、ジェニン

県、トゥルカレム県の 3 県を協力対象地域として、消防車の整備を計画する。 

 

2) 機材計画 

本事業にて整備する機材は 3,000 liter（以下、「lit」）の水槽を装備した消防ポンプ車（以下、

「消防車」）14 台とし、配備先は対象地域の 20 消防署の内、12 消防署とする。 

当該整備車両を、継続運用可能と判断された現有消防車（3,000～4,000 lit）とともに活用

することにより、対象地域の 20 消防署の消防体制の維持・強化に寄与できると判断し、先方

と協議の上、M/D にて同意を取り付けた。 

整備機材の主な仕様を表 1 に、機材配備計画を表 2 に示す。 
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表 1 水槽付消防ポンプ車の概略仕様 

分類 主な仕様 

シャシ 

 キャビン： ダブルキャビン（最大搭乗員数：6 名） 
 駆動方式： 四輪駆動 
 トランスミッション： オートマチック 
 排出ガス規制： EURO 6 
 衝突予防安全装置： 装備する 

ボディ 

 水槽容量： 3,000 lit 
 消防ポンプ： 
 媒介金具規格： 

リアマウント、PTO 駆動式 
STORZ 

 装備品： 車上放水ノズル、シャッター付き資機材ロッカー、
ガンタイプノズル付きホースリール等 

主な搭載資機材 
消防ホース、サクションホース、ホースアダプタ、放水ノズル、呼吸器セット、
ポータブルポンプ、組立式水槽、ストレッチャー、エンジンカッター、電動油
圧機材、二連梯子他 

  

表 2 機材配備計画 

 

 

 

 

地域 番号 
整備先 

（消防署・地域防災センター名） 
機材名 台数 

ラマッラ県 

1 Ramallah (Betounia) 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車  
(3,000 lit) 

2 台 
2 Al-Bireh 消防署 1 台 
3 Birzeit 消防署 1 台 
4 Abwein 消防署 1 台 
5 Bayt Liqya 消防署 整備しない 
6 Taybe 地域防災センター 整備しない 
7 Ni’lin 消防署 整備しない 

小計 5 台 

ジェニン県 

8 Jenin 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車  
(3,000 lit) 

1 台 
9 Siris 消防署 1 台 
10 Barta’a 消防署 整備しない 
11 Yamun 消防署 整備しない 
12 Ya’bad 消防署 1 台 
13 Qabatiya 消防署 1 台 
14 Arraba 消防署 整備しない 
15 Marj ibn Amir 消防署 整備しない 
16 Jaba’ 地域防災センター 1 台 

小計 5 台 

トゥルカレム県 

17 Tulkarm 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車  
(3,000 lit) 

2 台 

18 A’ttil 消防署 1 台 

19 Anabta 消防署 1 台 

20 Deir Al Ghusoon 消防署 整備しない 

小計 4 台 

合計 14 台 
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3) ソフトコンポーネント計画 

本事業では、消防車整備対象地域となるラマッラ、ジェニン、トゥルカレムの 3 県におけ

る消防・救助活動能力の向上を目的とし、以下の二本柱からなるソフトコンポーネント（技

術支援）を計画する。 

① 消防隊の単体能力の向上： 
安全性を確保しながら、個々の隊員および一つの部隊単体による消防・救助資機材の

操作要領の習熟度を高める。  

② 部隊間の連携能力の向上： 
複数の消防署・部隊間での連携した消火・救助活動能力の向上を図る。 

 

４. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本事業の工期は、設計期間約 5 カ月、機材調達期間約 23 カ月、ソフトコンポーネント 1 カ月と

なり、合計 28 カ月程度と想定している。本事業の概略事業費の内、パレスチナ側負担金は 6,600

万円と見込まれる。日本国政府負担金は、調達業者契約認証まで非公表となる。 

 

５. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

1) プロジェクトの緊急性 

対象地域（ラマッラ県、ジェニン県、トゥルカレム県）には、西岸地区全体の人口約 325
万人の 3 割にあたる約 91 万人が居住しており、2018～2022 年平均の年間の出火件数（11,913
件）および救助件数（4,689 件）の凡そ 5 割を占めており警防上の重要度が高い。しかしなが

ら同 3 県の 20 消防署に配備されている水槽付消防ポンプ車 31 台の内、その約半数について

は既に故障中か故障発生頻度が高く、今後、消防力の脆弱性が更に深刻化することが懸念さ

れており、当該消防機材の更新による消防力の可及的速やかな改善が求められている。 

 

2) プロジェクトの裨益対象 

本事業を通じて消防機材が整備され、対象地域における消防体制が維持・強化されること

により、西岸地区の人口約 325 万人の 3 割にあたる約 91 万人の住民が裨益する。 
 

3) 上位開発計画との整合性 

パレスチナ自治政府は、「国家政策アジェンダ 2017‐2022 年（2017-2022 National Policy 
Agenda）」（2016 年 12 月）において、優先課題の 1 つとして「強靭なコミュニティづくり」

を謳っており、その実現のために「災害対応と危機管理の能力を強化する」としている。加

えて本事業の実施機関となる PCD は、上記計画に基づき「消防・災害救急開発計画 2017‐
2022 年」を策定し、消防車両の更新・拡充、消防職員の増員・能力強化、消防署の増設等を

推進していることから、本事業はこれらの政策と整合している。 
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(2) 有効性 

1) 定量的効果 

本事業の実施により、対象地域において期待される定量的効果は表 3 のとおりである。 

 

表 3 定量的効果 

指標名  
対象地域  

（消防署数）  
基準値  

（2023 年推測値）  

目標値  
（2030 年暫定値）  
【事業完了 3 年後】  

水槽付消防車（3,000 lit な
いし 4,000 lit）が配備され
ている消防署と地域防災セ
ンター数とその割合の増加  

ラマッラ・アル=ビーレ県
（7 消防署）  

4 署（57%） 7 署（100%） 

ジェニン県  
（9 消防署）  

4 署（44%） 9 署（100%） 

トゥルカレム県  
（4 消防署）  

3 署（75%） 4 署（100%） 

3 県合計  
（20 消防署）  

11 署（55%） 20 署（100%） 

各県に配備された消防車両
の総積載水量の増加  

ラマッラ・アル=ビーレ県  
（7 消防署）  

37,000 lit 48,000 lit（30%増） 

ジェニン県  
（9 消防署）  

37,000 lit 52,000 lit（41%増） 

トゥルカレム県  
（4 消防署）  

13,000 lit 17,000 lit（31%増） 

3 県合計  
（20 消防署）  

87,000 lit 117,000 lit（34%増）

環境に配慮した消防車両数
の増加（注 1）  

対象地域  10 台 21 台 

注 1: 自動車排出ガスレベルに配慮した車両を集計。  

 

2) 定性的効果 

本事業における定性的効果は、以下のとおりである。 
 

 消防車両が進入して活動することが困難な住宅密集地や草地等における消防活動能

力が向上し、迅速な災害対応が可能となる。 

 本事業のソフトコンポーネント等を通じて改善された消防・救助活動に関する訓練教

材やマニュアルが有効に活用され、災害による被害が軽減される。
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パレスチナ自治区 

Palestine 

パレスチナ自治区概要 1 

面積: 約 6,020 km2 

 西岸地区 約 5,655 km2 

 ガザ地区 約 365 km2 

 人口: 約 548 万人 2 

 西岸地区 約 325 万人（内難民約 108 万人） 

 ガザ地区 約 222 万人（内難民約 164 万人） 

自治政府所在地: ラマッラ 

民族: アラブ人 

言語: アラビア語 

宗教: イスラム教(92%)、キリスト教(7%)、その他 

主要産業: サービス業(20.4%)、小売・貿易(18.3%)、公共・防衛

(12.4%)、鉱工業・電気・水(12. 1%)、農・漁業

(6.5%)、建設業(4.7%)、金融・保険(4.5%)  3 

一人当たり GDP： 3,517 米ドル 4 

実質 GDP 成長率: 4% 4 

失業率: 25.69% 4 
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 1 外務省 H.P.（2024 年 8 月アクセス）

（www.mofa.go.jp/mofaj/area/plo/index.html） 
 2 2023 年：パレスチナ中央統計局（PCBS）  
 3 2021 年（GDP に占める割合）：PCBS 
 4 2022 年：IMF 推定 

本事業の対象 3地域 

ラマッラ・アル=ビーレ県、ジェニン県、トゥルカレム県の位置図 

パレスチナ自治区 

パレスチナ自治区ヨルダン川 
西岸地区 

対象地域位置図 
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丘陵地に広がる市街地（ラマッラ県） 

丘陵地に市街地が形成されており、街中には急峻な道路が多

く、消防車が走行する上では決して良い条件ではない 

市内中心部の道路事情（ラマッラ県） 

夜間を除き市街地中心部は交通渋滞が常態化しており、 

路上駐車が多く、消防活動に支障をきたしている 

  
都市間を結ぶ幹線道路（ジェニン県） 

都市間を結ぶ幹線道路は道路舗装状態も良好であり、 

大型車両の対面通行上の支障は見られない 

住宅地の道路事情 

住宅地には幅員 3m 程度の細街路が多く 

消防車の進入が困難となり消防活動に支障をきたしている 

  
車両減速帯（ハンプ）（ラマッラ県） 

市街地や村落集落内の道路に設置された車両減速用のハンプ。 

ハンプへの乗り上げを想定した消防車両への衝撃対策が必要 

冠水した道路（ラマッラ県） 1 

脆弱な道路排水設備を背景に、雨季（11～3 月）の集中豪雨に 

より道路の冠水、近隣建屋への浸水被害が発生する 

  
イスラエルとの分離壁 

イスラエルやイスラエル人入植地とパレスチナ自治区域を隔て

る分離壁が設置されており、消防車両も同境界を超える活動を 

行う際にはイスラエル当局への認可手続きが必要となる 

農地における野火（ジェニン県） 

対象 3 県では「野火」と言われる草地火災が 

火災件数の 65％と圧倒的多数を占めている 

出典： 1 www.paimages.info/ 

現況写真 その１（対象 3 県の都市部と郊外の特徴） 

写 真 集 



 

 

  
指令本部（ラマッラ県にある PCD 本部内） 

24 時間体制で西岸地区全 11 県の消防局からの 

災害情報・対応状況をリアルタイムで監視・指示 

トゥルカレム県地方指令室 

（トゥルカレム広域消防署内に併設） 

24 時間体制で県内の災害通報の受信・出場指令を行っている 

  

Ramallah 広域消防署（ラマッラ県） 

他の消防署と比べ、消防車両、要員配置数等が充実しており、 

各県内において中核的な消防施設としての役割を担っている 

Siris 消防署（ジェニン県） 

広域消防署以外の消防署では通常 

水槽付消防ポンプ車が最低 1 台配備されている 

  
Jaba’地域防災センター（ジェニン県） 

自然災害発生等の広域災害への対応を行っており、消防車両に 

加え、ホイールローダ等の重機類が配備されている 

消防署併設の取水口（ジェニン県 Qabatiya 消防署） 

取水口先端には欧州規格の媒介（STORZ）が 

取り付けられている 

  
地上式消火栓（ジェニン県 Qabatiya 町商業地区内） 

赤色の消火栓は PCD 管理下にあり、消火用水の 

水槽付消防車等への充填等に用いられている 

農家敷地内の深井戸も消防水利として利用 

（ジェニン県 Qabatiya 町近郊） 

指定消防水利として民家等の井戸水を用いている 
出典：調査団撮影 

現況写真 その２（対象 3 県の消防関連施設）

消防車の 

積水口に接続 



 

 

  

 
老朽化した消防車と搭載資機材 

車齢 30 年を超え、消防車として満足に稼働できない車両。老朽化した車両本体と同様、消火・救助資機材も更新されていな

いため（右）消防活動に支障をきたしている（写真は 2001 年に日本政府より整備された消防車） 

  
 

 
良好なコンディションの消防車と搭載資機材 

一部の消防署には車齢 10 年程度の比較的良好なコンディ

ションの消防車も配備されており、本事業実施以降も 

消防体制を担う機材として計画 

不十分な車庫事情（ラマッラ県 Abwein 消防署） 

青空駐車（写真）をしている消防署が複数存在し、 

車両の劣化やセキュリティ等の観点から車庫の整備が必要 

  
住宅火災を消火中の消防隊員 

住宅火災への出場件数は、対象 3 県における火災種別で上位 4

位を占めている。通常、管轄区域周辺の消防署・部隊と連携

し消火活動が行われている 

野火を消火中の消防隊 

（ジェニン県 Marj ibn Ami 消防署管轄区域内） 

野火を含めた森林火災は火災規模が大きく、件数が多いこと

に加え、周辺に消防水利が希少である等の課題がある 

  
車両火災を消火中の消防隊員（ジェニン県） 

対象 3 県における交通事故や放火等による車両火災への 

出場件数は火災種別で上位 5 位を占めている 

車両転落事故による負傷者を救助中の隊員（ジェニン県） 

交通事故を中心に、救助資器材を 

用いた要救助者の救助・救出ニーズが高い 

出典: 調査団撮影 

現況写真 その３（現有機材と消火・救助活動） 

錆びにより車体フレーム

が折れている。 

（車両ロッカー内部） 

消防車ロッカー内の状態 

ホースリール：本来は

ホースが巻かれている 

棚が破損・欠損してい

るだけではなく資機材

を固定する金具等がな

いため、資機材が雑然

と置かれている 

ホースは老朽化が激し

く、本数、長さも十分

でない（水漏れも発生

している） 

消防服のパンツを着装せずに消

火活動を行っており安全面での

改善が必要 

救助隊員はヘルメットを着

用せずに救助活動を行って

おり安全面での改善が必要 

消防車ロッカー内 

の状態 



 

 

図、表、写真リスト 

 

■ 図番号 

 

図 1-1 A,B,C 地区の分類（ジェニン県の例）............................................................................... 2 

図 2-1 PCD 組織図 ............................................................................................................................. 9 

図 2-2 消防機材の点検・整備フロー ............................................................................................ 12 

図 2-3 消防車の故障・修理中のバックアップ体制 .................................................................... 13 

図 2-4 対象 3 県の消防局・消防署組織図 .................................................................................... 15 

図 2-6 緊急通報受信・出場指令フロー ........................................................................................ 17 

図 2-7 現有消防車（2,700～4,000lit）の稼働率 .......................................................................... 22 

図 2-8 現有消防車（2,700～4,000lit）の稼働率 .......................................................................... 23 

図 2-9 現有消防車（2,700～4,000lit）の稼働率 .......................................................................... 24 

図 2-10 消火栓位置図（ジェニン県） .......................................................................................... 28 

図 2-11 対象 3 県の最高･最低気温（平均） ................................................................................ 29 

図 2-12 対象 3 県の月間平均降雨量 .............................................................................................. 29 

図 2-13 西岸地区の地形上の特徴 .................................................................................................. 29 

図 2-14 火災件数の県別内訳（2022 年） ..................................................................................... 30 

図 2-15 対象 3 県の火災種別（2022 年） ..................................................................................... 30 

図 2-16 ラマッラ県消防署別 火災出場件数（2022 年） ........................................................... 32 

図 2-17 ラマッラ県消防署別 救助出場件数（2022 年） ........................................................... 32 

図 2-18 ジェニン県消防署別 火災出場件数（2022 年） .............................................................. 33 

図 2-19 ジェニン県消防署別 救助出場件数（2022 年） .............................................................. 33 

図 2-20 トゥルカレム県消防署別 火災出場件数（2022 年） ................................................... 34 

図 2-21 トゥルカレム県消防署別 救助出場件数（2022 年） ................................................... 34 

図 3-1 機材仕様、搭載資機材の計画手順 .................................................................................... 48 

図 3-2 野火等の林野火災、狭隘道路に面した住宅火災に対する機材運用イメージ ............ 55 

図 3-3 機材概略図............................................................................................................................ 58 

図 3-4 送水・吸水系統図 ................................................................................................................ 59 

図 3-5 事業実施関係図 .................................................................................................................... 60 

図 3-6 主たる関係機関と申請の流れ ............................................................................................ 62 

図 3-7 輸送ルートの概要 ................................................................................................................ 68 

図 3-8 最終仕向け地：PCD 訓練センター（ジェリコ県） ....................................................... 69 

図 3-9 参考車庫図面 ........................................................................................................................ 75 

図 3-10 整備機材 14 台分の運営・維持管理費（5 年間） ......................................................... 81 

 

 

 

 

 



 

 

■ 表番号 

 

表 1-1 調査開始当初に想定された整備機材と対象地域 .............................................................. 3 

表 1-2 要請内容.................................................................................................................................. 4 

表 1-3 要請機材と配備先 .................................................................................................................. 4 

表 1-4 我が国による消防機材供与実績 .......................................................................................... 5 

表 1-5 我が国による技術協力支援実績 .......................................................................................... 5 

表 1-6 他ドナーによる機材供与実績 .............................................................................................. 6 

表 1-7 他ドナーによる技術協力支援実績 ...................................................................................... 7 

表 2-1 PCD 職員数と所属先 ........................................................................................................... 11 

表 2-2 PCD の年間予算（2018－2022 年） .................................................................................. 18 

表 2-3 現有機材の状態診断レベルの考え方 ................................................................................ 21 

表 2-4 現有車両の事業実施 3 年後の稼動状況（ラマッラ県）（想定） .................................. 22 

表 2-5 現有車両の事業実施 3 年後の稼動状況（ジェニン県）（想定） .................................. 23 

表 2-6 現有車両の事業実施 3 年後の稼動状況（トゥルカレム県）（想定） .......................... 24 

表 2-7 消防署車庫新築・改築の要否 ............................................................................................ 25 

表 2-9 出火・救助出場件数と被災者数（2018～2022 年） ....................................................... 30 

表 2-10 対象 3 県の消火・救助出場件数 (2019～2022 年) ........................................................ 30 

表 2-11 ラマッラ県 7 消防署の管轄区域の概要と出場状況 ...................................................... 32 

表 2-12 ジェニン県 9 消防署の管轄区域の概要と出場状況 ...................................................... 33 

表 2-13 トゥルカレム県 4 消防署の管轄区域の概要と出場状況 .............................................. 34 

表 3-1 機材配備設計（ラマッラ県） ............................................................................................ 44 

表 3-2 機材配備設計（ジェニン県） ............................................................................................ 45 

表 3-3 機材配備設計（トゥルカレム県） .................................................................................... 46 

表 3-4 機材配備計画 ........................................................................................................................ 47 

表 3-5 必要最小限の搭載資機材 .................................................................................................... 48 

表 3-6 考慮すべき消防車の設計条件と機材仕様 ........................................................................ 49 

表 3-7 シャシ部分交換部品、消耗品 ............................................................................................ 50 

表 3-8 消防ボディ部分交換部品、消耗品 .................................................................................... 50 

表 3-9 消防車本体の概略仕様 ........................................................................................................ 51 

表 3-10 消火活動に必要な主な搭載資機材の品目と概略仕様 .................................................. 53 

表 3-11 救助活動に必要な主な搭載資機材の品目と概略仕様 .................................................. 54 

表 3-12 消防活動全般に必要な主な搭載資機材の品目と概略仕様 .......................................... 55 

表 3-13 両国政府の負担区分 .......................................................................................................... 65 

表 3-14 機材調達区分 ...................................................................................................................... 67 

表 3-15 ソフトコンポーネントの概要 .......................................................................................... 70 

表 3-16 実施工程表.......................................................................................................................... 71 

表 3-17 投入される PCD 職員の担当事項、概要 ........................................................................ 74 

表 3-18 機材の維持管理のタイプ .................................................................................................. 76 

表 3-19 日本側負担費 ...................................................................................................................... 77 



 

 

表 3-20 パレスチナ側負担費 .......................................................................................................... 77 

表 3-21 PCD の運営・維持管理予算 ............................................................................................. 78 

表 3-22 現有車両毎の年間維持管理費（2018～2022 年） ......................................................... 79 

表 3-23 部品の交換タイミングの考え方 ...................................................................................... 79 

表 3-24 1 台当たりおよび 14 台の整備機材の維持管理費 ......................................................... 81 

表 4-1 定量的効果............................................................................................................................ 84 

 

 

■ 写真番号 

 

写真 2-1 PCD 本部庁舎 ..................................................................................................................... 8 

写真 2-2 貸出車両に乗せ換えられた消火・救助機材 ................................................................ 14 

写真 2-3 指令本部および地方指令室用の「作戦手順書」 ........................................................ 16 

写真 2-4 指令本部と地方指令室の状況 ........................................................................................ 17 

写真 2-5 訓練センター施設 ............................................................................................................ 19 

写真 2-6 国際合同救助訓練風景 .................................................................................................... 20 

写真 2-7 都市間を結ぶ幹線道路 .................................................................................................... 25 

写真 2-8 市街地における路上駐車の状況 .................................................................................... 25 

写真 2-9 難民キャンプ内の細街路 ................................................................................................ 25 

写真 2-10 冠水した道路（ラマッラ県） ...................................................................................... 26 

写真 2-11 市街地に設置されているハンプ .................................................................................. 26 

写真 2-12 消防署内の消火栓 .......................................................................................................... 27 

写真 2-13 消防水利として活用されている農業用貯水槽 .......................................................... 28 

写真 2-14 火災発生と消火活動風景 .............................................................................................. 31 

写真 3-1 ロッカーに固定された 搭載資機材 ............................................................................ 51 

写真 3-2 出場に備え車両内に掛けられた消防服 ........................................................................ 56 

写真 3-3 車庫イメージ写真 ............................................................................................................ 75 

 

 

  



 

 

略語集 

略語 英語名 和訳名 

国際機関・国家機関・援助機関・開発計画・法令 

- Civil Defence Law No.3 of 1998 消防・災害救急法 （1998 年第 3 号） 

COGAT 
Coordination of Government Activities in 
the Territories 

イスラエル民政官事務所 

- 
Directorate General of Technical Affairs, 
Ministry of Transport 

運輸庁技術局 

EU European Union 欧州連合 

- 
General Directorate of Customs, Excises and 
VAT, Ministry of Finance 

財務庁税関局 

ICDO International Civil Defence Organization 国際市民防衛機関 
IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 
JICS Japan International Cooperation System 一般財団法人 日本国際協力システム 

- Ministry of Transport and Road Safety, Israel イスラエル運輸省 
PCBS Palestinian Central Bureau of Statistics パレスチナ中央統計局 

PCD 
Palestinian Civil Defense (General 
Directorate of Civil Defense), Ministry of 
Interior 

内務庁消防・災害救急局 

- 
Palestinian Civil Defense Development Plan 
2017-2022 

消防・災害救急開発計画 2017‐2022 年 

USAID 
United States Agency for International  
Development 

米国国際開発庁 

- 2017-2022 National Policy Agenda  国家政策アジェンダ 2017-2022 年 

内務庁消防・災害救急局 関連組織名 

CDC Civil Defense Center 消防署 
- Higher Civil Defense Council 消防・災害救急評議会 
- Support Center 地域防災センター 

行政単位 

- Governorate 県 

単位記号 

AC Alternating Current 交流電流の単位 
INS Israeli New Shekels (currency) 通貨（新シェケル） 
kVA kilovolt ampere 電力の単位（キロボルトアンペア） 
lit liter 容量の単位（リットル） 
lit/min liter per min リットル毎秒 
Mpa Megapascal 圧力の単位（メガパスカル） 
m/s meter per second メートル毎秒 
SUS Steel Use Stainless ステンレス鋼材の材料記号 

その他 

A/P Authorization to Pay 銀行取極め 
ABS Anti-lock Braking System アンチロック・ブレーキ・システム 
C/P Counter Part 政府カウンターパート機関 
E/N Exchange of Notes 交換公文 
EBS Electronic Brake System 電子制御ブレーキシステム 



 

 

EURO 6 Euro six emission standard 欧州連合の排出ガス規制 
G.V.W. Gross Vehicle Weight 車両総重量 
G/A Grant Agreement 贈与契約 
M/D Minutes of Discussions 討議議事録 

PTO Power Take Off 
パワーテイクオフ（動力として取り出
すための部位） 

STORZ Storz 消防ホース金口等のドイツ工業規格 
VAT Value Added Tax 付加価値税 
VIN Vehicle Identification Number 車両識別番号 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

パレスチナ自治区（以下、「パレスチナ」）ヨルダン川西岸地区（以下、「西岸地区」）では、火の

不始末や放火、漏電等を主な原因として年間平均約 1.2 万件（2018～2022 年）の火災が発生し、

人口 1,000 人あたりの火災件数は 3.7 件であり、これは世界平均の 2.4 件を大きく上回っており

（International Association of Fire and Rescue Service、2021）、2020 年には火災に伴って住居 575 軒、

車両 580 台等の被害が発生している（内務庁情報）。また、地域別に火災の発生件数を見ると、西

岸地区全 11 県の内、ジェニン県が 2,035 件と最も多く、次いでトゥルカレム県が 1,594 件、ラマッ

ラ・アル=ビーレ県（以下、「ラマッラ県」）が 1,580 件となっており、当該 3 県を合わせると 5,209

件と西岸地区全体の火災発生件数の半数を占め、人口 1,000 人あたりの火災発生件数は 5.7 件と際

立って高い（内務庁消防統計、2022 年）。 

しかしながら、パレスチナ自治政府の慢性的な財政不足による消防車両1の不足と老朽化は、適

時・適切な消火・救助活動を妨げ、被災規模の拡大につながってしまっている。特に、上述した

火災発生件数で上位を占めている 3 県の消防車両の老朽化は著しく同地域に置かれている常設消

防拠点となる≪Civil Defense Center：CDC≫（以下、「消防署」ないし「CDC」と称する）18 カ所

および≪Support Center：SC≫（以下、「地域防災センター」）2 カ所の計 20 カ所が保有する消防車

両の多くは、稼働開始から 20 年以上経過しており、消防ポンプ、エンジン、駆動系等の車両トラ

ブルが頻発している。 

また、消防活動の中心的な役割を担う水槽付消防ポンプ車2（以下、「消防車」）も、他の消防車

両と同様に故障、作動不具合が頻繁に発生していることに加え、半数以上の消防署には、消防車

が 1 台しか配備されていないことから、当該車両が故障または整備中の場合、近隣の消防署への

応援要請が必要となり、迅速な消火・救助活動に支障をきたしている。 

さらに、北部のジェニン県とトゥルカレム県の雨季には、地形上の特性や脆弱な道路排水設備

が原因となり、他の地域と比較して洪水が起きやすく、民家や商業施設等の床上浸水に加え、急

斜面の崖崩れも発生しており、消防車両はこのような様々な災害に対しても救助車両としても活

用されており、当該地域での配備ニーズがより高まっている。 

このように本事業の対象地域では火災をはじめとする災害発生時の消火・救助ニーズは極めて

高いものの、同地域の消防署に配備されている消防車の車両数不足と老朽化により、十分な消火・

救助活動が行える状態にはない。そのため、当該地域の消防車を更新による消防体制の維持・強

化は喫緊の課題となっている。 

 

 

 

 
1 本報告書では「水槽付消防ポンプ車」のみを指す場合を「消防車」と称する。一方、「水槽付消防ポンプ車」、「はしご車」に加

え「水槽車」を含めた消防活動を行う車両を「消防車両」と総称する。 

2 水槽付消防ポンプ車：本報告書では水槽が装備され、車両走行用のエンジンの動力を車両に装備した PTO（Power take-off）を

介してポンプを稼働させ、消火・救助活動に必要な資機材を搭載した消防車両のことを指す。 
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1-1-2 開発計画 

1-1-2-1 消防・防災分野における上位計画 

パレスチナ自治政府は、2016 年 12 月策定の「国家政策アジェンダ 2017-2022 年」 (2017–2022 

National Policy Agenda)において優先課題の 1 つとして「強靭なコミュニティづくり（Priority 10）」

を謳っており、その実現のために「災害対応と危機管理の能力を強化」するとしている。 

同政策の下、本事業の実施機関となる、内務庁消防・災害救急局（Palestinian Civil Defense, Ministry 

of Interior。以下、「PCD」）は、5 カ年計画である「消防・災害救急開発計画 2017-2022 年」 (Palestinian 

Civil Defense Development Plan 2017–2022)3を策定し、消防車両の更新・拡充による消火・救助活動

能力の強化を優先度の高い事業として位置づけるとともに、以下の 3 つの開発目標を示している。 

 市民保護能力の強化 

 緊急対応能力の強化とコミュニティの意識向上 

 PCD の能力強化に向けた職員への投資 

 

なお、PCD は上記開発計画において、消防職員の増員・能力強化を図る方針に加え、消防署の

拡充方針を示しており、西岸地区における消防署数を 49 カ所（2023 年 3 月時点）から 70 カ所へ

増設することを計画している（2023 年 3 月付 PCD 本部質問回答書）。 

 

1-1-3 社会経済状況 

西岸地区とガザ地区からなるパレスチナは、1948 年のイスラエル建国以降のイスラエルによる

封鎖政策等の対パレスチナ政策など、歴史的に著しい制約下に置かれている特殊な事情から、国

際社会からの援助に過度に依存した状態にある。 

西岸地区への輸出入許可や物流、関税等の徴税は基本的にイスラエルの管理下にある。加えて、

同地区における生活必需物資の多くがイスラエル製品で占められ、貿易全体の約 7 割（輸出の約

8 割、輸入の約過半）もイスラエルが相手国となっており（外務省 2023 年）、パレスチナ経済は、

イスラエルへ依存せざるを得ない状況が続いており、経済的自立が課題になっている。 

対象 3 県を含む西岸地区は、図 1-1 に示すと

おり、行政・警察権の管轄主体により A、B、

C 地区の 3 つに区分され、多くのパレスチナ人

が居住する A、B 地区は、イスラエル入植地で

ある C 地区（西岸地区の約 6 割）に包囲・分断

されている。域内の分離壁や検問所等により、

ヒトやモノの移動は著しく制限されているだ

けでなく、また入植地により土地や水資源等へ

のアクセスも限定的となっている。 

本事業の実施機関となる PCD も災害現場へ

 
3 本調査にて PCD 本部の計画・開発課に対し、「消防・災害救急開発計画 2017-2022 年」に変更はなく 2023 年も同計画を継続

運用する方針となっており、新 5 カ年計画は策定していないことを確認した。 

図 1-1 A,B,C 地区の分類（ジェニン県の例） 

出典：ARIJ (Applied Research Institute of Jerusalem) 

Ａ地区 

Ｂ地区 

Ｃ地区 

市街地 

休戦ライン 

分離壁 

主要検問所 

主要道路 

ジェニン市周辺部の例 

凡例： 
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移動する際や消防水利の確保など消防活動上、多くの制約を受けている。 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

1-2-1 無償資金協力の背景・経緯 

「1-1-1 現状と課題」に示したとおり、西岸地区で発生している火災件数は世界平均の人口 1,000

人あたり 2.4 件を大きく上回る 3.7 件と深刻な状態にあるにもかかわらず、パレスチナ自治政府の

恒常的な財政不足に伴う配備消防車の不足と老朽化は、西岸地区全域での適時・適切な消火・救

助活動を妨げているだけではなく、将来的な消防体制の脆弱性のさらなる悪化も懸念されている。 

特に、対象地域となるラマッラ、ジェニン、トゥルカレムの 3 県には、西岸地区人口（約 325 万

人）の 3 割（約 91 万人）が居住しているが、同地域のみで西岸地区全体の年間火災件数（2018～

2022 年平均値：11,913 件）および救助件数（4,689 件）のおよそ 5 割と非常に高率であるにもかか

わらず、同地域の消防署に配備されている老朽消防車の故障頻度が高く、深刻な状態にあること

から、これら車両を更新し、消防力の維持・強化を図る緊急性および重要性が高い。 

このような背景から、PCD は我が国の無償資金協力を通じて、新規消防車を対象地域となる当

該 3 県の消防署に整備することにより、消火・救助活動能力の改善を図ることを目的として、「西

岸地区における消防機材整備計画（以下、「本事業」）」を要請した。 

 

1-2-2 パレスチナ側からの要請内容 

本事業は、第一次現地調査実施時点（2023 年 3 月）では、パレスチナ側より正式な案件要請書

は提出されていなかったことから、調査団は本準備調査の特記仕様書上で想定されていた整備消

防機材内容をもとに、パレスチナ側カウンターパートとなる PCD と協議・確認の上、ラマッラ、

ジェニン、トゥルカレムの 3 県を対象に調査を実施した（表 1-1）。 

表 1-1 調査開始当初に想定された整備機材と対象地域 

要 請 機 材  水 槽 付 消 防 ポンプ車 （ 3 ,000li t er、ダブルキャビン） 等 ： 15 台  

対 象 地 域  

パレスチナ西 岸 地 区 ：   

ラマッラ・ アル=ビーレ県 、ジェニン県 、トゥルカレム県  

（ 同 3 県 内 の消 防 署 19 カ所 ）  

出典：本準備調査の「特記仕様書」を基に調査団作成 

 

第一次調査では、特記仕様書に対象消防署として示された対象地域内の 19 消防署に加え、2021

年にトゥルカレム県内に新設された Deir Al Ghusoon 消防署を調査対象に含めた 20 消防署を対象

に踏査を行った。 

第一次調査での協議を踏まえ、我が国の無償資金協力における要請機材、数量、機材配備先に

つき、討議議事録（Minutes of Discussion。以下、「M/D」）にて確認・合意を行った上で、パレスチ

ナ側より我が国に対し 2023 年 7 月 4 日付で正式に要請書が提出された。 

同要請書におけるパレスチナ側の要請内容および要請機材の配備先を表 1-2、表 1-3 に示す。 
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表 1-2 要請内容 

No.  要 請 アイテム  数 量  

1.  水 槽 付 消 防 ポンプ車 （ 3 ,000li t er）  14 台  

2 .  搭 載 品  14 式  

3 .  スペアパーツ  1 式  

4 .  要 約 版 のアラビア語 マニュアル  16 式 [注 1]  

出典：本事業の要請書を基に調査団作成 

注 1：マニュアル 16 式の配布先：対象消防署 14 署、PCD 本部 1 カ所、PCD 訓練センター1 カ所 

 

表 1-3 要請機材と配備先 

   配備先等 
対象地域 

No. 配備先（消防署名） 要請機材名 数量 

ラマッラ県 

1 Ramallah (Betounia)広域消防署 

水槽付消防ポンプ車

（3,000lit） 

2 台 

2 Al-Bireh 消防署 1 台 

3 Birzeit 消防署 1 台 

4 Abwein 消防署 1 台 

5 Bayt Liqya 消防署 － 

6 Taybe 地域防災センター － 

7 Ni’lin 消防署 － 

小計 5 台 

ジェニン県 

8 Jenin 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車

（3,000lit） 

1 台 

9 Siris 消防署 1 台 

10 Barta’a 消防署 － 

11 Yamun 消防署 － 

12 Ya’bad 消防署 1 台 

13 Qabatiya 消防署 1 台 

14 Arraba 消防署 － 

15 Marj ibn Amir 消防署 － 

16 Jaba’地域防災センター 1 台 

小計 5 台 

トゥルカレム県 

17 Tulkarm 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車

（3,000lit） 

2 台 

18 A’ttil 消防署 1 台 

19 Anabta 消防署 1 台 

20 Deir Al Ghusoon 消防署 － 

小計 4 台 

合計 14 台 

出典：本事業の要請書を基に調査団作成 

 

1-3 我が国の援助動向 

1-3-1 施設・資機材等の整備 

西岸地区およびガザ地区を含めたパレスチナ自治区向けの消防・救助分野での施設・資機材等
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のハード面における我が国の支援実績を表 1-4 に示す。なお、2024 年 9 月時点では本事業以外に、

日本政府による消防・救助分野における消防車両の整備案件は存在していない。 

 

表 1-4 我が国による消防機材供与実績 

実施年 概要 援助形態 

1997 年 
ガザ地区向けに水槽付消防車 4 台、化学消防車 3 台、救助工作車 3 台、小
型水槽付消防車 1 台、無線システム他を整備 

無償 

2001 年 西岸地区向けに水槽付消防車 12 台、はしご車 1 台、救助工作車 2 台を整備 無償 

2024 年 西岸地区向けに車両牽引式消防ポンプ 4 セットを整備 
フォローアップ

協力 

 

1-3-2 技術協力等の支援 

我が国による消防・救助や防災分野におけるソフト面での協力実績を表 1-5 に示す。JICA によ

る本邦ないし第三国（ヨルダン国）における招聘型の技術研修プログラムが断続的ながらも現在

に至るまで実施されている。 

なお、JICA は 2024 年 8 月時点で、PCD 本部職員や消防署員を対象にヨルダン国において消防

技能強化を目的とする第三国研修プログラム（Capacity Building and Technical Skills Improvement on 

Fire Management for Palestine）を採択し、実施準備中である（2024 年 8 月 7 日付 JICA パレスチナ

事務所情報）。 

 

表 1-5 我が国による技術協力支援実績 

実施年 援助機関 概要 援助形態 
2006－2009 年 JICA ヨルダンにおける「消防・救急救助技術」訓練（3 カ月） 第三国研修 
2012－2014 年 JICA ヨルダンにおける「消防技術」訓練（3 カ月） 第三国研修 

2013 年度 JICA 「包括的災害リスク管理」に係る研修（4 週間） 本邦研修 

2017 年 JICA 
シンガポールでの「災害リスク削減とマネジメント」国
際会議への出席 

第三国招聘 

2018 年度 JICA 
「災害に強いまちづくり戦略」に係る研修 
（7 週間） 

本邦研修 

2022 年度 JICA 「消防・防災」に係る研修（4 週間） 本邦研修 
2023 年度 JICA 「消防・防災」に係る研修（2 カ月間） 本邦研修 

 出典： PCD 質問回答書、インタビュー、PCD Annual Report (2019-2022)等を基に調査団作成 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

1-4-1 施設・資機材等の整備 

2010 年以降の西岸地区における消防車両供与および消防署等の施設整備面への比較的大きな支

援としては、米国国際開発庁（United States Agency for International Development。以下、「USAID」）

が、2012 年、2016 年の二度にわたり計 32 台の消防関連車両（水槽付消防車、はしご車、救助工

作車）の整備を行っている。また、USAID はトゥルカレム県やラマッラ県等において消防署建設

支援の実績を持つ。米国に次いで同分野において存在感を示しているのが欧州連合（European 

Union。以下、「EU」）であり 2015 年に合計 12 台の消防車両を整備している。その他、サウジアラ

ビア政府により 2020 年に中古の水槽付消防車と救助工作車計 8 台が供与されている。 

なお、2024 年 9 月時点では、協力準備調査を実施中の日本政府による本事業以外に、消防車両
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の整備計画は存在していない。 

 

表 1-6 他ドナーによる機材供与実績4 

実施年 国名／援助機関名 概要 援助形態 

2010 年 
ドイツ復興金融公庫／

UNDP 
捜索・救助訓練センターの建設 （ジェリコ県） 無償 

2011 年 
Scottish Fire  

Brigades Union 
消防車両（2 台、中古車）の供与 
（ナブルス県に配備） 

無償 

2012 年 USAID 
消防車両の整備（20 台） 

無償 
消防署の建設（トゥルカレム県） 

2014 年 フランス政府 
水槽付消防車の整備 
（1 台、ジェニン県に配備） 

無償 

2015 年 EU 消防車両の整備（12 台） 無償 
2015 年 USAID 消防署の建設（ラマッラ県） 無償 
2016 年 USAID 消防車両（9 台）、救助工作車（3 台）の整備 無償 

2020 年 サウジアラビア政府 
水槽付消防車（6 台）、救助工作車（2 台）の供
与（2009－2014 年製造の中古車） 

無償 

2020 年 カナダ政府 
指令本部および地方指令室への通信機材等
の整備（Ramallah、Hebron、Qalqilya 県等） 

無償 

2016 年 フランス政府 消防署の建設（ジェニン県内） 無償 

出典：PCD 質問回答書、インタビュー、PCD Annual Report (2019-2022)、EU、USAID ホームページ等を基に調査団作成 

 

1-4-2 技術協力等の支援 

PCD に対する直接的な技術協力は、2013 年以降、欧米諸国・援助機関に加え、アラブ近隣諸国

政府や国際機関が、PCD に対し課題別研修や専門家派遣を通じた消防・救助や防災分野における

能力強化支援を行ってきた。かつて主要ドナーの一角を占めていた EU やカナダ政府は、近年パ

レスチナの国家治安部隊や内務省の警察局等の治安や公安組織に対する支援に注力している。 

2024 年 9 月時点では、PCD に対する消防・救助に係る技術協力を行っているのは、The Office 

of United States Security Coordinator (USSC)等の、米欧の安全保障援助機関からの資金をソースに活

動している British Support Team である。また、ルーマニア政府は PCD との間で消防救助分野の人

材育成に向けて、2013 年よりルーマニア国立警察大学校（Alexandru Ioan Cuza Police Academy）の

消防・救助学への国費留学プログラムを実施している。 

上記を含む他ドナーによる技術協力支援概要につき表 1-7 に整理する。 

 

 

  

 
4 2020－2021 年には、他ドナーから PCD に対して、新型コロナウィルス対策関連機材の整備支援が多数実施されたが、消防・

救助活動に直接的に関連しないことから同表からは割愛した。 
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表 1-7 他ドナーによる技術協力支援実績5 

実施年 国名／援助機関名 概要 援助形態 
2013 年－ 
     現在 

ルーマニア政府 
PCD 若手職員のルーマニア国立警察大学校
消防・救助学部における留学支援（毎年 10 名） 

留学支援 

2015 年 
Scottish Fire  

Brigades Union 
スコットランドにおける「消防・水難救助戦術」
訓練 

招聘研修 

2015 年 
韓国国際協力団

(KOICA) 
「災害リスク管理、消防、建築安全基準」に係
る研修（3 週間） 

招聘研修 

2022 年－  
    2025 年 

British Support Team PCD の「市民防衛能力構築」に向けた支援 
専門家派遣に
よる技術協力 

2022 年 

ヨルダン政府 「火災原因調査手法」に係る研修 招聘研修 

国際市民防衛機関 
(ICDO) 

アルジェリアにおける「森林火災管理」に係る
研修 

招聘研修 

マレーシアにおける「化学災害対応」に係る高
等訓練 

招聘研修 

ルーマニア政府 
ヨルダンにおける「自然災害からの市民防衛
策」に関する研修 

第三国研修 

出典：PCD 質問回答書、インタビュー、PCD Annual Report (2019-2022)等を基に調査団作成 

  

 
5 世界銀行等の支援を受け内務省は、緊急通報番号（警察（100 番）、消防・救助（102 番）、救急（101 番））を 911 番に一元化

し、中央指令室を新設することを検討している。 



 

 

 

 

 

 

 

２．プロジェクトを取り巻く状況
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制  

2-1-1 組織・人員 

本項では PCD 全体の実施体制を概観した上で、本事業の対象地域における消防・救助活動の実

施体制につき整理する。 

 

2-1-1-1 PCD の実施体制 

(1) PCD の業務内容 

PCD は、火災や自然災害等から国民の生命、身体、財産を保護すると

ともに、各種災害を防除し、これらの災害による被害を軽減することを

目的として 1996 年発布の大統領令にて内務庁に常設の国家消防機関と

して設置され、本部庁舎はラマッラ県に置かれている（写真 2-1）。 

PCD の運営は、「消防・災害救急法（1998 年第 3 号）6」(Civil Defence 

Law No. 3 of 1998)に基づき、内務大臣を議長とする 15 名のメン

バーから構成される消防・災害救急評議会（Higher Civil Defense 

Council）により行われている。 

PCD は、消防・災害救急法の第 6 条における以下の 13 項目について、関係官庁と連携しつつ

市民に対するサービスを提供することになっている。 

① 空襲時の警報手順に関する規定 

② 消防・災害救急活動手続きに関する町村間の協力体制の監督、被災地における緊急支援

のための即応部隊の編成 

③ 消火手順に関する規定 

④ 消防・災害救急活動のための作戦室の設置・運営 

⑤ 不発弾や地雷の探査・撤去のための手順の規定 

⑥ 空襲被害予防に向けた灯火制限の実施 

⑦ 消防・災害救急活動に必要な機器、医薬品、消毒薬などの備蓄管理 

⑧ 原子放射線、有害物質、細菌などの検出チームの設置・運営 

⑨ 塹壕や公共シェルター等の建設の整備 

⑩ 空襲や自然災害による傷病者用の受入施設の設営 

⑪ 救助隊、瓦礫撤去隊、空襲・火器管制隊の編成 

⑫ 市民に対する消防・救助の手順に関する教育・訓練の実施 

⑬ 国家機関の領土内の道路における危険化学物質の輸送および保管条件の整理と規制 

 

 

 

 
6 「Civil Defence」という用語は「市民防衛」と直訳されるが、本報告書ではこれまで日本国外務省および JICA の公的文書内で

用いられている「消防・災害救急」という訳語に統一している。 
 

    PCD 本部庁舎 
（地上 6 階、地下 1 階建て） 

写真 2-1 PCD 本部庁舎 
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(2) PCD の組織構成 

PCD 本部は、局長7（Director General、1 名）および副局長（4 名）のもとに 8 本部長、2 室長が

置かれている（図 2-1）。本事業を含めた国際協力・プロジェクトは、国際関係部（Department of 

International Relations）が窓口となり、PCD 内の関連部署との連絡・調整を行う。また、北部地域

統括部長のもとに、本事業における消防機材の整備対象 3 県を含めた西岸地区 11 県の県消防・災

害救急局（以下、「県消防局」）が設置されている。 

西岸地区の消防管区は県単位となり全 11 管区に 49 消防署8が設置されている。49 署の内、

「Support Center」（以下、「地域防災センター」）と称される消防・防災機能を併せ持つ拠点が指定

されており、北部のジェニン、中部のラマッラ、南部のヘブロンの 3 県に置かれている（2022 年

3 月時点）。同センターは、消防活動の他に自然災害等の広域災害発生時の対応を担っており、消

防車両や救助工作車に加え、ブルドーザーや除雪機材等の重機類が配備されている。 

本事業において整備されることになる機材の運営や消防署員に対する訓練面での関係部署とな

る中央作戦部（Central Operation Room／指令本部を併設）、消防・救助部、訓練センターは作戦・

訓練本部長の下に、機材維持管理面における担当部署となる技術部（Technical Affiars Department）

は総務本部長のもとに設置されている。なお PCD 本部の部署ごとおよび県消防・災害救助局ごと

の職員数については、表 2-1 に記載する。 

図 2-1 PCD 組織図 

 

 

 
7 PCD の歴代局長は内務庁対内治安警察局高官ないし大統領警護隊所属の高級軍人（准将クラス）が就任している。現 PCD（2022
年 1 月就任）は、大統領警護隊出身である。 

8 本報告書では、「広域消防署」、「消防署」、「地域防災センター」の全てを指す場合には「消防署」と総称する。 
 

検査部

査察部

法務部

監察部長

中央作戦部

消防・救助部

ロジステックス支援部

訓練部

訓練センター （ジェリコ県）

捜索救助センター

土木部

作戦・訓練本部長

西岸地区
[11 行政区]

(46消防署、3地域防災センター）
1. ジェニン（8消防署､1地域防災センター）
2. トゥルカレム（4消防署）
3. ラマッラ（6消防署､1地域防災センター）

北部地域統括部長

4. ヘブロン（8消防署､1地域防災センター）
5. エルサレム（5消防署）
6. ナブルス（3消防署）
7. カルキリヤ（3消防署）
8. サルフィート（3消防署）
9. ベツレヘム （2消防署）
10. トゥバス （2消防署）
11. ジェリコ （2消防署）

計画・防災本部長

計画・開発部

災害対応管理部

消防団部

安全管理部

広報部

研究・調査部

人事部

財務部

総務部

技術部

総務本部長南部地域統括部長

ガザ地区
[5 行政区]

内務庁

消防・災害救急局

消防・災害救急評議会

局長

副局長

ジェンダー室

苦情対応室
安全保障部

局長室

国際関係部

:  本事業主担当部署

凡例： 本無償事業の関係部署

: 対象県消防署及び地域

出典: PCDおよびBritish Support Team資料を基に調査団作成
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(3) PCD の職員数 

2022 年 12 月時点の PCD 全体の常勤職員数は 1,635 名である。その内で、PCD 本部職員は 187

名（PCD 職員全体の約 11%）、西岸地区 11 県の県消防・災害救急局（以下、「県消防局」）職員お

よび 49 消防署に配置されている消防職員の合計は 1,212 名（約 74%）である（表 2-1 参照）。な

お、PCD はハマス派が 2006 年以降実効支配しているガザ地区では現在消防行政を担っていない

ものの、ガザ地区において 236 名（約 14%）の職員の雇用を維持している。 

近年 PCD は「消防・災害救急開発計画 2017-2022 年」に沿って、職員の増員を進めており、そ

の増加率は 2018 年 1,349 名に対し、2022 年では 1,635 名と 21%増加し、西岸地区の県消防局およ

び全消防署においては 2018 年 941 名に対し、2022 年では 1,212 名と 29%増加となっている。 

この他、必要時に招集される民間人の消防団員として全 11 県に合計 753 名が登録されている

（2023 年 3 月 23 日付 PCD 質問回答書）。 

なお、PCD の職員全体に占める女性職員数は 76 名（約 5%）であり、その内 1 名が訓練指導員

の立場でベツレヘム県消防局の訓練課に所属している。現状では PCD では、ジェンダー要素に配

慮した施設の再整備（男女別のトイレや仮眠室等）財源が確保できないことに加え、未婚・既婚

かを問わず女性が親族以外の男性ともに消防署内において寝食を共にすることを受容する社会文

化的な環境が整っていないことから、女性職員の消防署配属に向けた途はまだ開かれていないと

考えられる。 
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表 2-1 PCD 職員数と所属先 

 

役職・部署名称 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
2018年/2022年

比増加率

局長 1 1 1 1 1

局長室 10 9 10 9 9

副局長 3 3 2 2 4

国際関係部 2 2 1 1 4

ジェンダー室 1 1 1 1 1

苦情対応室 1 1 1 1 1

安全保障部 23 19 17 17 26

作戦・訓練本部長 - - - - -

　　中央作戦部 22 20 23 23 24

　　消防・救助部 2 2 3 1 3

　　ロジステックス支援部 9 9 7 6 13

　　訓練部 4 3 4 5 4

　　訓練センター（ジェリコ県） 8 8 6 6 6

　　捜索救助センター（注1） 0 0 0 0 0

　　土木部 5 6 6 6 7

計画・防災本部長 1 1 - 1 1

　　計画・開発部 5 7 5 5 5

　　災害対応管理部 3 4 4 4 7

　　消防団部 1 3 2 3 2

　　安全管理部 14 26 18 16 14

　　広報部 9 9 10 10 10

　　研究・調査部 1 1 1 - 2

総務本部長 - - - - 1

　　人事部 6 6 6 6 6

　　財務部 6 6 6 6 8

　　総務部 10 10 8 8 14

　　技術部 5 6 6 6 7

　監察部長 - - - - -

　　検査部 1 1 1 1 2

　　査察部 1 1 1 1

　　法務部 4 4 4 3 3

北部地域統括部長 - 1 1 1 1

南部地域統括部長 - 1 1 1 1

PCD本部職員数 158 171 156 151 187 18%

  ジェニン県消防・災害救助局 138 144 147 151 171 24%
  トゥルカレム消防・災害救助局 94 95 102 103 114 21%
  ラマッラ消防・災害救助局 148 155 160 161 169 14%
  ヘブロン消防・災害救助局 123 133 148 148 178 45%
  エルサレム消防・災害救助局 76 73 76 82 95 25%
  ナブルス消防・災害救助局 98 109 113 113 124 27%
  カルキリヤ消防・災害救助局 67 69 71 70 86 28%
  サルフィート消防・災害救助局 63 69 72 73 72 14%
  ベツレヘム消防・災害救助局 63 67 67 70 84 33%
  トゥバス消防・災害救助局 37 43 44 56 58 57%
  ジェリコ消防・災害救助局 34 36 38 53 61 79%
北部地域消防・災害救助局職員総数
（西岸地区11県）（注2）

941 993 1,038 1,080 1,212 29%

南部地域消防・災害救助局職員総数
（ガザ地区5県）（注3）

250 249 246 242 236 -6%

PCD職員総数 1,349 1,412 1,439 1,472 1,635 21%

出典：PCD質問回答書を基に調査団作成

注2:  西岸地区（11県）各県の消防・災害救助局職員は、1) 県局長等の幹部を含めた事務系職員（約360名、30%）と

       ２）消防署・広域防災センターに配置されている署長を含めた消防隊員（約850名、70%)から構成。

注1:   「捜索救助センター」所属の職員は、「訓練センター」の職員数としてカウントされている。

注3:　2007年6月にハマス派が武力でガザ地区を掌握して以降、PCDは同地区の消防活動を担えなくなっているもののに、第一次現地調査時点となる2023年3月に

至るまで、同地区へ配置されているPCD職員に対する給与等を継続して支払っている。
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(4) PCD における機材の維持管理体制 

1) 消防機材の点検および整備手順 

PCD による消防車両の維持管理は、大きく 3 段階にて行われている。PCD は独自の整備

工場を持たず、簡易な整備・修理も含めて民間整備工場へ委託する体制で消防機材を維持管

理している。図 2-2 に消火・救助資機材を含めた消防機材の点検・整備フローを示す。 

 

図 2-2 消防機材の点検・整備フロー（イメージ） 

 

消防署における日常点検、機材の不具合・故障が確認された後の報告・修理依頼、および

外部の整備工場への修理委託等の一連の手順につき以下に整理する。 

 各消防署における日常点検 

 所定の点検簿に基づき、消防車両のシャシに関連した点検は機関員（運転手）が、消

防・救助機材に関連した点検は消防隊員により毎朝行われる。 

 機関員、消防隊員により記入された点検簿は、副署長、署長の順に確認が行われる。 

 不具合や故障が確認された場合は、消防署より県消防局の維持管理を担当している総

務課に報告・修理依頼がされる。 

 県消防局総務課による外部修理委託 

 消防署からの故障報告受理後、総務課所属の技術職員による当該消防車両の診断を踏

まえ、県内の民間整備工場への修理依頼が行われる。 

 仮に県内の整備工場にて修理対応ができなかった場合には、県消防局総務課より PCD

本部における機材の維持管理を担当する技術部に報告・修理依頼が行われる。 
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 PCD 本部技術部による外部修理委託 

 県消防局が委託した県内の整備工場にて修理ができなかった消防車両は PCD 本部技

術部の手配にて、シャシメーカー代理店を含むより設備が整っており、技術レベルの

高いメカニックが在籍している整備工場に修理依頼が行われる。 

 

2) 消防車両の故障・修理中のバックアップ手順 

消防車両の故障・修理中のバックアップ手順については、中央作戦部により作成された

「作戦手順書」（Procedure Manuals for Central Operations and Local Operations）（2022 年 12 月

更新版）の「指令本部編」第 16 項に規定されており、以下の対応がとられている。 

 

 県消防局長は PCD 本部の中央作戦部に報告の上、故障・修理中の消防車が配備されて

いる消防署の最寄りの消防署に対し、出場可能体制にない消防署の管轄区域における

災害対応を行うよう指示を発出する。 

 整備所要時間が 24 時間を超過した場合には、県内外に配備されている消防車を当該

消防署に≪貸出配備≫する。 

 

図 2-3 に故障等の理由により、消防車が出場できない消防署のバックアップ体制につき

示す。 

図 2-3 消防車の故障・修理中のバックアップ体制（イメージ） 

 

なお、対象 3 県の消防署における故障・修理中の消防車のバックアップ手順については、

次の 2 つのパターンが確認されている。 

① 消防車が 1 台のみ配備されている消防署における当該車両の故障・整備期間中には、県
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内の広域消防署に配備されている予備消防車が貸し出される。 

② 県内の消防署間での貸出配備ができない場合、PCD 本部の中央作戦部の判断により近

隣県の消防署より、貸出配備を行う。 

 

上記の何れの貸出配備形態の場合でも、貸出は≪車両のみ≫となり、消防ホース、空気呼

吸器、救助機材等の搭載品については、整備中の消防車の搭載品を貸出車両へ乗せ換えた上

で、運用されることが一般的となっている。 

 

上述のとおり、消防車の整備中には県内外の消防署内の車両を≪貸し出し合う≫体制が

採られている一方で、野火や果樹火災等の件数が急増する乾季中（4～10 月）には、出場回

数の増加に伴う消防車への過負荷から、機材の不具合や故障の発生頻度が比例的に高まり、

消防署間で車両を融通し合うことが困難になるなど、後述する老朽車両を含めた現在の消

防車配備体制では、消防活動の繁忙期に、消防体制の脆弱性が顕在化するのが実態となって

いる。 

 

 
Ramallah 広域消防署より Ni’lin 消防署へ貸出配備された水槽付消防車とロッカー内に格納された救助機材 

 

消防署間で消防車を貸出しあっているため、搭載資機材の配備先消防署が分かるように、消防署名が記載してある 
（写真は配備先の消防署名が印字されたステッカーが貼付された可搬式ポンプ） 

写真 2-2 貸出車両に乗せ換えられた消火・救助機材 

 

2-1-1-2 対象 3 県の実施体制 

(1) 県消防局および消防署の組織体制 

図 2-4 に示すとおり、各県の県都には県消防局が置かれており、局長、副局長のもとに、通信

指令課、市民安全管理課、財務課を含めた計 10 課から構成されている。また、消防・救助活動の

実動組織として設置されているのが「Civil Defense Center（CDC／消防署）」であり、ラマッラ県

に 7 消防署、ジェニン県に 9 消防署、トゥルカレム県に 4 消防署あり、対象地域全体では 20 消防

署が運営されている。 

Directorate of Civil Defense 
Ramallah & Al-Bireh Governorate 

NiIlin Center 
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消防署は、≪広域消防署≫、≪消防署≫および≪地域防災センター≫に大別される。広域消防

署9は、対象 3 県の県都に設置されており、それ以外の消防署と比べ、消防車両の配備台数と種類

（消防車、水槽車、救助工作車等）が充実していることに加え、署員数が 3 倍程度多い。広域消

防署は、その管轄区域外において発生した災害に対しても応援出場を行うことが多く、県内にお

ける中核的な消防署として位置づけられている。 

図 2-4 対象 3 県の消防局・消防署組織図 

 

 

(2) 消防・救助チームの構成 

対象 3 県の消防署毎の職員数は、消防署により異なっており、県都に設置されている広域消防

署では 31～48 名、防災センターでは 22～25 名、それ以外の消防署では 11～16 名の要員配置と

なっている（ジェニン県 Barta’a 消防署10については 4 名）。 

消防・救助活動に従事する職員の配置数は基本的に、消防車 1 台につき、隊長 1 名、機関員（運

転手）1 名、消防隊員 2 名の 4 名であるが、消防署の規模ないしシフト体制によっては 1 チーム

が 5 名ないし 3 名となる。 

 

(3) 消防署の勤務形態 

対象 3 県の 19 消防署では大きく「2 交代制」と「3 交代制」をとっている（以下、参照）。 

 3 交代制勤務には以下の 2 つの当番・非番パターンがある。 

 
9 本報告書で称されている《広域消防署》という名称は、対象各 3 県でのその他の消防署と比べ、消防車両および要員配置数の

双方で充実しており、県内で中核的な消防施設としての役割を担っていることを示すため、便宜的に使用している。なお、PCD
は、広域消防署も Civil Defense Center と呼称しており、名称上ではその他の消防署と差別化していない。 

10 Barta’a 消防署はジェニン県北西部に位置し、イスラエル政府により建設された分離壁により、西岸地区から物理的に阻まれ

ている。同消防署は、イスラエル政府の実質的な支配下にある領土内に形成されているパレスチナ居住区の消防管轄区域を担当

している。 

西岸地区：11行政区 (1,212)

他8県
消防・災
害救急局

(758)

( )内は、2022年職員総数（単位：人）

出典: PCD資料を基に調査団作成

Ramallah広域消防署 (46)

Al-Bireh消防署 (19)

Birzeit消防署 (14)

Abwein消防署 (14)

Bayt Liqya消防署 (13)

Ni’lin消防署 (14)

Taybe地域防災
センター (29)

Ramallah県消防・災害救急局 (169)

・通信指令課

・市民安全管理課

・訓練課

・財務課

・総務課

・災害対策課

・消防団課

・予防安全課

・広報課

・消防・救助課

(20) Jenin広域消防署 (38)

Siris消防署 (12)

Barta’a消防署 (4)

Yamun消防署 (14)

Ya’bad消防署 (12)

Qabatiya消防署 (15)

Arraba消防署 (15)

Marj ibn Amir消防署
(15)

Jaba’地域防災
センター(22)

Jenin県消防・災害救急局 (171)

・通信指令課

・市民安全管理課

・訓練課

・財務課

・総務課

・災害対策課

・消防団課

・予防安全課

・広報課

・消防・救助課

(24) Tulkarm広域消防署 (33)

A’ttil消防署 (11)

Anabta消防署 (11)

Deir Al-Ghusoon
消防署 (13)

Tulkarm県消防・災害救急局 (114)

・通信指令課

・市民安全管理課

・訓練課

・財務課

・総務課

・災害対策課

・消防団課

・予防安全課

・広報課

・消防・救助課

(46)
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① 24 時間勤務（午前 8 時～翌午前 8 時迄） 非番 2 日間 4 日目に再度 24 時間勤務 

② 48 時間勤務 非番 4 日間 7 日目から再度 48 時間勤務 

 2 交代制をとっている消防署では、7 日間の勤務後、7 日間の非番を繰り返す。 

 

なお、ジェニン県のイスラエル側の分離壁内に設置されている Barta’a 消防署は、署員数 4 名

（署長 1 名、副署長 1 名、機関員／消防隊員 2 名）が日勤し、夜勤は 1 名が当番制となっている。

夜間の災害発生時には、宿直者が近隣に住む他の消防署員や消防団員（10 名）を招集の上、災害

現場に急行する体制となっている。 

 

(4) 通信・指令体制 

1) 作戦手順書 

指令本部と地方指令室による緊急通報・指令

業務は、中央作戦部により作成された「作戦手順

書」（Procedure Manuals for Central Operations and 

Local Operations）（2022 年 12 月更新版、写真 2-3）

に沿って行われている。 

同手順書は、「指令本部用手順編」と「地方指

令室用手順編」から成り、緊急通報受信時の応答

方法、大災害への対応、住宅や中高層建築物の火

災への対応、応援出場要領、消防・救助車両の故

障時の対応、イスラエル入植者ないしイスラエ

ル軍とパレスチナ住民間の衝突に起因した災害

への対応等の手順が規定されている。 

また、作戦手順書には住宅火災に対しては消防車 2 台の同時出場を、中高層建築物の火災

に対しては、はしご車を出場させることが規定されている。 

 

2) 司令本部と地方指令室における通信・指令手順 

PCD は、指令本部（Central Operation Room）を首都ラマッラ市内の PCD 本部の中央作戦

部内に設置し、地方指令室（Local Operation Room）を各県消防局の通信指令課に設置して

いる（写真 2-4）。司令本部と Ramallah 広域消防署を含む一部の地方指令室の通信機材はカ

ナダ政府の支援により 2020 年に整備された。 

指令本部と各地方指令室とは専用回線で結ばれ、緊急通報の受信・災害内容・指令、消防

車両の位置情報、出場時間、災害現場到着所要時間、任務完了時間等が指令本部にリアルタ

イムで共有されるシステムが構築されている（写真 2-4 左下）。 

 

 
手順書は、指令本部用と 

地方指令室用の二部から構成 

写真 2-3 指令本部および地方指令室用
の「作戦手順書」 
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指令本部（PCD 本部） 

24 時間体制で 11 県の消防局からの 
災害情報・対応状況をリアルタイムで監視・指示 

トゥルカレム県地方指令室 
（トゥルカレム広域消防署内に併設） 

 

 

災害現場へ急行中の車両位置情報を示したモニター 
（ジェニン広域消防署） 

写真 2-4 指令本部と地方指令室の状況 

 

指令本部と地方指令室（写真 2-4 上段）は、24 時間体制（2 名、3 シフト）で運営されて

いる。緊急通報受信後の出場指令フローを図 2-5 に示す。 

指令本部は火災等の緊急通報（102 番）の受信は行っておらず、上述の「作戦手順書」に

沿って、各県の地方指令室が受け付けた緊急通報の内容や出動状況等のモニタリングと必

要に応じた地方指令員への助言・指令、大災害や県を跨いだ災害発生時の応援出場指令の他、

災害統計の収集・整理・報告などを主務としている。 

地方指令室は、各県内に

おける緊急通報の受信、管

轄区域の消防署への出場指

令を行っている他、通報・出

動内容等の記録と指令本部

への報告を行っている。ま

た、大規模災害時には、指令

本部への応援要請を行って

いる他、警察（100 番）、救

急サービスを担当するパレ

スチナ赤新月社（Palestinian 

Red Crescent Society 、 101

番）、自治体等との連絡調整

移動中の車両位置

を示したアイコン 

速度計 

図 2-5 緊急通報受信・出場指令フロー（イメージ） 
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も担当している。 

 

2-1-2 財政・予算 

PCD の年間予算は、表 2-2 に示したとおり 30 億円規模で推移しており、2018 年から 2022 年の

間で約 1%の微増となっている。パレスチナ財務省開示資料と PCD に対するインタビューによれ

ば、年間予算額の内、人件費が全体の約 70%を占め、消防車両の運用・維持管理費は約 7%が配分

されている。運営・維持管理費は、2018 年から 2022 年の間で 14%増と増加基調となっており、

西岸地区全 11 県 49 消防署に配備されている消防車両が切れ目なく災害出場できる体制を維持す

るために、予算を重点的に配分している。 

 

表 2-2 PCD の年間予算（2018－2022 年）11 

（単位：NIS） 

予算年 年間予算額 その内、運営・維持管理費 

2018年 78,695,200 ¥3,232,484,035  4,754,963 ¥195,314,860 

2019年 78,785,327 ¥3,236,186,092  4,845,090 ¥199,016,917 

2020年 78,965,896 ¥3,243,603,144  5,025,659 ¥206,433,969 

2021年 79,156,440 ¥3,251,429,929  5,216,203 ¥214,260,754 

2022年 79,355,448 ¥3,259,604,382  5,415,211 ¥222,435,207 

2018/2022年比増加率 1% 14% 

出典：PCD、財務省および Central Financial Administration 資料、インタビュー情報を基に調査団作成 

 

2-1-3 技術水準 

2-1-3-1 消火・救助技術水準 

(1) 訓練センターの設備 

PCD はジェリコ県内に捜索・救助訓練センター（The Search and Rescue Training Center。以下、

「訓練センター」）を設置し、6 名の職員が常駐している。同センターはドイツの国営開発銀行で

ある復興金融公庫(KfW Development Bank)から国際連合開発計画（United Nations Development 

Programme：UNDP）に対する拠出金を財源として 2010 年 5 月に建設された。 

2 階建ての校舎は教室、教務室、消防・救助資機材格納庫、宿舎、食堂等からなり、収容人数は

40 名である。加えて、センター敷地内には消火・救助模擬訓練用の設備、消火栓、救助訓練用の

廃車等が設置・配備されている。同センターには訓練用の消防車両が配備されていないことから、

ジェリコ県内の消防署から貸出された消防車を用いて訓練が行われている。 

 

 
11 PCD に対し、直近 5 年間の PCD 予算額および施設・資機材の運営・維持管理費、人件費を含めた主たる費目毎の予算の共有

を度々依頼したところ、開示可能な費目は消防車両の年間運用・維持管理予算のみとなった。なお、運用・維持管理予算を除い

た PCD の予算額については 2023 年度分（NIS73,940,237＝約 30 億円）のみしか開示されなかったことから、同数値を＜基礎予

算額＞とし、これに対し 2018 年～2022 年各年の運用・維持管理費を合算し、各年の PCD 予算額を算出した。 
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訓練センター校舎全景 講義室 訓練生用の宿舎 

   
模擬消火・救助訓練棟 

（内部には迷路、障害物、階段等が設

置・降下訓練用としても使用） 
救助訓練に用いられた乗用車 

消防・救助資機材格納庫内 
（スチール棚に保管されている 

消火資機材） 

写真 2-5 訓練センター施設 

 

(2) 訓練内容 

本訓練センターでは、PCD に新規採用された消防職員12に対する初任教育が行われており、消

防・救助隊員としての心構えや消防・救助活動に必要な基礎的知識、資機材の操法技術を習得す

るための活動が行われている。なお、同訓練センターでは幹部教育や専門的技術を身につける専

科教育は実施されていない。 

訓練生は、まずパレスチナ国家治安部隊(Palestinian National Security Forces)付属の軍事教育機関

(General Military Training Commision)において 3 カ月間の合同訓練を受けた後、上記の PCD 訓練セ

ンターにて初任教育課程を 1 カ月間受講する。その後、各県の消防署における実地訓練を受け、

消防署員として正式に配属される。 

また、同訓練センターではパレスチナにおける都市捜索・救助チーム（Urban Search and Rescue 

Team:USAR）メンバー向けの捜索・救助に関する基礎訓練のみが実施されている（救助資機材の

運用手法、建物での検索救助手法、車両事故救出、負傷者の搬送・救急手当て等の訓練含む）。水

難救助、高度な捜索・救助技術訓練コースについては、同訓練センター内には、必要な設備や資

機材が配備されておらず、また、専門性を有するトレーナーが存在しないことから、この種の訓

練は海外の消防・救助機関において行われている。 

 

(3) 訓練教材類 

訓練センターを所管する PCD 訓練部は 2020 年に、12 項目から構成される教材編纂しており、

その中には「消火・救助基礎理論」、「消防戦術」、「救助戦術」、「空気呼吸器操作法」などが含ま

れ、消防・救助隊員としての素養を習得するための内容となっている。 

 
12 PCD の職員募集要件：①パレスチナ市民であること、②応募時点で独身であること、③身長 173cm 以上であること、④心身

ともに健康であること、⑤犯罪歴が無いこと、⑥年齢が 18－24 歳内であること、⑦意思疎通に問題がないこと、⑧高卒以上で

あること、⑨PCD より過去に、懲戒免職処分を受けていないこと等。なお、大型車両免許保有者は優遇採用される、と規定され

ている。 
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一方、これら教材は、安全面に配慮しながら消防車両や搭載資機材を効果的に運用するための

手法や複数の消防車・消防部隊間の連携による消火・救助活動を念頭に置いた包括的なマニュア

ルとはなっていないため、本事業におけるソフトコンポーネントでは、既存の教材を基に、「安全

性を確保した消火・救助活動能力の向上」や「複数の消防署・部隊間における連携した消火・救

助活動能力の向上」に関する教育・訓練マニュアルを編纂し、本事業で整備される消防車の継続

的かつ効果的な運用の確保に向けて活用していくことが重要になると考えられる。 

 

(4) 消火・救助技能 

対象 3 県を含めた西岸地区の消防署に配置されている消防隊員は、消火活動のみならず、救助

活動（例えば、事故車両からの救助や洪水による浸水家屋からの排水等）にも従事しており、各

消防署に配備されている消防車に搭載された消火および救助資機材の操法に概ね習熟している。 

しかしながら、現有消防車両および搭載品（救助機材含む）の大部分が、複数の海外ドナーに

より供与された新品ないし中古の機材であり、車格、ポンプ容量・性能、搭載されている資機材

の種類や規格が消防署間で統一されていないため、消防隊員の消防・救助資機材への習熟度合い

は所属する消防署に配備された消防・救助資機材の操作に特化したものとなっており、異なる消

防署に配備された資機材の運用については不慣れなケースが見られる。また、消防署配属後の消

防・救助資機材に関する操法技能や消防戦術の習得は、所属消防署の幹部や先輩署員による指導

をつうじて図られており、必ずしも消防署間で統一されていない。 

加えて、第一次現地調査にて実施した≪模擬出場≫によ

る消火訓練活動、ジェリコ県で行われた国際合同救助訓練

（写真 2-6）の現場を、本調査団要員となる本邦消防 OB に

よる確認を行ったところ、消防・救助隊員の個々人の消防

活動・救助技能は一定水準に達していると概ね判断された。

その一方で、隊員の安全面に配慮しつつ、可変的な災害現

場の状況を把握しながら、複数の消防署・部隊間で効果的

に連携しながら消火・救助活動を行う指揮統制能力の強化

に向けたニーズがあることも確認した。 

  
 

 

写真 2-6 国際合同救助訓練風景 

地震による建物倒壊により、要救助者が

発生したとの想定での瓦礫からの 
捜索・救助訓練を実施 

（ジェリコ市内、2023/3/15 撮影） 
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2-1-4 既存設備・機材 

2-1-4-1 対象 3 県における消防車両の状態 

(1) 現有車両の診断の考え方に関する方針 

調査団は、対象 3 県 20 消防署（ラマッラ県：7 消防署、ジェニン県：9 消防署、トゥルカレム

県：4 消防署）に配備されている現有消防車両の状態について調査を行った結果、コンディション

が良好な車両もある中、消防活動を行う上で支障をきたす可能性のある車両や、廃車同然の車両

の運用の実情を確認した。 

これら車両の状態を診断するにあたり、表 2-3 のとおり、A～F の 6 段階に分類し、基本的に青

色で着色している A、B、C に分類される車両は本事業実施 3 年後も稼働が想定される車両、オレ

ンジ色で着色している D、E、F に分類される車両は本事業完了 3 年後に消防活動に支障をきた

している可能性がある車両として整理した。 

 

表 2-3 現有機材の状態診断レベルの考え方 

診断 状況 
事業実施 

3 年後の状態 

A 
消防・救助活動に適切なクラス（水槽容量、G.V.W13）の車両であり、車両、

搭載品ともに良好な状態で事業実施 3 年後も運用上支障をきたさないこと

が想定される車両 
本事業完了 3 年後

に稼働していると

想定される車両 
B 

消防・救助活動に適切なクラスの車両であり、車両、搭載品ともに運用上大

きな支障をきたさない状態を維持しており、事業実施 3 年後も運用上支障を

きたさないことが想定される車両 

C 
車両、搭載品ともに課題があるが修理・修繕や、搭載品の交換を行うことで

事業実施 3 年後も運用上支障をきたさないことが想定される車両 

D 
車両、搭載品の主要機関部に課題があるが、運用している車両で消防活動

中に重大な支障をきたす可能性がある車両。 
事業実施 3 年後に運用上、課題が悪化していることが想定された車両 

本事業完了 3 年後

に消防活動に支障

をきたしていると想

定される車両 

E 
車両、搭載品の主要機関部に課題があるが、運用している車両で、消防活

動中常に重大な支障をきたしている。事業実施 3 年後に運用上、継続的に

支障をきたしているもしくは廃車になっていることが想定される車両 

F 
消防署に配備（駐車）されているが、実際には消防車としての機能は有して

おらず、廃車状態の車両。事業実施 3 年後も稼働しない車両 

 

  

 
13 G.V.W：車両総重量のことで定格人数が乗車した状態で消防車としての艤装、搭載する資機材、水を積載した状態の全車両

重量を指し消防車のクラス（大きさ）を把握する目安となる。 
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(2) 現有車両の現状 

上述した現有車両の現状判定方針の元、本事業実施 3 年後にこれらの車両が消防体制を担うこ

とが出来る車両であるか診断した結果を、対象県ごとに表 2-4～表 2-6 に示す。 

1) ラマッラ県 

ラマッラ県は、西岸地区において唯一はしご車が配備され

ている消防署がある地域で、その他の車両についても他の対

象 2 県と比べ良好な状態の車両が多い。 

配備車両は、消防車、はしご車、レスキュー車等であり、

良好な状態にある A～C 判定の車両は現有 16 台のうち 11 台

であることを確認した。 

また、現有機材の中で、本事業における更新対象機材とな

る 2,700～4,000lit クラスの中型消防車に着目すると、A～C と

判断した車両は全 8 台のうち 5 台と 60%を占め、残りの 3 台

（40%）が稼働しなくなる可能性のある D～E 判定の車両で

あった。 

 

表 2-4 現有車両の事業実施 3 年後の稼動状況（ラマッラ県）（想定） 

 
凡例：A～C 本事業完了 3 年後において稼働していると想定される車両 
   D～E 本事業完了 3 年後において稼働していないと想定される車両 

 

 

 

1

2

3

4

5

6

7

8

2 1

3 1

4 1

5 1

1

2

3

7 1

消防署名

Ni'lin 消防署 常備車 消防車（2,700lit) E

大型レスキュー車 A

水槽車（11,000lit) B6 Taybe 地域防災センター 常備車

消防車（3,000lit) A

Bayt Liqya 消防署 常備車 消防車（4,000lit) C

Abwein 消防署 常備車 消防車（2,700lit) E

はしご車（30m級） C

Birzeit 消防署 常備車 消防車（3,000lit) D

Al-Bireh 消防署 常備車 消防車（4,000lit) A

1 Ramallah (Betounia) 広域消防署

常備車

消防車（4,000lit) C

はしご車（30m級） A

小型レスキュー車 C

小型レスキュー車 B

消防車（1,000lit) E

消防車（3,000lit) C予備車

分類 種類 診断

水槽車（11,000lit) B

図 2-6 現有消防車（2,700～
4,000lit）の稼働率 
（ラマッラ県） 
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2) ジェニン県 

ジェニン県には県都に置かれている Jenin 広域消防署

を除き、基本的には各消防署につき 1 台の消防車が配備

されている。また、大規模火災や住宅火災や救助活動に

も対応可能な汎用性の高い 3,000lit クラスの消防車は配

備されずに、1,000lit クラスの小型消防車のみが配備され

ている消防署が 2 カ所あることを確認した。 

2,700～4,000lit クラスの中型消防車の状態は、現有車両

10 台の内、状態が良好な A～C 判定は 5 台で、残りは消

防活動上で問題のある車両であることを確認した。 

 

 

 

 

表 2-5 現有車両の事業実施 3 年後の稼動状況（ジェニン県）（想定） 

 
凡例：A～C 本事業完了 3 年後において稼働していると想定される車両 
   D～E 本事業完了 3 年後において稼働していないと想定される車両 

  

1

2

1

2

1

2

3

11 1

1

2

13 1

14 1

1

2

3

1

2 水槽車（11,000lit) B
16 Jaba' 地域防災センター 常備車

消防車（3,000lit) D

水槽車（6,000lit) F

水槽車（6,000lit) C15 Marj ibn Amir 消防署 常備車

消防車（4,000lit) B

Arraba 消防署 常備車 消防車（2,700lit) E

Qabatiya 消防署 常備車 消防車（1,000lit) B

消防車（1,000lit) E
12 Ya'bad 消防署 常備車

消防車（1,000lit) E

Yamun 消防署 常備車 消防車（4,000lit) C

消防車（1,000lit) F

消防車（3,000lit) F10 Barta'a 消防署 常備車

消防車（3,000lit) B

消防車（3,000lit) F
9 Siris 消防署 常備車

消防車（3,000lit) E

消防署名 分類 種類 診断

消防車（4,000lit) B
8 Jenin 広域消防署 常備車

消防車（4,000lit) A

図 2-7 現有消防車（2,700～
4,000lit）の稼働率 
（ジェニン県） 
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3) トゥルカレム県 

トゥルカレム県の Tulkarm 広域消防署は 3,000lit と 4,000lit ク

ラスの消防車 2 台に加え、14,000lit クラスの大型消防車 1 台、

1,000lit クラスの小型消防車 1 台が配備されているが、実際は廃

車同然の車両も含まれており、実質的には同県内の他消防署と

同様に 4,000lit クラス 1 台の配備体制となっている。 

2,700～4,000lit クラスの中型消防車の状態は、現有車両 5 台の

内、状態が良好な B 判定の車両は 3 台となり、消防活動の上で

問題のある車両が配備されている 2 カ所の消防署が確認された。 

 

 

 

 

表 2-6 現有車両の事業実施 3 年後の稼動状況（トゥルカレム県）（想定） 

 
凡例：A～C 本事業完了 3 年後において稼働していると想定される車両 
   D～E 本事業完了 3 年後において稼働していないと想定される車両 

 

2-1-5 対象消防署の車庫の現状 

本事業における消防車の整備候補となった 3 県の 12 消防署の内、7 署の車庫については新築な

いし改築の必要性があると判断された。表 2-7 に対象消防署における車庫新築・改築の要否を示

す（車庫の現状写真については「資料 6 対象消防署の車庫現状」を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

2

3

4

5

1

2

19 1

20 1

消防署名

Deir Al Ghusoon 消防署 常備車 消防車（4,000lit) B

Anabta 消防署 常備車 消防車（4,000lit) B

消防車（1,000lit) D
18 A'ttil 消防署 常備車

消防車（4,000lit) D

小型レスキュー車 C

消防車（1,000lit) B

17 Tulkarm 広域消防署 常備車

消防車（4,000lit) B

分類 種類 診断

消防車（14,000lit) D

消防車（3,000lit) D

図 2-8 現有消防車（2,700～
4,000lit）の稼働率 
（トゥルカレム県） 
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表 2-7 消防署車庫新築・改築の要否 

対象県 消防署・地域防災センター名 車庫新築・改築の要否 

ラマッラ県 

Ramallah (Betounia)広域消防署 新築必要 

Al-Bireh 消防署 新築必要 

Birzeit 消防署 現車庫を利用 

Abwein 消防署 新築必要 

ジェニン県 

Jenin 広域消防署 現車庫を利用 

Siris 消防署 改築必要 

Ya’bad 消防署 新築必要 

Qabatiya 消防署 新築必要 

Jaba’地域防災センター 床舗装必要 

トゥルカレム県 

Tulkarm 広域消防署 現車庫を利用 

A’titil 消防署 現車庫を利用 

Anabta 消防署 現車庫を利用 

新築・改築が必要な消防署数 7 箇所 
出典：調査団作成 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

消防活動を行う上で考慮するべき、地形・道路、その付帯設備等の条件について以下のとおり

整理する。 

 

2-2-1-1 道路事情 

(1) 狭隘道路・路上駐車 

対象地域における道路事情の特徴としては写真 2-7 のように都市間を結ぶ道路は舗装状態が良

好であり幅員も広いため、消防車等の緊急車両が走行する上での問題は特段見られない。 

その一方で、旧市街地を含む都市部の道路については、写真 2-8 のように路上での駐車が多く、

消防車の通行の妨げとなると考えられるケースが認められた。加えて、写真 2-9 に示すとおり、

対象地域の都市部には「難民キャンプ14」も含め、密集した居住区が複数存在しており、幅員 4m

に満たない細街路や狭小な路地で結ばれていることから、消防車の進入が困難となる。さらには、

このような枝線の一部では未舗装道路も多いため、消防車の走行が困難になることが想定される。 

 

   

     
 

 
14 難民キャンプとは、1948 年のイスラエル建国に伴い、故郷を失い逃れてきた難民が集住し、集落が形成された集住地区を指

す。 

写真 2-7 都市間を結ぶ

幹線道路 
写真 2-8 市街地におけ

る路上駐車の状況 
写真 2-9 難民キャンプ

内の細街路 
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(2) 道路付帯設備 

対象地域おいては、道路の排水設備が脆弱であるために、西岸地

区の月間平均降雨量が最大でも 40mm 程度であるにも関わらず道

路が冠水してしまうケースが見られ、近隣建屋に浸水する被害が発

生している。 

 

(3) 劣化した道路舗装 

対象地域の道路の中には、舗装の表面が摩耗により鏡面状になっ

ている個所が多く散見され、急勾配の道路では再発進する車両が滑りやすい状態となっている。 

 

(4) 減速帯（ハンプ） 

市街地や村落集落付近に通じる車道には、走行車両を減

速させるための減速帯（ハンプ）が所々に設置されている。

緊急車両である消防車については、通行する上での周囲の

安全を確認できれば、最小限の減速でハンプ上を走行する

ケースが見られ、消防車はハンプの乗り上げに伴う衝撃を

受けることとなる。 

 

2-2-1-2 建物事情 

対象 3 県の合計人口（約 91 万人）は、西岸地区全体（約 325 万人）の約 3 割を占めている。同

3 県の各県都を含めた人口 1 万人以上の都市部では、地上 10m を超える中高層建築物が林立して

いる他、商業施設や中小規模の工場等が住宅地に隣接している（GIS地理情報、PCD年報2020年）。

また、対象地域の市街地では近年、地上 4 階建て以上の中層アパート等の建設ラッシュがみられ、

既存の中高層建築物や商業施設と同様にこれらの建築物の約 9 割には火災警報設備やスプリンク

ラー等の消防設備が設置されていないことが課題となっている（2023 年 3 月 23 日付 PCD 質問

回答書、PCD 安全管理部へのインタビュー）。 

 

2-2-1-3 消防水利 

消防水利は、一般的に①河川やため池、地下水を利用する「自然水利」と、②消火栓15や防火水

槽を利用する「人口水利」の 2 つに大別される。しかしながら、後述するとおり西岸地区では、

自然水利を消防水利として利用できる環境にはなく、消火栓の利用を主体としている他、井戸水

や一部の貯水タンク等の人口水利の活用に限定されている。 

(1) 自然水利（河川・地下水資源） 

西岸地区の主要な水源は地下水と若干の河川水であるが、既存水源からの供給水量は年々、減

少傾向にあり、その多くはイスラエルの管理下にある。また、新たな水源開発（井戸の掘削など）

はイスラエル当局の許可が必要となりパレスチナ－イスラエル間の政治情勢に大きく左右される。

結果として、西岸地区では供給水の多くをイスラエルから購入しており、財政収支を圧迫する要

因の一つとなっている。このように、西岸地区における水供給は制約が多く、消防用水を確保す

 
15 西岸地区の消火栓は地上式消火栓が採用されているため、消防車へのスタンドパイプの搭載は不要となる。 

写真 2-10 冠水した道路

（ラマッラ県） 

出典：www.apaimages.info/ 出典：https://www.apaimages.info/ 

写真 2-11 市街地に設置されてい

るハンプ 
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る上で大きな課題を抱えている（Palestinian Water Authority の HP）。 

 

(2) 人口水利（消火栓・取水口） 

上述したとおり本事業の対象地域では、消防水利として自然水利を活用することが困難な環境

にあるため、消防水利は人口水利に限定されている。 

通常、消火用水の確保のために市街地に設置されている消火栓を活用するケースが多いが対象

地域を含めた西岸地区では街中の消火栓網が脆弱であることから、基本的には各消防署内に設置

された消火栓や取水口が消防水利として利用されている。 

消防署設置の消火栓や取水口および市街地の消火栓の現状について以下のとおり概観し、これ

らの条件に対する設計方針については、後述の「3 章 3-2-1-3 (1) 消防水利条件を踏まえた方針」

に示す。 

 

1) 消防署に設置された消火栓もしくは取水口 

対象地域の消防署の内、ラマッラ県内の 2 カ所を除い

た消防署には消火栓ないし水道分岐管（写真 2-12）が設

置されており、消防車や水槽車への送水が行われ、消防

車両は、水槽を満水にした状態で出場に備えている。 

西岸地区の消火栓の媒介金具の規格16は STORZ17を採

用しており、この規格は欧州連合（European Union。以下、

「EU」）域内において広く採用されているものと同じで

ある。 

 

2) 消火栓の設置状況 

消火栓は消防署の他、都市部の市街地を中心に設置されているものの、その数は著しく限

定されており、ラマッラ県（県面積：855km2）25 カ所、ジェニン県（県面積：583km2）11 カ

所、トゥルカレム県（県面積：246km2）30 カ所となっている（2023 年 3 月時点）。 

図 2-9 にジェニン県の消火栓の配置状況および増設計画について示すが、消火栓の設置位

置はまばらであり、消火栓の間隔が数キロ以上離れているケースも見られる。 

 

 

 
16 媒介金具とは、消防ホース同士や消防車の吐水口、取水口に消防ホースを相互に媒介して結合するための金具のことを指し、

EU 圏では STORZ、イギリスでは BSP、旧ソ連圏では GOST、日本では町野式と称される規格が用いられている。 

17 STORZ : ドイツ、オーストリア、スウェーデン等、EU 圏内で採用されている消防ホース金口の規格。 

写真 2-12 消防署内の消火栓 

STORZ 規格の媒介 

消防車の

積水口へ 



  

28 

 
出典：PCD 中央作戦部 

図 2-9 消火栓位置図（ジェニン県） 

 

3) 消火栓以外の消防水利の状況 

消火栓以外の消防水利については防火水槽や農業用貯水

槽（第一次現地調査では約 10,000lit の貯水槽を確認）が挙

げられる。対象地域の消防署への防火水槽の設置について

は、近年海外ドナー機関により消防署が整備された 3 消防

署のみである。 

 

2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 気候・気象 

西岸地区内に位置する本事業の対象 3 県は地中海性気候に属し、夏季は乾燥し、冬季は降雨が

集中するのが特徴である。 

標高や位置によって多少異なるが、図 2-10 および図 2-11 に示すとおり、同 3 県の乾季、雨季

における気温や雨量については大きな差異は見られない。 

乾季にあたる 4～10 月の平均気温は約 26 、月間平均降水量は約 0.2～12mm と極めて少なく、

同時期に火災の発生が集中している。 

雨季は 11～3 月で、平均気温は約 16 、月間平均降水量は約 20～40mm であり、降雨時期は 12

月～2 月までの 3 ヵ月間に集中し、各対象県の年間平均降雨量約 180mm の約 6 割を占める。 

 

青色ピン：消火栓設置位置 
赤色ピン：消火栓設置候補位置 

10km 

写真 2-13 消防水利として

活用されている農業用貯水槽 
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出典：Tcktcktck.org のデータを基に調査団作成 

図 2-10 対象 3 県の最高･最低気温（平均） 

 

図 2-11 対象 3 県の月間平均降雨量 

 

2-2-2-2 対象 3 県地形の特徴 

対象地域の地形としては、ラマッラ県では標高 1,000m を超える丘陵地帯となっており、ジェニ

ン県やトゥルカレム県は標高 300m 程度の緩やかな丘陵地である一方、一部盆地が広がっている。

これらの丘陵地には市街地や村落

等が形成されている一方で、林野

やオリーブ果樹園などが広がって

いる。 

丘陵地の市街地には急勾配の道

路が多いことに加え、斜面に建築

物が建設されていることから、消

防車や、はしご車を部署するに十

分なスペースが確保されていない

建築物が存在している。 

またジェニン県等の平野部では

上述した地形上の特性に加え、脆

弱な道路排水事情と相まって、雨

季には道路の冠水や住宅への浸水事案が発生している。 

 

2-2-3 火災・救助の特性と出場状況 

2-2-3-1 西岸地区および対象 3 県における火災・救助の特性 

西岸地区全体で発生した 2018～2022 年の年間平均火災件数は、約 1.2 万件で人口 1,000 人あた

りの火災件数 3.7 件と世界平均の 2.4 件を大きく上回っている。救助件数については 2019 年の

5,400 件をピークに 4,000 件台で推移しており、火災・救助出場件数全体の 28%を占めている（表 

2-8）。 
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図 2-12 西岸地区の地形上の特徴

出典：https://ja-jp.topographic-map.com を調査団が加工 
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表 2-8 出火・救助出場件数と被災者数（2018～2022 年） 

 

2022 年に対象 3 県で発生した火災 5,209 件は、西岸地区全体の約 5 割を占め、同 3 県で発生し

た火災件数の人口 1,000 人あたりの火災件数は 5.7 件と際立って高い。対象 3 県では、市街地外で

の草地火災（以下、「野火」）が火災件数全体の 60%と圧倒的多数を占め、次いで「ごみ等の火災」

（13%）、「果樹火災」（6%）、車両火災（6%）、住宅火災（5%）の順となる（参照：表 2-9、 

図 2-13、図 2-14）。また、火災の発生時期は乾季に当たる 4～10 月に集中しており、この 7 カ

月間で年間の火災件数全体の約 9 割を占めている（発生ピークは 6 月）。 

表 2-9 対象 3 県の消火・救助出場件数 (2019～2022 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 火災件数の県別内訳（2022 年） 図 2-14 対象 3 県の火災種別（2022 年） 
 

2018 2019 2020 2021 2022 平均

9,988 14,308 10,948 13,000 11,319 11,913

死者 5 6 4 5 11 6

負傷者 97 134 134 80 79 105

合計 102 140 138 85 90 111

5,233 5,437 4,248 4,018 4,509 4,689

出典：PCD Annual Report 2018～2022

項目＼年

火災件数（件）

火災による
被災者
(人)

救助件数（件）

単位：件

ラ
マ

ッ
ラ

県

ジ
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ト
ゥ

ル
カ

レ
ム
県
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県
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レ
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県
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ト
ゥ

ル
カ

レ
ム
県

ラ
マ

ッ
ラ

県

ジ
ェ

ニ
ン

県

ト
ゥ

ル
カ

レ
ム
県

野火（草地火災） 1,817 1,837 1,122 1,105 1,414 912 1,516 1,797 882 943 1,075 939
ゴミ等の火災 126 148 246 111 143 137 196 162 156 217 262 197
果樹の火災 68 214 136 70 311 95 70 183 111 49 161 123
住宅火災 85 78 56 62 93 59 68 73 49 104 104 77
車両火災 139 84 58 93 74 58 115 79 70 103 99 56
タイヤの火災 34 83 60 23 91 61 27 87 44 26 75 73
その他 172 209 144 130 205 101 136 185 104 138 259 129
出場件数　小計 2,441 2,653 1,822 1,594 2,331 1,423 2,128 2,566 1,416 1,580 2,035 1,594

救助活動 出場件数　小計 1,074 895 669 757 756 544 745 727 475 1,049 827 455
出典：  PCD消防統計を基にを基に調査団作成

2019 2020 2021 2022

消火活動

活動・火災の種類

対象年・県

3 県が約 5 割 
を占める 

出典: PCD 消防統計を基に調査団作成 
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野火と消火活動（Marj ibn Amir 消防署管轄域内） 
出典：Marj ibn Ami CDC 提供（2022 年 5 月発生） 

野火消火用たたき棒 
（消防車に 5~8 本程配備） 

   
自動車火災の消火活動 

出典：Marj ibn Amir CDC 
（2022 年 12 月撮影） 

住宅火災 
出典：PCD 本部 

オリーブ園火災 
出典：www.palestineremembered.com/index.html 

写真 2-14 火災発生と消火活動風景 

 

2-2-3-2 対象地域の消防管轄区域の概要と火災・救助出場状況 

(1) ラマッラ県 

ラマッラ県での消防署ごとの火災出場件数シェア18は、同県の中核消防拠点となる Ramallah 広

域消防署が 34%、次いで Al-Bireh 消防署が 28%を占め、同 2 署からの火災出場件数が全体（1,578

件）の 60%を占めている。また、救助目的の出場については Ramallah 広域消防署が 51%、次いで

Al-Bireh 消防署が 33%と両署により全体（1,048 件）の 84%を占めており、火災・救助出場ともに

都市部に拠点を置く同 2 消防署に配置されている消防車両の稼働率が圧倒的に高い（表 2-10、図 

2-15、図 2-16 参照）。 

  

 
18 消防統計には、他の消防署からの管轄地域以外への応援出場件数は含まれていない。受持管内のみの出場件数のみがカウン

トされている。 
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表 2-10 ラマッラ県 7 消防署の管轄区域の概要と出場状況 

 

図 2-15 ラマッラ県消防署別 
火災出場件数（2022 年） 

  出典: PCD 消防統計を基に調査団作成 

 

図 2-16 ラマッラ県消防署別 
救助出場件数（2022 年） 

 

 

(2) ジェニン県 

対象 3 県において最も火災件数の多いジェニン県（2022 年 2,035 件）での消防署別の火災出場

件数シェアでは、同県の中核消防拠点となる Jenin 広域消防署が 24%、次いで Yamun 消防署が

13%、Qabatiya 消防署が 13%の順となっており、同 3 署が同県全体の半数の火災事案に対応して

いる。救助出場では、Jenin 広域消防署が 42%の出場シェアを占め、次いで Yamun 消防署が 13%、

管轄面積 管轄人口

（km
2
） （人） 件数 割合 件数 割合

Ramallah (Betounia)
広域消防署

・署員数：48名
・16名/シフト

・3交代制

消火栓 78 67,000 529 33.5% 533 50.9%

Al-Bireh消防署

・署員数：16名
・4～5名/シフト

・3交代制

消火栓
（土曜のみ給水不可）

28 80,000 448 28.4% 349 33.3%

Birzeit消防署

・署員数：13名
・3-4名/シフト

・3交代制

無
（近隣施設の水道分岐

管から給水）

199 88,000 213 13.5% 100 9.5%

Abwein消防署

・署員数：11名
・4名/シフト

・2交代制

消火栓 88 33,000 59 3.7% 5 0.5%

Bayt Liqya消防署

・署員数：12名
・3名/シフト

・3交代制

消火栓 125 44,300 122 7.7% 30 2.9%

Taybe防災センター

・署員数：25名
・7名/シフト

・3交代制

消火栓 308 66,500 82 5.2% 22 2.1%

Ni’lin消防署

・署員数：12名
・4名/シフト

・2交代制

無
（近隣施設の水道分岐

管から給水）

126 50,700 125 7.9% 9 0.9%

952 429,500 1,578 100% 1,048 100%
出典： 各消防署におけるインタビューおよびPCD質問回答書を基に調査団作成

（注1：　出場件数は2022年統計を使用）

小計

火災出場（注1） 救助出場（注1）
消防署名 要員体制

署内
消防水利
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Qabatiya 消防署が 13%の順となっており、同 3 消防署が救助件数全体の約 70%に対応している。 

 

表 2-11 ジェニン県 9 消防署の管轄区域の概要と出場状況 

 

 

図 2-17 ジェニン県消防署別 

火災出場件数（2022 年） 

 
図 2-18 ジェニン県消防署別 

救助出場件数（2022 年） 

出典: PCD 消防統計を基に調査団作成 

 

 

管轄面積 管轄人口

（km2
） （人） 件数 割合 件数 割合

Jenin広域消防署

・署員数：33名
・11名/シフト

・3交代制

消火栓 69.5 90,000 494 24.3% 350 42.3%

Siris消防署

・署員数：11名
・3名/シフト

・3交代制

消火栓 80 38,000 149 7.3% 43 5.2%

Barta’a消防署

・署員数：4名
・4名/日勤

・1名/夜勤

消火栓 5 16,000 24 1.2% 9 1.1%

Yamun消防署

・署員数：14名
・4名/シフト

・3交代制

消火栓 75 80,000 285 14.0% 108 13.1%

Ya’bad消防署

・署員数：12名
・3名/シフト

・3交代制

消火栓 53 32,000 185 9.1% 66 8.0%

Qabatiya消防署

・署員数：14名
・3名/シフト

・3交代制

消火栓 133 65,000 277 13.6% 105 12.7%

Arraba消防署

・署員数：14名
・3名/シフト

・3交代制

消火栓 57 33,000 195 9.6% 33 4.0%

Marj ibn Amir消防署

・署員数：15名
・4名/シフト

・3交代制

消火栓 39 28,000 221 10.9% 41 5.0%

Jaba’防災センター

・署員数：22名
・7~8名/シフト

・3交代制

消火栓 80 38,000 203 10.0% 72 8.7%

591.3 420,000 2,033 100% 827 100%
出典： 各消防署におけるインタビューおよびPCD質問回答書を基に調査団作成

（注1：　出場件数は2022年統計を使用）

消防署名 要員体制
署内

消防水利

火災出場 （注1） 救助出場 （注1）

小計



  

34 

 

(3) トゥルカレム県 

2022 年に発生したトゥルカレム県での火災出場件数（1,594 件）の内、その 66%にあたる 1,046

件については、Tulkarm 広域消防署による出場となった。A’ttil 消防署および Anabta 消防署につい

てはそれぞれ 16%、15%の火災出場率である他、2021 年に新設された Deir Al-Ghusoon 消防署のそ

の割合は約 4%と少ない。 

救助出場件数（455 件）についても同様に、Tulkarm 広域消防署の出場シェアが約 70%（310 件）

と圧倒的であり、複数の市街地を擁し人口が集中する県都の同消防署における消防車両に配備さ

れている出場率が突出している。 

 

表 2-12 トゥルカレム県 4 消防署の管轄区域の概要と出場状況 

 

 

  

図 2-19 トゥルカレム県消防署別 
火災出場件数（2022 年） 

図 2-20 トゥルカレム県消防署別 
救助出場件数（2022 年） 

出典: PCD 消防統計を基に調査団作成 

 

 

管轄面積 管轄人口

（km2
） （人） 件数 割合 件数 割合

Tulkarm広域消防署

署員数：31名
10名/シフト

3交代制

消火栓 84 103,655 1,046 65.6% 310 68.1%

A’ttil消防署

署員数：11名
3名/シフト

3交代制

消火栓 71 54,586 248 15.6% 43 9.5%

Anabta消防署

署員数：13名
4名/シフト

3交代制

消火栓 21 46,088 243 15.2% 80 17.6%

Deir Al-Ghusoon消防署

署員数：13名
4名/シフト

3交代制

消火栓 68 11,928 57 3.6% 22 4.8%

244 216,257 1,594 100% 455 100%
出典： 各消防署におけるインタビューおよびPCD質問回答書を基に調査団作成

（注1：　出場件数は2022年統計を使用）

小計

消防署名 要員体制
署内

消防水利

火災出場（注1） 救助出場 （注1）
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2-2-4 環境社会配慮 

本事業は、国際協力機構環境社会配慮ガイドライン上、環境への望ましくない影響は最小限で

あると判断されるため、JICA の環境社会配慮カテゴリー「C」に位置付けられる。 

 

2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

本事業を実施する上での留意事項は次のとおり。 

 

 本事業の実施機関となる PCD を対象に我が国が最後に無償資金協力を行ったのは 2001

年と 20 余年前であることから PCD に対しては無償資金協力の制度や実施手順につき、

各段階で十分に説明・協議を行い、遅延や不履行が発生しないように留意する必要があ

る。 

 特に、支払授権書（Authorization to Pay。以下、「A/P」）や銀行取極（Banking Agreement。

以下、「B/A」）発行手続きの遅延は、入札時期の遅延に繋がることから、PCD や関係機

関に対し履行事項のタイミングも含めて前広に周知するなどの側面支援が重要となる。 

 西岸地区への無償供与機材の輸入に際しては、当該機材がイスラエルの輸入規制に準拠

しているかの通関審査に加え、イスラエル国防省の民生官事務所（Coordination of 

Government Activities in the Territories : COGAT。以下「COGAT」）による、軍事目的での

利・転用のリスクがないかのセキュリティスクリーニングを経る必要があり、この許認

可取得に日数を所要することがある。そのため、本事業の本邦納入業者選定後に、実際

に輸入する搭載品を含めた消防機材に関する仕様・関連資料を COGAT に提出し、貨物

の船積みに先立ち輸入許可を取得し、同手続きの遅れにより貨物が港で滞留し、倉庫保

管料等が発生しないようにすることが肝要である（本留意事項の詳細については、「3 章 

3-2-4-2 調達上の留意事項」を参照）。 

 

2-4 その他（グローバルイシュー等） 

近年、パレスチナ、イスラエル、ヨルダンはこれらの国・地域における大型地震等の自然災害

の発生を想定した「国際緊急援助合同訓練」を各国政府の消防・救助当局者間で実施し、国・地

域を跨いだ広域災害の発生時に緊急援助連携に向けた取り組みを行っている19。 

このことから本事業を通じて、西岸地区の対象 3 県に対し消防車を整備し、またソフトコンポー

ネント等の技術指導を通じて、ハードとソフトの双方における PCD の消防体制の強化を図ること

は、これらの国・地域での広域的な緊急援助体制の強化に資するだけでなく、近隣国も含めた大

規模災害の発生に際して PCD が緊急援助活動に貢献するための途を開くことに繋がることが期

待される。 

 

 
19 直近では 2023 年 3 月に、パレスチナ側は PCD がホストとなり、ジェリコ県内にて、ヨルダンや EU 加盟国（チェコ・ルー

マニア・エストニア等）の消防・救助当局者との間で合同訓練を実施した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

３．プロジェクトの内容



  

36 

第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

 本事業は、消防・救助ニーズが高く、現有消防車の老朽化が著しいパレスチナ西岸地区のラッ

ラ、ジェニン、トゥルカレムの 3 県において、3,000 lit 水槽付の消防ポンプ車 14 台を更新するこ

とにより、消火・救助活動体制の改善を図り、もって行政サービスの向上および災害リスクの軽

減に寄与するものである。 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

本事業では、「1 章 1-1  当該セクターの現状と課題」に記載のとおり、緊急性の高いラマッラ

県、ジェニン県、トゥルカレム県を事業の対象地域とし、これら 3 県の 20 消防署を事業の対象と

する。 

これら 20 消防署のうち 12 消防署に配備されている消防車に関しては特に老朽化が激しく消防

活動に支障が生じていることが確認されたため、本事業で機材整備（現有機材の更新）を行う方

針とする。 

一方、残りの 8 消防署に配備されている消防車は、継続して運用しても消防活動に支障をきた

さないことが確認されたため、引き続き運用する方針とした。 

よって、本事業では整備機材と現有車両を併用することにより、対象地域における消防体制の

維持および強化を図る方針とする。 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

本事業で計画している機材の仕様に関して特に留意すべき自然環境条件（気温、降雨、標高等）

はないため、一般的な機材仕様を採用する方針とする。 

 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

本事業で計画している機材の仕様に関して特に留意すべき社会経済条件としては、「消防水利」

と、「道路事情」を挙げることができる。以下にそれぞれの条件について整理し対応すべき設計方

針を示す。 

 

(1) 消防水利条件を踏まえた方針 

「2 章 2-2-1-3 消防水利」で記載のとおり、対象地域を含む西岸地区においては、自然水利を消

防用水として利用する環境にはなく、消火栓を主体とする人口水利に限定されている。この消防

水利条件を踏まえた設計方針を以下に示す。 
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1) 消防用媒介金具に対する方針 

西岸地区においては消火栓の媒介金具規格が STROZ20である現状を踏まえ、本事業で整備す

る消防車の吐水口、吸水口、積水口などの媒介金具や搭載する消防ホースの媒介規格はこれに

準拠する方針とし、STROZ を採用する。 

 

2) 消防車の配管・水槽の材質に対する方針 

本調査実施前に、西岸地区の地下水の一部については塩分濃度が高いとの情報に接していた

ため、塩分濃度計を用いて対象地域における消防署内の消火栓水道水の塩分濃度の計測を行っ

たところ、その値は 0.00%（計測可能範囲以下）であり消防車に影響を及ぼすような塩分が含

有されていないことを確認した。 

よって、消防車の配管やタンクに耐塩害性の高い材質を用いるなどの特別な塩害対策を施さ

ず、一般的に消防車の配管や水タンクに用いられている材質を採用する方針とする。 

 

3) 消火栓の配置状況を踏まえた方針 

対象地域における消火栓は都市部に偏って分布しており、その設置数は 66 カ所と著しく少

ない。加えて、消火栓同士の間隔が数キロ以上離れているケースもあり、火災発生場所付近に

消火栓が存在しないケースが見られることに鑑み、1 台の消防車で消火栓から送水しながら連

続放水による消火活動を行うことは現実的に不可能であり、このような運用方法は基本的にで

きないことを前提に機材の配備計画を行う必要がある。 

本事業では、消火活動時には最低 2 台の消防車がペアで対応し、タンクに積載された消防用

水がなくなったら交互に消防用水を「最寄りの消防署や消火栓まで急行し水を補給の上、消火

活動を行う」ことを前提に機材の配備計画を行う方針とする。 

 

4) 消火栓以外の消防水利の状況を踏まえた方針 

防火水槽、井戸、農業用貯水槽等の消火栓以外の消防水利の内、対象地域の消防署における

防火水槽の設置状況については、3 消防署に併設されているのみであり、火災発生現場の周辺

にこれらの設備が存在することは稀であることから、1 台の消防車でこれらの設備から水を補

給しながら連続放水による消火活動を行うことは現実的に不可能であり、このような運用方法

が基本的に行われないことを前提に機材の配備計画を行う。 

 

5) 自然水利（河川・地下水資源）の条件を踏まえた方針 

既述のとおり、自然水利を消防用水として使用することは現時点では想定されず、消防車に

吸水するための装備となるサクションホース等の搭載は必要とされないと考えられるが、将来

的に国際災害救援活動目的で、本事業整備車両を外国へ派遣する機会が生じることも想定され

ることから、自然水利からも吸水できる機材仕様とする。 

 

 

 
20 STOROZ は消防ホースのカップリング規格の一種でありヨーロッパで広く普及しており、パレスチナでも採用されている規

格である。 
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(2) 対象地域における道路事情に対する方針 

「2 章 2-2-1-1 道路事情」に記載のとおり、対象地域の道路の特徴として、①狭隘道路や路

上駐車が多いこと、②脆弱な道路排水設備を背景に、降雨時に冠水しやすい環境にあること、

③舗装道路に劣化がみられること、④市街地等に車両の減速帯（ハンプ）が複数設置されてい

ること、が挙げられる。これらの条件を踏まえた設計方針を以下に示す。 

 

1) 狭隘道路、路上駐車に対する方針 

対象地域には、細街路、密集居住区そして路上駐車など消防車の進入が困難となることが想

定される地区があることを踏まえ、消防車の車格については機動性の高い車両を選定する方針

とする。また、消防車の進入が困難な地区でも、消火活動を可能とするための資機材を搭載さ

せる方針とする。 

 

2) 道路付帯設備に対する方針 

対象地域における道路排水設備の脆弱性により、雨季の道路冠水時の出場や近隣家屋での浸

水被害発生時の排水作業ニーズを踏まえ、冠水道路でも走破性のある消防車両とし、また冠水

した住宅での排水作業を行える資機材を搭載させる方針とする。 

 

3) 劣化した道路舗装に対する方針 

急勾配道路を含めた劣化した舗装道路での走行、再発進時のスリップリスクを踏まえ、整備

消防車は、四輪駆動方式を採用する。 

 

4) 減速帯（ハンプ）に対する方針 

災害現場へ急行中にハンプへの乗り上げを想定し、次の対策を施す方針とする。 

① 消火・救助資機材を消防車のロッカー内に確実に固定できる構造とすること。 

② ハンプ乗り上げにより発生する揺れの固有周期と積載水の固有周期が同期し、積載

水が大きく揺れ、車両の走行安定性を損なうことが無いように、水槽内にバッファプ

レート21を必要に応じて通常よりも多く設置すること。 

 

3-2-1-4 運営・維持管理に対する方針 

本事業で整備する機材の運営に関しては PCD の現有消防車と同様に、PCD が所管する予算と

人員で行うこととなる。 

一方、当該整備機材の維持管理は、日常点検は、各消防署により行われるが、不具合や故障が

確認された場合の対応および、年次点検等の定期点検や交換部品・消耗品の交換作業については、

シャシメーカーの正規代理店で行う方針とする。 

上記作業は、消防車のシャシ部分に加え、消防艤装部分（以下、「ボディ」）も含めることとす

る。 

なお、消防車艤装メーカーは、本事業の初期操作・運用指導実施時に、施主と本邦調達業者と

 
21 水槽内にバッファプレートと称される仕切板を設けることにより積載水が大きく揺れないようにする。 
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の契約時に指定された現地代理店（シャシメーカーの現地正規代理店を想定）所属のメカニック

に対し、消防艤装部分に関する基本的な維持管理方法について技術指導を行うこととする。 

仮に、当該メカニックでは対応できない故障等へのトラブルシューティングが必要となった際

には、消防車艤装メーカーはエンジニアを西岸地区に派遣して対応する、或いは Web カメラ等を

活用して現地代理店所属のメカニックと連携して対応する方針とする。 

 

3-2-1-5 交換消耗部品の調達に対する方針 

交換部品、消耗品に関しては、整備機材と併せて本事業で整備する方針とし、PCD が交換部品・

消耗品を購入するための予算を確保するまでの期間として 1 年間に必要な数量とする。 

それ以降は、PCD の所管予算にて調達し当該機材を維持管理する方針とする。 

また、シャシ部分の定期交換部品を含め、消防車艤装部分の定期交換部品もシャシメーカーの

正規代理店に在庫する方針とし、さらに、在庫のない部品の交換が必要となった際にはシャシメー

カーの正規代理店を通じて消防車艤装メーカーに発注することを前提とし計画する。 

上記方針につき、消防車のシャシ部分とボディ部分に分けて以下のとおり補足する。 

 

(1) シャシ部分 

シャシについては、シャシメーカーから適切なアフターサービスを受けるためにはメーカーの

指定した維持管理を行う必要がある。 

そのため、上述したとおり、本事業ではメーカーが指定する 1 年間の維持管理に必要な交換部

品、消耗品を調達する。 

それ以降は、西岸地区に拠点を置く欧州のシャシメーカーの正規代理店から交換部品、消耗品

を PCD の所管予算を用いて調達することとなる。 

 

(2) ボディ部分 

シャシ部分同様、ボディ（消防車艤装）部分に関しても、1 年間の維持管理に必要な交換部品、

消耗品を本事業で調達する。 

それ以降は、本事業の調達業者との契約時に指定された現地代理店（シャシメーカーの正規代

理店を想定）を通じて、消防車艤装メーカー22から PCD の所管予算によりボディ部分の交換部品、

消耗品を調達し、シャシメーカーの現地代理店において維持管理することとする。 

 

3-2-1-6 法規制に対する機材調達方針 

西岸地区での車両輸入規制は、イスラエル運輸・道路安全省公布の車両安全・環境基準となる

「イスラエル必須要件令（Israeli Mandatory Requirements）」の「2022 年 11 月改定版 EU 指令に基

づく自動車の安全および環境保護規制（Safety and Environmental Protection Regulations for Motor 

Vehicles Manufactured According to European Union Directives Nov. 2022 Revision）」等が適用されてい

 
22  車両に消防車として消火・救助の機能を付加させる消防車の艤装メーカーを指す。 
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るため、シャシについては欧州の技術基準に準拠している必要がある。加えて、欧州が設定して

いる自動車排出ガス規制（EURO 6）に準拠し、かつ衝突予防23のための安全装置が装備されたシャ

シを採用することとする。 

 

3-2-1-7 機材のグレードの設定に対する方針 

現有消防車のうち 2012 年に USAID により整備された消防車（4,000lit）と、2015 年に EU によ

り整備された消防車（3,000lit）が現在の PCD の消防体制を維持する上での主力車両となっている。

これらの車両本体と車両に搭載されている消防資機材は欧州で一般的に採用されている標準的な

グレードである。本事業ではこれらの現有消防車との連携活動を念頭に置き、互換性や操作性等

を考慮して同等の仕様を採用する。 

また、搭載エンジンの排出ガスレベルは調達当時の関連規制に適合したものになっている。 

本事業では現有消防車と同等の能力や装備を施した消防車とし、搭載品に関しても EU 基準に

合致し、互換性や操作性等を考慮して同等の基準を満たした仕様を採用する。 

また、排出ガスレベルに関しては、最新の基準に適合したシャシを採用する。さらに現有機材

の調達時には求められていなかった衝突予防安全装置についても、最新の現地基準を満たした仕

様を採用することとする。 

 

3-2-1-8 調達事情に対する方針 

(1) シャシメーカーの選定に対する方針 

本事業で整備する消防車のシャシは、前述の法規制に適合したシャシを採用する必要があるこ

とに加え、当該シャシを適切に維持管理するためにはメーカー正規代理店のみが所有する≪故障

診断装置≫等の特殊な整備機器を用いて維持管理を行う必要がある。よって、整備機材はメーカー

の正規代理店において維持管理を行うことを前提に計画する方針とする。 

また、緊急車両となる消防車は、故障時等に速やかに修理可能な体制が整っている必要がある

ことから、西岸地区内に正規代理店を設けているシャシメーカーで製造されたシャシを採用する

方針とする。 

 

(2) 調達ロットに対する方針 

本事業における調達機材は、消防車本体と車両へ搭載する資機材に大別され、これらはセット

で調達する必要がある。また、調達を計画している消防車（3,000lit）は 1 種類のみであり、かつ

その台数も 14 台であり同一の消防車艤装メーカーによる製造が可能であることから、搭載資機材

を含めて 1 ロットで調達する方針とする。 

 

3-2-1-9 原産国・調達国に対する方針 

(1) 原産国の定義 

本報告書における消防車とは、消防車艤装メーカーがトラックシャシメーカーから調達した

 
23 ABS(Anti-lock Brake System)、横滑り防止装置、アダプティブクルーズコントロール、衝突軽減ブレーキ、車線維持支援シス

テム等の衝突予防のための安全装置。 
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シャシに消防活動に必要な各種装備を艤装して消防車として完成させた特殊車両のことを指す。

本事業では、消防車として最終的に完成させる製造拠点を置いている国を原産国と定義づけする。 

 

(2) 原産国・調達国 

以下に示すとおり、本事業で整備する消防車の原産国は日本とする。本調査では、西岸地区の

法令に準拠したシャシを用いて本事業の想定調達スケジュール内に消防車 14 台を製造可能な日

本の消防車艤装メーカーは 1 社のみであることを確認している。 

他方、シャシメーカーについては欧州を拠点とするトラックシャシメーカーが 4 社以上存在す

ることを確認しており、本調査ではこれらのメーカーのシャシを採用することを前提に複数の

ケースで概略設計を行った。 

従って機材調達時の入札においては、応札者は複数のシャシメーカーからシャシを選択するこ

とが可能となり、競争性が確保できることから、原産国および調達国は日本とする。 

 なお、西岸地区においては、消防車艤装メーカーは存在していないことを確認している。 

 

(3) 供給証明書 

上述したとおり、西岸地区での車両輸入規制等に準拠したシャシを艤装可能であり、かつ本事

業の想定調達スケジュール内に消防車 14 台を製造可能な日本の消防車艤装メーカーは 1 社のみ

であるため、調査団は、当該消防車艤装メーカーより 2023 年 10 月 20 日付で、本事業の業者選定

時には、複数の潜在的な応札者に対し見積提示を行う旨につき記載した「供給証明書」を取り付

けた。但し、見積提示は、当該メーカーによる社内検討を踏まえ協業が妥当であると判断された

応札者に対し行われることになると想定している。 

 

3-2-1-10 工期に関する方針 

本事業ではメーカーの製造能力を考慮し消防車の製造納期（発注から製造・出荷前検査まで）

は 18 カ月と想定し、一括して出荷する計画である。また、イスラエル国内を通過することを前提

に輸送計画を行う方針とする。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 全体計画 

本事業で整備する消防車は「3-2-1-1 基本方針」に沿って機材計画を行う。 

機材整備後に対象地域で消火、救助活動を円滑かつ効果的に行うことができ、維持管理性に優

れた消防車を配備する計画とする。また、業者選定時における公平性を確保した調達計画を策定

する。 

以上を踏まえ、対象地域における消防体制の維持・強化を図ることを目指し、機材の仕様と配

備計画を行う。 

 

3-2-2-2 機材計画 

(1) 本事業で計画する消防車の基本能力 
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本事業では、以下の要件を満たした水槽付消防ポンプ車を整備することとする。 

 

i) 水槽付消防ポンプ車と分類されている車両駆動用のエンジンの動力が車両に組み込

まれたパワーテイクオフ（Power take off：PTO24）の動力を介して、駆動させる消防

ポンプを消防車に搭載している。 

ii) 2,000lit/min （規格放水圧：0.85MPa 時）25以上の放水能力を有している。 

iii) 3,000lit 以上の水槽を装備している。 

iv) 消火・救助活動に必要な装備品を搭載している。 

 

以下に、本事業における消防車の配備計画を整理する。 

 

(2) 消防車の配備計画 

1) 消防署・部隊間の連携活動を前提とした配備計画 

本調査実施時点では、対象地域の各消防署には 1,000～4,000lit クラスの消防車が少なくと

も 1 台配備されていたが、「2-1-4-1 対象 3 県における消防車両の状態」に記載のとおり 20 消

防署の内 12 署については、老朽化等により消防車としての機能や能力を備えていない消防車

が配備されているのが現状である。 

本事業ではこれらの老朽消防車を置き換え、各消防署につき最低 1 台の 3,000～4,000lit ク

ラスの消防車が配備されるように計画する。 

上記配備計画の策定理由として、殆どの火災に対し、最低 3,000lit の消防用水が求められ、

本整備機材も、少なくとも同容量の水槽を搭載した車両を配備させる必要があるためである。 

しかしながら、住宅火災や規模の大きな火災に対しては、3,000lit の積載水では消火活動に

支障をきたすことがあるため、本事業では近隣消防署・部隊との連携により、これらの火災

に対応することを前提として配備計画を策定した。 

 

2) 広域消防署における配備計画 

西岸地区に設置されている消防署は≪広域消防署≫、≪消防署≫および≪地域防災セン

ター≫に大別され、広域消防署は、各県の県都に設けられており、それ以外の消防署や地域

防災センターと比べ、消防車両の配備台数と種類（消防車、水槽車、救助工作車等）が充実

していることに加え、署員数も多い。広域消防署は、県内のその他の消防署の消防力のみで

は対処できないことが想定される災害に対する応援出場を行うことが多く、県内における中

核的な消防署として位置づけられている。加えて広域消防署は、配備消防車が故障ないし整

備中のため出場不能な消防署の管轄区域で災害が発生した場合に、当該区域へ消防車を出場

 
24 PTO: Power take off の略称。原動機（エンジン）の動力を軸力に変換してシャフトを介して他の装置に動力を伝達させる装置。

本事業で整備計画する消防車では駆動用エンジンの動力を軸力に変換して PTO を介して消防ポンプに動力を伝達して放水して

いる。 

25 同仕様は日本の本格的な消防車に搭載されている A-2 級ポンプの性能である。一方、本事業で整備する消防車のシャシは欧

州製を調達することで計画しておりエンジン出力が日本製のシャシより一般的に高出力であるため、放水能力が 3,000lit/ min 
（規格放水圧 1.0MPa）と、より高くなることが想定される（詳細設計時に決定）。 
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させたり、予備消防車を≪貸出配備≫したりし、他の消防署が管轄する区域の消防活動を維

持する上で重要な役割を担っている。 

そのため、広域消防署には 2 台以上の消防車（3,000～4,000lit クラスや 1,000lit クラスを合

わせた台数）が配備されている。 

上述した広域消防署における現行の消防車配備体制を踏襲し、本事業においても少なくと

も 2 台の 3,000lit 級の消防車が配備されるように機材整備計画を行った。 

 

3) 現有機材を活用した消防体制の維持・強化計画 

現有車両の内、本事業実施 3 年後において消火・救助機能上問題ないことが想定される消

防車に関しては、本事業で整備する車両と合わせて継続して運用することにより、対象地域

の消防体制を維持・強化する配備計画とした。 

但し、実際に配備計画を行う際には消防署の消防・救助出場件数などを考慮して優先度の

高い消防署に本事業で整備する消防車を配備し、継続運用が可能であると判断された現有車

両の一部を優先度の低い消防署に配置転換を行う計画とした。 

 

(3) 消防車の配備設計 

上述した配備方針を踏まえ、対象県毎に消防車の配備設計を行い、その概要を表 3-1～表 

3-3 に示した。 

なお、表 3-1～表 3-3 は以下の様に記載した。 

1) 調査時点における現有車両の状況 

表 3-1～表 3-3 の緑色の列の①「調査時点における現有車両の状況」に以下の内容を示す。 

 現有車両の配備状況を記載 

 現有車両の状態を記載 

 事業実施完了時の配置転換などの計画を記載 

2) 事業実施中における消防車両の配備状況 

表 3-1～表 3-3 の紫色の列の②に「事業実施中における消防車両の配備状況」として以下の

とおり車両を配置転換した場合の体制を示す。 

 ④に①で D、E、F と判断した車両を廃車扱いとした結果を反映 

 ⑤に本事業で整備する機材を記載 

  に他の消防署から現有機材を配置転換した機材を記載 

3) 事業完了時点における消防車両の配備状況 

表 3-1～表 3-3 の水色の列③に「事業完了時点における消防車両の配備結果」として、事業

実施後の配備状況を取り纏める。 

 配備車両と台数を記載 

 事業実施後の特徴を記載 
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（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

分
類

本
事

業
に

よ
る

整
備

⑤

1
台

予
備
車

2
台

常
備
車

は
し

ご
車

（
3
0
m
級

）

消
防

署
名

1

常
備
車

予
備
車

は
し

ご
車

（
3
0
m
級

）
C

予
備

車
と

し
て

残
留

は
し

ご
車

（
3
0
m
級

）
A

残
留

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

E
予

備
車

と
し

て
残

留

水
槽

車
（

1
1
,
0
0
0
l
i
t
)

B
残

留

残
留

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

B
残

留

0
台

0
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
）

1
台

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
）

1
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
）

2
台

水
槽

車
（

1
1
,
0
0
0
 
l
i
t
)

1
台

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

2
台

は
し

ご
車

(
3
0
m
級

）
1
台

は
し

ご
車

（
3
0
m
級

）
1
台

常
備
車

水
槽

車
（

1
1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

C

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

C

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

種
類

C

診
断

事
業

完
了

時
の

計
画

N
i
'
l
i
n
 
消

防
署

へ
配

置
転

換

予
備

車
と

し
て

残
留

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
）

1
台

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

2
台

は
し

ご
車

(
3
0
m
級

）
1
台

消
防
車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
）

ク
ラ
ス
は

無
し

現
有

車
両

④
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表
 3

-2
 
機
材
配
備
設
計
（
ジ
ェ
ニ
ン
県
）

 

 

1 2 1 2 1 2 3 1 1 2 1 1 1 2 3 1 2

凡
例

：
診

断
D
～

F
は

事
業

完
了

か
ら

3
年

後
に

廃
車

相
当

と
し

て
計

画
。

A
:
新

車
同

様
、

B
:
稼

働
上

問
題

な
し

、
C
:
一

部
問

題
あ

る
が

稼
働

可
能

、
D
:
現

在
稼

働
し

て
い

る
が

老
朽

化
に

よ
り

3
年

後
に

稼
動

し
て

い
る

か
懸

念
、

E
：

稼
働

上
問

題
あ

り
、

F
：

廃
車

整
備

方
法

現
有

機
材

の
活

用

事
業

実
施

中
に

お
け

る
消

防
車

両
の

配
備

状
況

（
②

）
事

業
完

了
時

点
に

お
け

る
消

防
車

両
の

配
備

状
況

（
③

）

予
備
車

予
備
車

予
備
車

水
槽

車
（

6
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

水
槽

車
（

6
,
0
0
0
l
i
t
)

F
廃

車

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

水
槽

車
（

6
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

整
備

し
な

い
0
台

無
し

整
備

方
法

置
き

換
え

1
5

M
a
r
j
 
i
b
n

A
m
i
r
 
消

防

署

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

B
残

留

常
備
車

予
備
車

予
備
車

予
備
車

現
有
車

の
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
が
良
好
で
あ
り
、
本
事
業
で
は
機
材
整

備
し
な

い
。

3
,0
00
l
it
ク
ラ
ス
の
現
有
車
は
廃
車
相
当
と
な
る
。
本
事
業
で
消
防

車
(
3,
0
00
li
t
)を

整
備
し
て
水
槽
車
か
ら
連
結
送
水
す
る
事
で
大
規

模
火
災

や
住
宅
火
災
に
対
応
。

水
槽

車
（

1
1
,
0
0
0
l
i
t
)

B
残

留
水

槽
車

（
1
1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

常
備
車

消
防
車
（

3,
00
0
 l
it
）
ク
ラ

ス
は
無
し

0
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

無
し

1
6

J
a
b
a
'
 
地

域
防

災

セ
ン

タ
ー

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

D
廃

車

予
備
車

予
備
車

予
備
車

水
槽

車
（

1
1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

水
槽

車
（

6
,
0
0
0
l
i
t
)

C
残

留

0
台

整
備

し
な

い

整
備

方
法

現
有

機
材

の
活

用

※
J
e
n
i
n
 
広

域
消

防
署

か
ら

配
置

転
換 （

B
診

断
の

車
両

）

※
配

置
転

換
車

の
運

用
常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

現
有

車
両

が
廃

車
状

態
で

あ
る

が
現

在
、

J
e
n
i
n
 
消

防
署

に
配

備
さ

れ
て

い
る

消
防

車
(
4
,
0
0
0
l
i
t
）

を
配

置
転

換
さ

せ
る

0
台

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

整
備

方
法

追
加

1
4

A
r
r
a
b
a
 
消

防
署

常
備
車

消
防

車
（

2
,
7
0
0
l
i
t
)

E
廃

車

常
備
車

予
備
車

1
3

Q
a
b
a
t
i
y
a

消
防

署

消
防
車
（

3,
00
0
 l
it
）
ク
ラ

ス
は
無
し

予
備
車

予
備
車

常
備
車

1
台

現
有

の
1
,
0
0
0
l
i
t
ク

ラ
ス

の
小

型
消

防
車

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ン

は
比

較
的

良
好

で
あ

る
が

水
槽

容
量

が
少

な
く

住
宅

火
災

や
大

規
模

火
災

に
対

応
で

き
な

い
。

消
防

能
力

増
強

の
た

め
に

本
事

業
で

消
防

車

(
3
,
0
0
0
l
i
t
)
を

整
備

す
る

。

常
備
車

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

無
し

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

B
残

留

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

本
事

業
で

ジ
ェ

ニ
ン

県
に

整
備

す
る

消
防

車
(
3
,
0
0
0
l
i
t
)
の

台
数

5
台

事
業

完
了

時
点

で
ジ

ェ
ニ

ン
県

に
配

備
さ

れ
る

消
防

車
(
3
,
0
0
0
l
i
t
）

ク
ラ

ス

の
配

備
台

数

1
0
台

整
備

方
法

置
き

換
え

予
備
車

予
備
車

予
備
車

0
台

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

現
状

、
1
,
0
0
0
l
i
t
ク

ラ
ス

の
小

型
消

防
車

が
2
台

し
か

配
備

さ
れ

て

い
な

く
消

防
能

力
が

脆
弱

で
あ

る
。

ま
た

、
こ

の
現

有
車

は
廃

車
相

当
と

な
る

。
本

事
業

で
消

防
車

(
3
,
0
0
0

l
i
t
)
を

整
備

し
て

1
台

体
制

と
な

る
。

1
台

無
し

0
台

現
有

機
材

の
活

用

1
2

Y
a
'
b
a
d
 
消

防
署

常
備
車

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

E
廃

車

常
備
車

予
備
車

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

E
廃

車

消
防
車
（

3,
00
0
 l
it
）
ク
ラ

ス
は
無
し

0
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

予
備
車

予
備
車

整
備

方
法

0
台

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

現
有
車

の
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
は
一
部
の
機
能
で
問
題
は
あ
る
が
消
防

活
動
上

大
き
な
問
題
は
な
い
。
本
事
業
で
は
機
材
整
備
し
な
い
。

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

整
備

し
な

い
0
台

無
し

整
備

方
法

現
有

機
材

の
活

用

1
1

Y
a
m
u
n
 
消

防
署

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

C
残

留

予
備
車

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

F
廃

車
予
備
車

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

F
廃

車

無
し

0
台

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

整
備

方
法

置
き

換
え

1
0

B
a
r
t
a
'
a

消
防

署

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

B
現
有
車

の
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ン
は
比
較
的
良
好
で
あ
り
消
防
活
動
上
問

題
は
な

い
。
本
事
業
で
は
機
材
整
備
し
な
い
。

残
留

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

整
備

し
な

い
0
台

予
備
車

予
備
車

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

消
防
車
（

3,
00
0
 l
it
）
ク
ラ

ス
は
無
し

0
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

無
し

0
台

整
備

方
法

追
加

9
S
i
r
i
s
 
消

防
署

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

E
廃

車

常
備
車

予
備
車

8
J
e
n
i
n
 
広

域

消
防

署

現
有
車

は
廃
車
相
当
と
な
る
。
本
事
業
で
消
防
車
(
3
,0
00

l
it
)を

整
備
し
て
1
台
体
制
と

な
る
。

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

F
廃

車

予
備
車

予
備
車

常
備
車

0
台

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

現
有

車
の

う
ち

1
台

は
A
r
r
a
b
a
 
消

防
署

に
配

置
転

換
、

1
台

は

残
留

と
な

り
本

事
業

で
整

備
す

る
消

防
車

(
3
,
0
0
0
l
i
t
)
と

あ
わ

せ
て

2
台

体
制

と
す

る
。

地
区

を
統

括
す

る
消

防
署

で
あ

る
為

大
規

模
火

災
や

住
宅

火
災

に
対

応
。

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

B
A
r
r
a
b
a
 
消

防
署

に
配

置
転

換

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

無
し

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

A
残

留

消
防

車
（

4
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

他
の

消
防

署
か

ら
の

配
置

転
換

 

事
業

実
施

に
よ

る
配

備
結

果

（
④

+
⑤

+
 

）
事

業
完

了
後

の
特

徴
消

防
署

名

調
査

時
点

に
お

け
る

現
有

車
両

の
状

況
（

①
）

分
類

種
類

診
断

事
業

完
了

時
の

計
画

現
有

車
両

④

本
事

業
に

よ
る

整
備

⑤
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表
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-3
 
機
材
配
備
設
計
（
ト
ゥ
ル
カ
レ
ム
県
）

 

 

 

1 2 3 4 5 1 2 1 1

消
防

署
名

調
査

時
点

に
お

け
る

現
有

車
両

の
状

況
（

①
）

分
類

種
類

診
断

事
業

完
了

時
の

計
画

現
有

車
両

④
本

事
業

に
よ

る
整

備
⑤

他
の

消
防

署
か

ら
の

配
置

転
換

 
事

業
実

施
に

よ
る

配
備

結
果

（
④

+
⑤

+
 

）
事

業
完

了
後

の
特

徴

事
業

実
施

中
に

お
け

る
消

防
車

両
の

配
備

状
況

（
②

）
事

業
完

了
時

点
に

お
け

る
消

防
車

両
の

配
備

状
況

（
③

）

1
台

1
7

T
u
l
k
a
r
m

広
域

消
防

署

常
備

車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

B
対

象
地

域
外

へ
配

置
転

換

消
防

車
（

1
4
,
0
0
0
l
i
t
)

D
対

象
地

域
外

へ
配

置
転

換

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

2
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
l
i
t
)

D
対

象
地

域
外

へ
配

置
転

換
消

防
車

（
1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

消
防
車

（
3
,
0
0
0
 l
i
t
）
ク
ラ
ス

は

無
し

0
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

2
台

無
し

0
台

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

C
残

留

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

B
残

留

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

1
台

小
型

レ
ス

キ
ュ

ー
車

整
備

方
法

2
台

置
き

換
え

1
8

A
'
t
t
i
l

消
防

署

常
備

車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

D
廃

車
0
台

常
備
車

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

調
査
時
は
消

防
車
（
4
,0
0
0
l
i
t)
は

修
理
の
為
、

A
n
a
b
t
a 
消
防
署
に
駐
車
。
こ
の
車

両
と
消
防
車

(
1
,
0
0
0l
i
t
)
は
廃
車
相
当
と

な
る
。
本
事
業
で
消
防
車

(
3
,
0
0
0l
i
t
)
を
整
備
し
て
1
台
体
制

と
な
る
。

消
防

車
（

1
,
0
0
0
l
i
t
)

D
廃

車

予
備

車
予

備
車

常
備
車

消
防
車

（
3
,
0
0
0
 l
i
t
）
ク
ラ
ス

は
無
し

0
台

消
防

車
（

3
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

無
し

整
備

方
法

置
き

換
え
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9
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t
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消
防

署

常
備

車
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防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
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B
対
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換
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車
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と
な
る
。
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消
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l
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台
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と
な
る
。
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車
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0
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ス
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台

予
備

車
予

備
車
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備
車
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車
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3
,
0
0
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l
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）
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台
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防

車
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し
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台

整
備

方
法

置
き

換
え
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e
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r
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l

G
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s
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消
防

署
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備

車

消
防

車
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残

留

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
l
i
t
)

1
台

整
備

し
な

い
0
台

0
台

常
備
車

消
防

車
（

4
,
0
0
0
 
l
i
t
）

1
台

現
有
車
の
コ
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デ
ィ
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ョ
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好
で
あ
り
、
本
事
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で
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材
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備
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。

予
備
車

無
し
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断
D
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F
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事
業
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ら
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廃
車
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画
。

A
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題

な
し

、
C
:
一

部
問

題
あ

る
が

稼
働
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能
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し
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い
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老
朽
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に
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り

3
年

後
に

稼
動

し
て

い
る

か
懸

念
、

E
：

稼
働

上
問

題
あ

り
、

F
：

廃
車

常
備
車

常
備
車

汎
用
性
の
高

い
3
,
0
0
0
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t
ク

ラ
ス
の
消
防
車
が
2
台

配
備
さ

れ
、
地
区
を

統
括
す
る
消
防
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で
あ
る
中
で
、
消
防
車

（
3
,
0
00
L
i
t
)
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で
連
結
送

水
す
る
事
で
大
規
模
火
災
に
も

対
応
可
能
。

予
備

車
予
備
車

予
備
車

本
事
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ゥ

ル
カ

レ
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県
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整
備

す
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車
(
3
,
0
0
0
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数
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業

完
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カ
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さ

れ
る

消
防

車
(
3
,
0
0
0
l
i
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）
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ラ

ス
の

配
備

台
数

5
台

整
備

方
法

現
有

機
材

の
活

用
予
備
車

予
備

車
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(4) 消防車の配備計画 

「3-2-2-2 機材計画 (2) 消防車の配備計画」に基づき、本事業により整備する消防車の「機

材配備計画」を表 3-4 に示す。 

 

表 3-4 機材配備計画 

 

(5) 整備機材に関する概略仕様の検討 

1) 概要 

本事業で整備する機材の仕様、搭載資機材の品目の計画手順について図 3-1 に示す。 

地域 番号 
整備先 

（消防署・地域防災センター名） 
機材名 台数 

ラマッラ県 

1 Ramallah (Betounia) 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車  
(3,000lit) 

2 台 
2 Al-Bireh 消防署 1 台 
3 Birzeit 消防署 1 台 
4 Abwein 消防署 1 台 
5 Bayt Liqya 消防署 整備しない 
6 Taybe 地域防災センター 整備しない 
7 Ni’lin 消防署 整備しない 

小計 5 台 

ジェニン県 

8 Jenin 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車  
(3,000lit) 

1 台 
9 Siris 消防署 1 台 
10 Barta’a 消防署 整備しない 
11 Yamun 消防署 整備しない 
12 Ya’bad 消防署 1 台 
13 Qabatiya 消防署 1 台 
14 Arraba 消防署 整備しない 
15 Marj ibn Amir 消防署 整備しない 
16 Jaba’ 地域防災センター 1 台 

小計 5 台 

トゥルカレム県 

17 Tulkarm 広域消防署 

水槽付消防ポンプ車  
(3,000lit) 

2 台 

18 A’ttil 消防署 1 台 

19 Anabta 消防署 1 台 

20 Deir Al Ghusoon 消防署 整備しない 

小計 4 台 

合計 14 台 
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図 3-1 機材仕様、搭載資機材の計画手順 

 

上記手順に基づき、本事業で整備する消防車の概略仕様と搭載品の選定について以下に示

す。 

 

2) 消防車として必要最小限の搭載資機材の構成 

消防車として消火活動における必要最小限となる資機材については搭載する計画とする

（表 3-5）。 

 

表 3-5 必要最小限の搭載資機材 

搭載資機材名 目的 イメージ写真 

消防ホース 消防用水を送るためのホース 

 

サクションホースと 
サクションストレーナー 

自然水利等の圧力のかかっていない消防

水利を消防車が吸水する際に必要なホー

スとゴミなどの混入防止用フィルター装置  

ホースブリッジ 
道路上にホースを延長し消火活動を行う際

に一般車両がホースを破損させないように

通行するための架橋として用いられる器具  

分岐ボールバルブ 
口径の大きいホースから口径の小さいホー

ス二股に分岐させる器具 
 

ホースアダプタ ホースの接続金具の径を変換させる金具 
 

ホーススパナ 
ホースの接手・媒介金具を締め開けする際

に使用するスパナ  

バリアブルノズル 
（ガンタイプ） 

放水形状を変化させることのできる放水ノ

ズル 
 

 

消防車として最低限必要な搭載資機材の検討 

設計条件の整理（特殊条件の整理） 

消火活動に必要な 

搭載資機材の検討 

救助活動に必要な 

搭載資機材の検討 

搭載資機材（案）の決定 

消防車本体の仕様検討 

消防車本体仕様の整理 

最終仕様（案）の決定 

本事業で整備する消防車の仕様の決定 
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3) 機材仕様検討に必要な設計条件の整理 

本事業で整備する消防車を設計するにあたり、考慮すべき設計条件を整理した上で、同条

件を満たすために必要な消防車としての機能や装備、仕様を検討し、また搭載資機材に関す

る品目の選定を行う（表 3-6）。 

 

表 3-6 考慮すべき消防車の設計条件と機材仕様 

  

 
26 西岸地区で走行している車両は全般的に旧式のモデルが多く、交通事故の際、車両の乗員部分が大きく変形しているケース

が見られ、車内に閉じ込められた要救助者を救出するために事故車両の扉やピラーを切断したり、隙間を広げたりするため

に油圧式の破壊器具を用いる必要性が高い。 

設計条件 設計条件に対する機材仕様、搭載資機材の品目計画 
分野 設計条件の内容 消防車本体の主要な仕様 搭載資機材 

道路 
環境 

 急勾配の道路線形が多い  駆動方式は四輪駆動 
 最低地上高さ、アプローチおよび

デパーチャーアングルの確保 

 

 幹線道路は舗装がされているものの

支線等では未舗装道路がある 
 

 舗装表面が摩擦により劣化し、滑りや

すい 
 四輪駆動  

 狭隘道路の多い住宅地がある  消防車の小型化  

 脆弱な道路排水設備のため、少量の

雨が降った場合でも住宅浸水等の被

害が発生する 

 駆動方式は四輪駆動 
 最低地上高さ、アプローチおよび

デパーチャーアングルの確保 

 

 市街地等の道路には通行車両を減速

させるためのハンプが多い 
 水槽に設置する隔壁のレイアウト

検討 
 ロッカー内に搭載資機材の固定具

を取り付ける 

 

消防水利

事情 

 消防水利は、自然水利を利用できず、

消火栓等の人口水利のみである 
  フォームプロポ―ショナー（限

られた消防用水で消火活動

を行う） 
 消防車へ水の補給拠点数が少なく、ま

た補給所まで迅速に到達できない可

能性が高い 

 3,000lit 以上の水槽容量（周辺消

防署との連携を前提） 
 

野火等の

林野火災 

 火災現場の近くまで車両が接近しにく

い、或いは接近できない 
 消防車の小型化 
 甲板ターレット 

 背負い式ポータブルポンプ 
 背負式消火水のう 
 搭載するホースを全て接続し

て 100m 以上延長 
 基本的には消火活動よりも延焼範囲

を最小限にとどめる消火活動となる 
  チェーンソウ 

住宅 
火災 

 住宅火災は、野火、ごみ火災、果樹火

災に次いで発生件数が多い 
 消防車の小型化 
 3,000lit 以上の水槽容量 

 二連梯子 
 送風機 
 呼吸器セット 

地形 

 急峻な地形が多い。  駆動方式は四輪駆動  

 盆地が多いため、少量の雨が降った

場合でも住宅浸水等の被害が発生す

る 

  排水ポンプ 

各種 
法規制 

 排出ガス規制、衝突予防安全装置の

搭載義務 
 EURO 6 
 最新の衝突予防安全装置 

 

現有 
車両 

 過去 10 年前後に導入した現有の消防

車は欧州の一般的な仕様に準じてい

る 

 金口の規格 STORZ 
 リアマウントポンプ 

 金口の規格： STORZ 

消火・ 
救助活動 

 消防車の出場時は 4 名 1 チームの消

防隊とすることを基本としている 
 ダブルキャビン  消防隊員用の装備、呼吸器

は 4 セット 
 自動車事故が多く、救助ニーズが高い

26 
  油圧式救助資機材 

 ラムシリンダー 
 小型電動のこぎり 

 瓦礫救助活動が多い   ストレッチャー 
 救命ロープ 
 小型ブレーカー 
 エンジンカッター 
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(6) 交換部品、消耗品の選定計画 

消防車のシャシ部分とボディ部分のそれぞれの交換部品、消耗品の品目計画を以下に示す。 

 

1) シャシ部分 

本事業では表 3-7 のシャシ部分の交換部品、消耗品を整備することとする。 

 

表 3-7 シャシ部分交換部品、消耗品 

品  目 数 量 
燃料フィルターと関連部品 メーカー推奨数量 
エアーフィルターと関連部品 メーカー推奨数量 
エンジンオイルフィルターと関連部品 メーカー推奨数量 
AdBlue 関連交換部品 メーカー推奨数量 

 

2) ボディ部分 

本事業では表 3-8 のボディ部分の交換部品、消耗品を整備することとする。 

 

表 3-8 消防ボディ部分交換部品、消耗品 

機材 品  目 数 量 

消防車（3,000lit） 

電装交換部品（照明、点灯、ヒューズ、バルブ一式、 

リレースイッチ類など） 1 年間の維持管理

に必要な交換部

品、消耗品 
各種バルブ関連交換部品 
ホース、ノズル類の予備品 
車載ポンプ用パッキン等の消耗品 

 

3-2-2-3 調達機材計画 

上述した検討、方針に基づき計画した概略仕様を、消防車本体と搭載資機材に分類して以下に

示す。 

 

(1) 消防車本体 

1) 概略仕様 

消防車本体の概略仕様は表 3-9 のとおり。 
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表 3-9 消防車本体の概略仕様 

 

 

2) 消防車本体の補足説明 

西岸地区の市街地の道路にはハンプが多く設置されていることに加え、急勾配な坂道が多

い。また、郊では未舗装道路が多くみられる。 

このような道路事情下でも、消防車は迅速に移動

する必要があるため、車両の揺れに伴い搭載資機材

がロッカー内で動かないように固定する装置が備

わっている必要がある。 

消防車に搭載される資機材には、油圧式救助資機

材等の重量物が多く、車両の揺れに伴うロッカー内

の移動による当該機材の破損リスクやロッカー壁面

やシャッターの変形・破損リスクが想定される。 

ダブルキャビン

概略仕様

衝突予防安全装置

分類
概略仕様と項目

項目

車載無線

呼吸器シリンダー取り付けブラケット

水槽 3,000 lit、材質SUS304

シャシ

サクションインレット

Electronic Stability Program

Electronic Brake System (EBS)

装備しない

キャビン

駆動方式 四輪駆動

EURO 6

オートマチックトランスミッショントランスミッション

排出ガス規制

ボディ

STORZ D 25mm, L=50m, ガンタイプノズル、水

専用(1カ所)
ホースリール

キャビン内に4本分設置

ロッカー 片面2室（両面4室）

シャッター 片面2カ所（両面4カ所）

ターレット（車上放水ノズル）

媒介金具規格 STORZ

STORZ A 125, Aluminum(1カ所)

STORZ B 75(バルブタイプ), Aluminum (4 カ所)吐水口

～2,500lit/min @ 8 bar

積水口 STORZ C 52, Aluminum(1カ所)

ポンプ リアマウント
3,000lit/min（規格放水圧：1.00MPa時）

PTO駆動式

装備しない（搭載品フォームプロポ―ショ

ナーで対応）

薬液槽

Lane Departure Warning System

Anti-lock Braking System (ABS) 装備

Forward collision warning with emergency
braking

装備

装備

装備

装備

Full Braking Assistant 装備

写真 3-1 ロッカーに固定された 

搭載資機材 
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また、走行中のハンプ乗り上げ時の振動に伴い発生する消防車水槽内の水が揺れることに

より、車両の走行安定性が損なわれることがあり、最悪のケースでは車両転倒事故を誘発す

る事態になることも否定できない。 

本事業で整備消防車の走行中の車両の揺れ対策として搭載品の固定を確実にし、水槽には

積載水の揺れを抑えるための隔壁を設ける等の対策を施す仕様とする。 

 

(2) 搭載資機材 

搭載資機材の品目（案）と概略仕様（案）を「消火活動に使用する搭載資機材」、「救助活動に使

用する資機材」、「消防活動全般に使用する資機材」の 3 つに分けて、表 3-10、表 3-11 および表 

3-12 に示す。 

 

1) 搭載資機材の概略仕様 
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表 3-10 消火活動に必要な主な搭載資機材の品目と概略仕様 
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表 3-11 救助活動に必要な主な搭載資機材の品目と概略仕様 
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表 3-12 消防活動全般に必要な主な搭載資機材の品目と概略仕様 

 

2) 特記すべき搭載資機材 

① 野火等の林野火災、住宅地区における火災対応 

本調査では野火を含めた林野火災や狭隘道路に面した地区における住宅火災に対する消

火活動に際しては、消防車の火災現場への接近が阻まれる地形や道路上の制約により、現有

消防車の装備品では十分に対応できていないことが確認された。 

消防車が火災現場に接近できない制約下であっても、効果的に消火活動ができるように、

本事業では、「背負い式ポータブルポンプ」や「背負い式消火水のう」を搭載資機材に含め

ることとする。図 3-2 に、これらの搭載資機材と関連機材の運用方法について示す。 

 

 

図 3-2 野火等の林野火災、狭隘道路に面した住宅火災に対する機材運用イメージ 
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② サクションホースとサクションストレーナーの調達検討 

消防車が利用する消防用水は、消火栓の様に加圧された消防水利と、加圧されていない自

然水利に大別され、前者については、消火栓からの水圧により消防車の水槽に水を送水する

が、後者については消防車に搭載された消防ポンプを用いて吸水する。 

しかしながら、「3-2-1-3 (1) 消防水利条件を踏まえた方針」に記載のとおり、対象地域に

おける消火水利は消火栓にほぼ限定されており、自然水利は用いられていないことから、現

有車両に搭載されている「サクションホース」と「サクションストレーナー」は使用されて

いないのが現状となっている。 

本調査における PCD との当初の仕様協議では、先方よりサクションホース等を搭載資機

材から除外しても構わないとの意向が示されたが、将来的に西岸地区において自然水利から

の取水が可能となる場合や、国際災害救援活動のために本事業整備車両を海外で運用する機

会も想定され、災害現場で自然水利より取水が必要となるケースに直面することも考えられ

る。上記事態を想定し、本事業では、「サクションホース」と「サクションストレーナー」を

搭載資機材に含めることとする。 

但し、これらの資機材を消防車に常時搭載させるのではなく、通常は対象消防署内に保管

し、必要に応じて車両ルーフに取り付け金具で固定した上で出場する運用方式とする。 

 

③ 消防服の調達検討 

第一次現地調査時（2023 年 3 月）に、対象消防署に個人

装備品として消防服が配備されていることを確認（写真 

3-2）し、また PCD との間で、本事業のコンポーネントに消

防服を含めるかにつき協議したところ、PCD より既存の消

防服を活用する意向が示されたため、本事業の日本側調達

スコープから除くこととした。 

 

④ 無線通信機器の調達検討 

消防署と消防車との連絡手段として、一般的には無線通信システムが採用され、消防車に

は車載型の無線機が搭載されている。無線機は、従来からあるアナログ通信方式の無線機（以

下、「アナログ無線機」）と音質がよりクリアで車両の位置情報や車両のコンディションなど

のデータを共有できるデジタル通信方式の無線機（以下、「デジタル無線機」）に大きく分類

される。 

デジタル無線機は、車両の位置情報など音声以外の情報共有機能があることに加え、中国

メーカー製の安価な製品が普及してきていることと相まって、開発途上国においても採用さ

れるケースが多い。 

しかしながら、デジタル無線機にはアナログ無線機との互換性がないことに加え、デジタ

ル無線機同士であっても採用規格がメーカー毎に異なるため、互換性がないと通信すること

ができないといったデメリットがみられる。 

近年、我が国の無償資金協力を通じて整備された消防車両用のデジタル無線機については、

写真 3-2 出場に備え車両内に

掛けられた消防服（写真左） 
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現地調査により、実施機関となる消防機関が採用しているデジタル無線機の規格を確認した

上で、互換性が確保された仕様の検討・計画を行っている。 

本事業に関しては、現地調査にて PCD が採用している無線規格について確認したところ、

2024 年 9 月時点で内務庁主導により、消防、警察および救急の 3 機関における通信網のシ

ステム統合に向けた可能性が検討されており、採用される無線規格については現段階では決

まっていないことが明らかとなった。 

かかる状況において、本事業で無線機を整備予定消防車に装備した場合に、その無線規格

が将来的に通信網のシステム統合により採用される規格次第では、互換性が見られず、当該

整備無線機が運用されなくなる可能性が懸念される。そのため、本事業のコンポーネントに

は無線機を含めないこととした。 

 

3-2-3 概略設計図 

3-2-3-1 水槽付消防ポンプ車（3,000lit） 

本事業で整備する消防車の参考概略図を図 3-3 に示す。 
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3-2-4 調達計画 

3-2-4-1 調達方針 

本事業は、日本政府により閣議承認され、交換公文（Exchange of Notes。以下、「E/N」）及び贈

与契約（Grant Agreement。以下、「G/A」）が締結されることにより、正式に実施されることになる。

E/N、G/A 締結後、パレスチナ側の実施機関となる PCD と日本法人のコンサルタントがコンサル

タント契約を結び、本事業の詳細設計業務を行う。詳細設計後、日本法人の機材調達業者選定の

ための入札が行われ、PCD と落札業者との間で業者契約が締結され、消防機材の調達が行われる。 

 

(1) 事業実施主体 

本事業が日本国政府の無償資金協力により実施される場合の両国関係機関の主たる役割と相関

関係を図 3-5 に示す。 

 
図 3-5 事業実施関係図 

 

1) 相手国政府 

相手国の実施機関は PCD であり、整備された消防車を日常的に運営・維持管理するのは機

材配備先となるラマッラ、ジェニン、トゥルカレム各県の 12 カ所の消防署である。PCD は、

運営・維持管理に必要な予算を確保する。また PCD は、本邦コンサルタントおよび本邦機材

納入業者との連絡・協力体制を構築して本事業に取り組む必要がある。 

 

2) コンサルタント 

両国政府による E/N、G/A 締結後、PCD は速やかに日本法人のコンサルタントとの間で役

務契約（コンサルタント契約）を締結する。契約したコンサルタントは本事業の実施設計、

入札図書作成、入札執行補助及び調達監理業務等を行い、本事業の機材引渡し完了まで責任

を負う。加えて、コンサルタントはソフトコンポーネント計画書に基づき、PCD 側に対し整

備機材を用いた技術指導を行う。 

日本国政府 
パレスチナ自治政府 

日本法人のコンサルタント 

各契約書の認証 
実施機関 

(Palestinian Civil Defense) 

交換公文(E/N)

機材調達契約 

国際協力機構 贈与契約(G/A)

実施設計（入札図書作成） 

・入札補助、機材調達監理 

・検収監理 

・初期操作・運用指導監理 

ソフトコンポーネント 

日本法人の納入業者 

・資機材調達 

・輸送 

・納入、検収 

・初期操作・運用指導 

コンサルタント契約 

機材調達監理 
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3) 機材納入業者 

我が国の無償資金協力の枠組みに基づき、一般競争入札により日本法人の調達業者を決定

する。 

入札方法は一段階二札方式とし、初めに技術札を開札しコンサルタントにより品質、仕様、

数量について技術審査を行う。後日、同技術審査に合格した応札者の価格札を開札し、コン

サルタントによる価格札の審査を行い、落札者を決定する。同落札者が機材調達業者として

PCD との間で機材調達契約を締結する。 

 

3-2-4-2 調達上の留意事項 

本事業における調達にかかる留意事項は以下のとおりである。 

 

(1) 西岸地区特有の輸入手続き 

パレスチナ西岸地区への無償供与機材の輸入には、イスラエルの輸入規則に準拠しているか否

かの一般的な通関審査の他、１）イスラエル税関局（Israel Tax Authority）による免税承認と、２）

イスラエル国防省の民政官事務所（COGAT：Coordination of Government Activities in the Territories）

による、軍事目的での利用・転用の恐れがないかの≪セキュリティスクリーニング≫を経る必要

があり、イスラエル当局からの様々な制約を受ける。許認可取得に日数を要するケースがみられ

ることから、免税申請と合わせて所定書類のタイムリーな手配・提出を行う必要がある。 

 

1) 免税手続き 

本事業で調達予定の消防車（車両搭載機材および交換部品を含む）の輸入に関しては、パ

レスチナ自治区で課される輸入関税、VAT（付加価値税）等につき免税されることを前提に計

画をしている。西岸地区への輸入物品に対する関税および VAT の徴収はイスラエル税務当局

が行っているため、パレスチナ財務庁税関局（Ministry of Finance, General Directorate of Customs, 

Excises and VAT。以下、「パレスチナ税関局」）経由で、イスラエル税関局に免税申請が行われ

る必要がある。申請手順は、後述のセキュリティスクリーニングも含め図 3-6 に示すとおり

である。 
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図 3-6 主たる関係機関と申請の流れ 

① 申請手順 

 機材調達業者決定後、本事業の実施機関となる PCD がパレスチナ税関局に対して、必

要書類を添えて免税申請依頼書を提出する。 

≪添付書類≫ 

 JICA 発行のドネーションレター（輸入機材が日本国政府からの無償供与である旨

を示したレター） 

 E/N および G/A の写し 

 対象機材リスト(Master List) 

 Proforma Packing List 等 

（注：付随書類は輸入予定の機材によって異なり、また随時変更となるため、申請に先

立ち要求される提出書類につき前広に確認する必要がある。） 

 

 パレスチナ税関局は PCD からの申請受理後、ドネーションナンバーを発行し、イスラ

エル税関局に対し免税の承認申請を行う。 

 イスラエル税関局は、審査を経て免税許可書を発行し、パレスチナ税関局へ通知する。 

 

② 留意事項 

免税承認の有効期限は原則 1 年（延長も可能）であり、貨物輸入時に利用するイスラエル

国における入港地は、免税申請時と実際の船積み時で同じ港である必要がある。 

本事業で調達予定の機材に関する免税手続きは、パレスチナ側負担事項となる。PCD とパ

レスチナ税関局間、ならびにイスラエル税務当局との連携が不可欠となる。 
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2) セキュリティスクリーニング 

西岸地区に輸入される資機材は、イスラエル当局より輸入許可を得る必要がある。その一

環として、COGAT が Dual Use （軍事目的での利用・転用）の恐れがないかのセキュリティ

スクリーニングを実施している。機材調達業者から受領する必要書類を PCD はパレスチナ税

関局へ、パレスチナ税関局はイスラエル税関局経由で COGAT に提出し審査が行われる。 

 

① 主な必要書類 

 機材の詳細仕様書 

 製品カタログ 

 図面 

 準拠する製造規格を証明する書類等 

 Proforma Invoice/Packing List 

 その他、随時提出が求められるサポート書類 

（注：メーカー名や型式、シャシ番号（Vehicle Identification Number。以下、「VIN」）、排

出ガス基準、材質等、詳細に記載する必要がある。） 

 

② 申請のタイミング 

本事業における入札にて機材調達業者が選定され、輸入することになる消防機材（車両搭

載機材および交換部品を含む）の仕様が確定次第、可能な限り早めに必要書類を準備の上、

イスラエル税関局を通じて COGAT へ提出することが望ましい。 

本来、免税許可がおりてから COGAT によるセキュリティスクリーニングを実施するが、

後述のとおり同スクリーニングに日数を要すことから、免税申請と並行してスクリーニング

を実施することが望ましい。 

但し、車両の場合は上述の VIN も通知する必要があるが、シャシの製造完了まで VIN が

確定しないため、COGAT ヘの承認申請は段階を踏んで行う必要があると考えられる。 

機材調達業者はコンサルタントを介し、PCD および JICA パレスチナ事務所と連携の上、

COGAT によるセキュリティスクリーニング手続きの円滑化に向けて調整が必要となる。 

 

③ 所要期間 

COGAT による資機材のセキュリティスクリーニングの一般的な審査所要期間については

開示されていないが、パレスチナ財務庁等からの情報によると、過去には申請から承認まで

2～3 週間程度所要したケースもあれば、6 カ月以上要したケースもみられる。承認後の有効

期限は 1 年間であり、必要に応じ延長も可能となる。 

 

④ 留意事項 

船積みのタイミング 

COGAT によるセキュリティ審査完了前に貨物を出荷し揚地港に到着することになった

場合、輸入許可が下りずに当該貨物が長期間港に滞留し、高額な港保管料が発生する可能

性がある。同リスクを回避するためにも本事業における消防機材の輸入に関しては、セキュ
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リティスクリーニングに関する COGAT からの承認確認後に、貨物の船積みを行うことが

望ましいと考えている。 

搭載機材および交換部品類 

消防車両に搭載された状態で船積みされる消防機材（通関上、アクセサリー扱い）およ

び交換部品に関しても、セキュリティスクリーニングの対象となるため、機材調達業者は

書類申告漏れがないよう十分に留意する必要がある。 

プレ・スクリーニング 

本事業では消防車両のボディ艤装を日本で行う計画としていることから、消防車両（完

成車）としての原産国は日本国となる。これまで西岸地区には日本製の消防車両の輸入実

績がないことから、これらの消防車両が軍事目的等への利用・転用の恐れがあるとイスラ

エル当局に判断されるなど、輸入規制対象とならないことにつき事前確認が必要であると

いう判断に至った。 

上記を踏まえ、第一次現地調査における概略設計の段階で、コンサルタント側の所掌に

て機材仕様に関する必要書類を作成の上、COGAT によるプレ・スクリーニングを行い、そ

の結果、日本製ボディ艤装の仕様・規格に関するセキュリティ上の懸念は示されなかった

ことを確認した。また、2024 年 9 月時点で、搭載品に関するプレ・スクリーニングが COGAT

により行われており、同審査結果待ちとなっている。 

なお、プレ・スクリーニングで提出した仕様等の情報は、概略設計段階での想定情報と

なる。本事業本体業務が実施される段階において、機材業者選定後に実際に輸入する機材

の最終仕様を盛り込んだ資料を基に COGAT によるセキュリティチェックを受け、輸入許

可を得る必要がある。 

 

(2) 輸送期間における機材の破損、紛失等の責任について 

本邦から調達される機材の最終仕向け地は、PCD の訓練センターが置かれているジェリコ県と

なり、同センターにてパレスチナ側に機材の引渡しが行われる。機材調達業者は、海上輸送・陸

揚げ・内陸輸送中および検収・引き渡しまでの保管期間における機材の破損、紛失等の責任につ

き輸送保険を用いて負う。 

一方、機材引渡し後の訓練センターから対象消防署までの内陸輸送はパレスチナ側の負担とな

り、同輸送中における破損、盗難等に対する瑕疵責任も負うことになることから、当該所掌・責

任の所在につきパレスチナ側に認識されるように留意する必要がある。 

 

(3) 初期操作・運用指導における機材の破損、紛失の責任について 

最終仕向け地到着後に検収・引き渡しが行われ、機材の所有権がパレスチナ側へ移行される。

所有権の移行後に行われる初期操作・運用指導中における機材の破損、紛失等に対する責任はパ

レスチナ側が負うことになるため、当該所掌・責任の所在につきパレスチナ側に認識されるよう

に留意する必要がある。 
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3-2-4-3 調達区分 

本事業が実施された場合の我が国とパレスチナ側の負担区分を表 3-13 に示す。訓練センターま

での輸送費、荷下ろし費用を含む機材調達に係る全てのコストは日本側負担となる。訓練センター

での機材引渡し以降の対象地域の各消防署までの輸送費や機材の運用・維持管理を含む費用はパ

レスチナ側負担となる。 

 

表 3-13 両国政府の負担区分 

実 施 内 容 
負担区分 

備    考 
日本国 パレスチナ 

機材調達 

機材調達 ○   

海上・陸上輸送 ○  通関場所まで 

通関手続き ○ ○ 免税措置含む 

内陸輸送 
○  

荷揚げ港（イスラエル・アシュドッド港）
 訓練センター（ジェリコ県） 

 ○ 
訓練センターから対象地域の消防署ま
での輸送（自走）はパレスチナ側負担 

車両登録  ○ 整備車両の登録費用とその手続き 

技術指導 

初期操作・運用指導 ○ ○   トレーニングを受講する PCD 職員の
人件費・旅費はパレスチナ側負担 

  トレーニング実施に要する燃料・油
脂・放水訓練用水および救助訓練用
廃車やダミー人形等の手配はパレス
チナ側負担 

  トレーニング実施場所はパレスチナ
側提供 

  技術指導員派遣費用（人件費、旅費
等）は日本側負担 

ソフトコンポーネント ○ ○ 

機材管理 

整備車両の保管場所  ○ 消防署の車庫新築・改修工事 

運用維持管理  ○  

日常のトレーニング  ○  

 

3-2-4-4 調達監理計画 

(1) 基本方針 

E/N および G/A 締結後、無償資金協力の業務手順に基づき、日本法人のコンサルタントがパレ

スチナ自治政府との間でコンサルティング業務契約を結び、同契約書に示された業務範囲で、実

施設計および調達監理業務を実施する。コンサルタントは、事業実施の背景、協力内容の策定に

係る概略設計の経緯・趣旨を十分に理解したチームを編成し、機材製品検査、現地初期指導操作

および運用指導等の進捗に合わせて専門技術者を派遣し、計画に沿った運用・安全管理が行われ

るように努める。 

 

(2) 実施設計業務 

実施設計業務の主たる内容は次のとおりである。 

 

 業務着手時の協議、事業計画内容の確認 

 機材仕様のレビュー 



 

66 
 

 入札図書作成 

 入札図書の説明･承認取得 

 入札業務補助（入札公示、図書配布、入札執行、入札評価） 

 契約促進補助（業者契約交渉、契約立会い、契約認証手続き） 

 

(3) 調達監理業務 

調達監理業務の主たる内容は次のとおりである。 

 

 機材発注書の発行確認および機材製作図・仕様書の確認 

 工場検査・出荷前検査 

 船積み前検査（第三者機関へ委託） 

 現地納入前打合せ（搬入スケジュール、免税措置確認、初期指導実施要領） 

 初期操作指導・点検整備指導立会い 

 機材の検収・機材引渡し立会い 

 完了報告書の作成 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

調達業者が調達した機材が、契約によって定められた品質・仕様・数量を満たしていることを

確認するために、調達業務の各段階で下記の検査を実施する。 

 

 調達業者発行の機材発注書の内容確認および機材製作図・仕様書の確認 

 機材メーカー工場における工場検査・出荷前検査 

 船積み前検査 

 機材引渡し時の検査 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 原産国と調達国 

消防車を製造するにあたり消防車の艤装メーカーはシャシメーカーからシャシを調達の上、そ

のシャシに各種装備品を艤装することで消防車として完成させる。 

本事業の消防車のシャシに関しては、「3-2-1-6 法規制に対する機材調達方針」や「3-2-1-9 原産

国・調達国に対する方針」で示したとおり、欧州製のシャシを採用する必要があるため、消防車

の艤装メーカーは欧州からシャシを調達した後、消防車として艤装する必要がある。 

一方、「3-2-1-9 原産国・調達国に対する方針」に示したとおり、本事業で整備計画している消

防車を製造することのできるメーカーは日本国内に存在するため、日本国内で艤装を行うことと

する。 

よって本事業では「消防車として最終艤装させる製造拠点を置いている国」を原産国として定

義していることから原産国は日本とする。 

以上を踏まえ、整備機材の原産国および調達国を表 3-14 のとおり示す。 



 

67 
 

表 3-14 機材調達区分 

機材名 
原産国 調達国 

日本 パレスチナ 第三国 日本 パレスチナ 第三国 

消防車（3,000lit） ● － － ● － － 

 

(2) 輸送計画 

1) 輸送範囲 

日本側が負担する輸送範囲は、機材の製造工場から西岸地区のジェリコ県（首都ラマッラ

県から約 45km 東方）に置かれている訓練センター敷地までとなり、同訓練センターが日本

側所掌の最終仕向け地となる計画である。 

機材引渡し、初期操作・運用指導後の同訓練センターから対象地域の各消防署までの陸上

輸送は PCD の所掌にて行われることとなる。 

 

2) 輸送経路 

想定輸送ルートとしては図 3-7 に示したとおりである。完成した消防車は、本邦メーカー

工場より最寄りの主要港まで陸送され、同港よりイスラエル国アシュドッド港まで海上輸送

される。通常は自動車専用運搬船（以下、「RORO 船」）を使用するが、2023 年 10 月に発生

したガザ地区とイスラエル間の紛争の影響により 2024 年 9 月時点では RORO 船が配船され

ていないことから、フラットラックコンテナ（FR）に消防車を積載の上、コンテナ船で輸送

する前提で計画している。また上記時点ではスエズ運河を使用できないため、喜望峰を航行

する迂回ルートにて輸送する想定となる。 

荷揚港となるアシュドッド港からジェリコ県にある訓練センターまでの内陸輸送につい

てはトレーラ輸送とする計画である。交換部品類については木箱梱包の上、コンテナ輸送す

る計画とする。 

幹線道路および一般道路の道路状況も良好であり、輸送ルートとしては問題ないと考えら

れる。 

図 3-7 に示すとおり、現段階で想定されている機材輸送期間は約 2.5 カ月である。 
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イスラエル国経由 

（本邦主要港 シンガポール・ピレウス（ギリシャ）経由 イスラエル国アシュドッド港 パレスチナ・ジェリコ県） 

 

海上輸送   本邦主要港 シンガポール港 ピレウス港 アシュドッド港（通関） 

 

55 日～65 日 

（荷揚げ・通関の諸手続き（15 日）を含む） 

内陸輸送         アシュドッド港 イスラエル/西岸地区検問所  

パレスチナ・ジェリコ県の訓練センター 

 

7～14 日 

図 3-7 輸送ルートの概要 

 

3) 輸入通関手続き 

① 輸入許可 

輸入通関は、揚地予定港であるイスラエル・アシュドッド港で行われる。イスラエル税関

局から輸入許可を得るには、「3-2-4-2 調達上の留意事項」に示した①免税許可（ドネーショ

ン・ナンバー付与）および②COGAT のセキュリティ承認の他、③機材仕様がイスラエルの

関連輸入法令に準拠していることの確認が必要であり、許認可に期間を要する。なお、車両

の場合、関連省庁はイスラエル運輸省（Ministry of Transport and Road Safety）および経済産

業省 （Ministry of Economy and Trade）が所管となる。 

上記③の確認は、機材調達業者が提出する船積関連書類（機材仕様に関する必要書類を含

む）一式を基に、同調達業者が起用する現地乙仲（カスタムブローカー）を介し、輸入通関

手続きの一環として行われる。また、イスラエル当局による輸入許可の他、輸入手続きの一

環として車両の場合はパレスチナ運輸庁技術局（Ministry of Transport, Directorate General of 

Technical Affairs）による仕様上の輸入許可も必要となるが、車両シャシ部分についてはイス

ラエルの輸入規制に準じておりイスラエル当局による承認済みである場合には特段問題な

く許可が下りることにつき、本調査にて同技術局に確認済みである。 

輸入通関手続き完了後、アシュドッド港からジェリコ県の訓練センターまで貨物の内陸輸

送を行うことになる。 

 

② 所要日数 

通関の諸手続き所要日数は 2 週間程度と想定されるが、船積み前あるいは遅くとも揚地港

到着までに免税およびセキュリティチェックの承認が下りていることが前提となる。また、

揚地港にてイスラエル税関局による X 線貨物検査も適宜実施されるが、港の混雑状況によっ

ては X 線検査実施までに時間を要する場合もあり、待機時間を別途考慮する必要もある。 

 

所要日数： 2.5 カ月程度 
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③ 注意事項 

アシュドッド港での保管料は高額であるため、滞留することがないよう、免税およびセ

キュリティチェックの承認が下りてから機材調達業者は船積みを行うことが望ましい。 

 

4) 機材の最終仕向け地 

機材の最終仕向け地となるジェリコ県内に設置されている訓練センターはフェンスで囲ま

れており、PCD 職員が常駐していることから防犯上の問題はないと考えられる。また、14 台

の消防車および部品コンテナを保管するために十分な広さが確保されていると想定している。 

 

  

ジェリコ県位置図 訓練センター航空写真 

  

訓練センター駐車場 訓練センター内駐車場図 

図 3-8 最終仕向け地：PCD 訓練センター（ジェリコ県） 

 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

調達業者は、ジェリコ県の訓練センターで「調整・試運転」、「機材の引渡し・検収」、「初期操

作・運用指導」を行う。「初期操作・運用指導」は、調達業者の管理のもと消防車両メーカーの技

術者により実施され、主たる受講対象者は、対象地域の機材整備対象となる 12 消防署の隊長、機

関員、消防隊員とする。加えて PCD 本部内にも機材の取り扱いや維持管理に関する知識や手法を

蓄積させる必要があることから、PCD 本部の中央作戦部、技術部等の幹部職員および訓練センター

の教官も上記訓練に参加することとする。 

100m 

アシュドッド港 ・・

ジェリコ県 

ヨルダン 
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コンサルタントは、現地調達監理要員を配置し、初期操作・運用指導の内容が契約書どおりに

実施されているかも含めた工程・安全監理を行い、また PCDや関係機関との連絡調整を行う。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本事業で整備計画している消防車を活用して表 3-15 に示す内容のソフトコンポーネントを実

施する。詳細については、資料 5の「ソフトコンポーネント計画書」のとおり。 

 

表 3-15 ソフトコンポーネントの概要 

項目 活動内容 

目的 

 本事業による消防車整備対象地域となるラマッラ、ジェニン、トゥルカレムの 3 県に

おいて、①安全性を確保しながら、個々の隊員および単隊による消防・救助資機材

の操作要領の習熟度を高めるとともに、②複数の消防署・部隊間における連携した

消火・救助活動能力の向上を図る。 

 これらの訓練指導を通じて、事業対象地域全体における消防・救助活動能力の向

上させることを目的とする。 

実施場所 ジェリコ県の PCD 付属訓練センター 

実施予定期間 1 カ月程度 

実施担当者 受注コンサルタント（本邦消防 OB を補強として 2 名配置予定） 

受講対象者 

 対象地域の 12 消防署の隊員（最大 48 名） 

 対象地域の 12 消防署の署長もしくは副署長（最大 12 名） 

 消火・救助活動の教育訓練立案に関わる PCD 本部幹部職員（最大 3 名） 

 訓練センター教官（最大 3 名） 

座学用教材 

 訓練マニュアル（日本国内にて素案を作成。 

①「安全性を確保した消火・救助活動能力向上編（単隊訓練） 

②「連携消火・救助活動能力向上編（部隊訓練） 

 成果達成度を評定するための試験問題 

実習用教具 
 本事業で整備する消防車 

 模擬消火・救助訓練棟、廃材、救助訓練用の廃車やダミー人形等 

活動内容 

安
全
性
可
確
保
厹
叀
消
火
呍

救
助
活
動
能
力
叏
向
上 

咁
単
隊
訓
練
咂 

【消火資機材を活用した指導】 

①ホース延長要領、②放水要領、③筒先配置要領、④屋内進入要領 

【救助資機材を活用した指導】 

①瓦礫救助活動、②自動車事故救助活動、③水害事故救助活動 

連
携
能
力
叏
向

上
訓
練 

咁
部
隊
訓
練
咂 

 野火等の林野火災を想定した周辺消防署合同訓練 

 住宅火災を想定した周辺消防署合同訓練 

 幹部を対象とした周辺消防署合同訓練 

 

3-2-4-9 実施工程 

本事業は、我が国の無償資金協力に基づき実施される。次頁の表 3-16に実施工程を示す。 
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表
 3

-1
6 

実
施
工
程
表

 

   
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
13

14
15

16
17

18
19

20
21

22
23

24
25

26
27

28
29

30
31

32

閣
議

承
認

（
A

/C
）

交
換

公
文

締
結

（
E

/N
）

無
償

資
金

拠
出

協
定

（
G

/A
）
締

結

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
契

約

計
画

内
容

の
最

終
確

認

機
材

仕
様

等
の

レ
ビ

ュ
ー

入
札

図
書

作
成

入
札

図
書

承
認

入
札

公
示

図
書

配
布

、
内

説

入
札

入
札

評
価

業
者

契
約

製
作

図
作

成

機
材

製
作

製
品

検
査

、
出

荷
前

検
査

、
船

積
前

検
査

機
材

輸
送

開
梱

・
搬

入

調
整

・
試

運
転

初
期

操
作

・
運

用
指

導

検
収

・
引

渡
し

ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

調 達 監 理

期
間

所
要

月
数

契 約 実 施 設 計

：
現

地

：
国

内

認
証

技
術
札

価
格
札

契
約

契
約
認
証

契
約

18
ヵ

月

約
2.

5ヵ
月
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3-2-5 安全対策計画 

2023 年 10 月 7 日に発生したハマス等武装勢力によるイスラエルに対する奇襲攻撃を発端に、

イスラエル軍とガザ武装勢力間の交戦が継続しており、日本国外務省は 2023 年 10 月 18 日付で同

事案に伴うテロ等の脅威に関する注意喚起を発出し、西岸地区を含めた周辺地域の流動化に対す

る警戒感を高めている。上記武力衝突情勢に加え、2024 年 7 月にイスラエル北部国境地域におけ

るレバノンの武装組織との間で攻撃の応酬継続、さらにイスラエルとイラン間の情勢緊迫化を踏

まえ、今後西岸地区を含めた中東地域の治安・社会情勢が刻々と変わる可能性があることに留意

しつつ、本事業における安全対策につき計画する必要がある。 

現時点では上記 4 県の内、本事業における調達監理実施コンサルタントおよび機材調達業者に

よる活動は、ラマッラおよびジェリコの両県に限定されることになると想定している。現地情勢

がこのまま改善の見通しが立たない場合には、詳細設計から機材の現地到着前までの業務は原則

遠隔で対応する方針とし、機材出荷時点での最新の治安状況を踏まえて JICA と対応策につき相

談・検討することとする。 

基本的な安全管理については、JICA の「パレスチナ自治区・イスラエル国安全対策マニュアル」

に沿う方針とし、実施機関である PCD や本邦業者との情報収集・連絡体制の構築に加え、在外公

館や JICA 現地事務所とも連携を取りつつ、現地の最新の治安情報や安全対策に関する情報収集

を行い、日々の安全管理を行う必要がある。特に、対象県となるラマッラ県、ジェニン県等では

イスラエル軍や入植者とパレスチナ住民間の衝突等が恒常的に発生していることから、予見でき

ない脅威に備え、包括的な情報収集に加えて、外務省による海外安全情報や JICA 安全管理担当者

からの見解を踏まえ、行動計画を柔軟かつ慎重に検討するべきである。 

対象地域での具体的な安全対策として以下の行動規範を想定している。 

 コンサルタントおよび調達業者は、事前に「移動連絡票」を作成の上、JICA 現地事務所

や PCD を含めた関係者に共有し、訪問先や移動予定経路に治安上のリスクがないか確認

し合える体制を構築する。 

 移動中ないし移動先で携帯電話の≪バッテリー切れ≫により緊急時の連絡がとれなくな

る事態を回避するために、充電器を携行しまたモバイルバッテリーを携行する。 

 常設検問所および臨時検問所には武装したイスラエル国防軍（IDF）や国境警察等が警戒

しており、旅券の提示、移動目的などにつき尋ねられることがあるため、仮に通行拒否な

どが行われた場合には、PCD 等の関係者に報告の上、対応を委ねる。 

 ジェリコ県の訓練センターにおいては必要に応じて PCD に対し敷地内の警備強化を要請

し、警戒を強化する。 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本事業が我が国の無償資金協力で実施される場合のパレスチナ側分担事項は、以下のとおりで

ある。これらは本事業の円滑な実施に不可欠なものであり、パレスチナ側は確実に各業務を完了

する必要がある。 

 

3-3-1 銀行取極、支払授権書の発給 

コンサルタント契約および調達業者契約にかかる無償資金協力からの支払いのために、日本国

内の指定銀行にパレスチナ側の費用負担にてパレスチナ自治政府名義の口座を開設し、当該銀行

に対して支払授権書（Authorization to Pay。以下、「A/P」）を発給する。さらに銀行取極（Banking 

Agreement。以下、「B/A」）に基づき、A/P の信用状通知手数料および支払手数料を支払う。 

 

3-3-2 便宜供与 

パレスチナ側は、本事業に従事するためにコンサルタント及び調達業者から派遣される日本人

または第三国人に対し、パレスチナへの入国・滞在時及び政府関係機関訪問に係わる便宜供与を

行う。 

 

3-3-3 免税措置と輸入通関 

3-3-3-1 免税措置 

本事業で調達される機材および役務の提供に関し、パレスチナ自治区内および機材の輸入通関

地となるイスラエル国で課される関税、付加価値税、内国税、及びその他財政課徴金を免除する

こと。 

 

3-3-3-2 輸入通関 

整備機材の輸入通関手続きは、機材調達業者とその指定乙仲（カスタムブローカー）の責務で

行うこととするが、かかる業務に必要となるパレスチナおよびイスラエルの関係省庁への各種手

続きを速やかに実施し、調達業者手配による円滑な荷揚げ港での陸揚げ、輸入通関と内陸輸送を

支援する。 

 

3-3-4 初期操作・運用指導およびソフトコンポーネント 

3-3-4-1 施設提供 

初期操作・運用指導およびソフトコンポーネント等の技術指導は、訓練センターで実施する計

画としているが、技術指導の準備および実施期間に関しては、パレスチナ側は同施設（教室、訓

練設備、宿泊設備など）を無償で貸出する。 

 

3-3-4-2 技術指導中の燃料油脂類、訓練用の水利等と受講者の参加にかかる費用 

初期操作・運用指導およびソフトコンポーネント等の技術指導を実施するにあたり、消防車等

の機材を稼働させるために必要な燃料油脂類、電力、訓練に用いる水利、消火剤、廃材および救

助訓練用の廃車、訓練人形等はパレスチナ側が手配する。また、これらの技術指導に参加する PCD

職員の交通費、日当、宿泊費等の旅費についてもパレスチナ側の負担とする。 
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3-3-4-3 技術指導中の PCD 職員の投入 

初期操作・運用指導およびソフトコンポーネント等の技術指導を実施するにあたり、日本側の

関係者（業務主任、調達監理要員、消防専門家、調達管理要員等）と協力して本事業の技術指導

を円滑に進めるために必要な担当要員を PCD が配置し、技術指導に担当要員として参加する。 

以下に要員の種別とその求められる要件、参加タイミング等について示す。 

 

表 3-17 投入される PCD 職員の担当事項、概要 

担当要員 担当する内容 
参加タイミング 

人数 初期操作 
運用指導 

ソフトコン

ポーネント 

連絡調整員 
日本側との連絡、調整役であり PCD 幹

部と直接連絡を取ることが可能で英語

での会話が可能な要員 
    1 名 

マニュアル案 
レビュー要員 

消防教育・訓練部署の上級管理者、機

材専門家 
---   

最低 
2～3 人 

技術指導中における

現場補助要員 
---     適宜 

 

3-3-5 車両登録と車両保険加入 

本事業で整備する消防車の登録手続きおよび車両保険への加入はパレスチナ側の負担とする。 

 

3-3-6 対象消防署への機材輸送 

ジェリコ県にある訓練センターにおける機材引き渡し、初期操作・運用指導ならびにソフトコ

ンポーネント実施後、対象地域の消防署までの機材輸送はパレスチナ側の責任の下、パレスチナ

側の負担で行う。 

 

3-3-7 消防車用駐車場の整備 

PCD は対象消防署へ配備される消防車用の駐車場をパレスチナ側負担にて整備する必要がある。

本調査にて対象消防署の駐車スペースの有無、車庫の現状確認を行ったところ、資料 6 のとおり、

7 カ所の消防署においては車庫の新設ないし現有車庫を改修する必要があることを確認した。 

本調査では、対象 3 県 20 消防署における車庫の有無、現有車庫の寸法や構造を含めた基本仕様

に関する確認結果27と PCD との協議を踏まえ、図 3-9、写真 3-3 に示した車庫図面案、イメージ

写真を参考に、M/D にてパレスチナ側負担にて対象消防署の車庫整備を行うことにつき合意した。

同 M/D では、本事業の業者選定入札公示前までに、車庫整備に必要な予算を確保し、本事業によ

り消防車が納入されるまでに車庫整備を完了させるスケジュール案についても合意した（資料 4 

討議議事録（M/D）参照）。 

なお、2023 年 8 月にパレスチナ財務庁に 2024 年度予算における概算請求を行い、同年 8 月 13

日付決定書にて必要な予算を確保済みである。 

 
27 対象地域のごく一部の消防署においては、屋外の鉄柱に亜鉛メッキ鋼板製の屋根やコンクリートブロックによる壁により覆

われた構造物も存在するが、日本の消防署でみられるようなシャッター付きの車庫は見られない。 
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西岸地区の消防署では 3 側面を覆う壁を設置しない仕様の車庫の設置が標準的である 

図 3-9 参考車庫図面 

 

 
USAID 資金により 2015 年に整備された車庫

（ラマッラ県 Taybe 地域防災センター） 

写真 3-3 車庫イメージ写真 

 

3-3-8 機材の適切な運用・維持管理 

パレスチナ側は、整備された消防機材を適切に運用・維持管理（日常および定期点検の実施を

含む）し、それに必要な予算を確保する。また、これらの機材を安全かつ適切に運用できるよう

に人員の確保と必要な技術レベルを維持するために必要となる消火・救助訓練を継続的に行う。 

 

3-3-9 プロジェクトモニタリングレポートの提出 

PCD は JICA 指定様式に従ってプロジェクトモニタリングレポート（Project Monitoring Report: 

PMR）を作成し、M/D 記載のタイミングおよび回数で JICA へ提出する。 

 

3-3-10 その他 

本事業に関し、無償資金協力として日本側が分担する以外の全ての費用をパレスチナ側が負担

する。 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

本事業で整備する機材の運営に関しては PCD の現有消防車と同様に、PCD の予算と人員で行

うことを前提として計画する。また、本事業では機材の配備台数を増やすことは想定しておらず、

老朽化した機材の置き換えを行う計画であるため、消防隊員等の人員増加および使用燃料等の増

加は想定していない。 

一方、維持管理に関してもこれまでとおり PCD 所管予算で行うこととなるがこれまで PCD で

は旧型の排出ガス規制に対応していない車両と排出ガス規制に対応した比較的新しい消防車両で

は整備方法に表 3-18 に示した違いが見られる。 

 

表 3-18 機材の維持管理のタイプ 

維持管理の

タイプ 
維持管理 
対象車両 

維持管理の実施場所 

日常点検 
年次点検等の

定期点検 

修理 

板金・溶接等や簡

易な修理 

専用診断機を

必 要 と す る 電

気系統の修理

や複雑な修理 

タイプ 1 主に旧型車 各消防署 
消防署周辺の

一般の整備 
工場 

消防署周辺の一

般の整備工場 
不要 

タイプ 2 

排出ガス規制

（EURO 4 以降）

に対応した比較的

新しい車両 

各消防署 
シャシメーカー

正規代理店 
消防署周辺の一

般の整備工場 

シャシメーカー

正規 
代理店 

 

同違いがみられる理由としては、シャシ部分の維持管理工程の一部には、シャシメーカー専用

の故障診断装置が必要となる工程があり、同装置はシャシメーカーの正規代理店のみが保有して

いることが挙げられる。これらを踏まえ、「3-2-1-4 運営・維持管理に対する方針」で示した維持

管理方針に従って、表 3-18 の「タイプ 2」でのデマケにて維持管理を行う計画とする。 

なお、消防艤装部分の維持管理に関しても「3-2-1-4 運営・維持管理に対する方針」で示した

とおり、基本的にはシャシメーカーの現地正規代理店に維持管理を依頼することとし、サービス

内容の難易度次第では代理店の判断により消防署や一般の整備工場で保守サービスを行うことと

する。 

但し、仮にシャシメーカーの正規代理店では対応できない難易度の高い不具合が消防艤装部分

に生じた際には、Web カメラ等を活用して現地代理店所属のメカニックと艤装メーカーが連携し

てメンテナンスを行うこととする。 

 

3-5 プロジェクトの概略事業費  

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

3-5-1-1 概略事業費 

本事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、調達業者契約認証まで非公開。 
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3-5-1-2 日本側負担経費 

 

表 3-19 日本側負担費 

費 目 概略事業費（百万円） 

機材調達費  

実施設計・調達監理費（ソフトコンポーネント費含む）  

合 計  

※概略事業費の金額は、百万円単位で記載。 

 

3-5-1-3 パレスチナ側負担経費 

 

表 3-20 パレスチナ側負担費 

費 目 
概算費用 

百万円 千 US$28 

1 
銀行取極め手数料 
（コンサルタントおよび調達業者契約関係） 

1.05 7.85 

2 消防車を駐車するための駐車場整備費用 17.17 128.29 

3 
本事業で日本側が負担する以外の初期操作・運用指導及

びソフトコンポーネント時に必要な予算（燃料・油脂類、放水

訓練用水、PCD 職員の旅費など） 
2.72 20.30 

4 車両の登録費 0.16 1.20 

5 
運用・維持管理費 

（燃料・油脂類含む） 

1～2 年（期間合計） 13.97 104.40 

3～5 年（期間合計） 31.09 232.30 

合 計 66 494 

※各費目の金額は、小数点以下を含めて計算し、合計額は小数点以下切り捨て記載とした。 

 

3-5-1-4 積算条件 

 積算時点  ：2024 年 5 月29 

 為替交換レート ：米ドル対日本円   ：US$1.00 = 151.96 円 

現地通貨対日本円30 ：NIS1.00 = 41.076 円 

 調達期間  ：詳細設計、機材調達の期間は、実施工程に示したとおり 

 その他  ：積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うものとする 

 

 

 

 
28 米ドル対日本円の交換レートは 151.96 円/ US$を適用。米貨については小数第三位（百ドル単位）を四捨五入した。 

29 積算時点は 2024 年 5 月とし、積算に使用する為替は 1 カ月前の月 2024 年 5 月末から 3 カ月さかのぼり、2024 年 2 月 1 日か

ら 2024 年 4 月 30 日までとする。 
 

30 パレスチナの流通通貨単位： イスラエル新シェケル（New Islaeri Shekel：NIS） 

施工・調達業者契約認証まで非公表 
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3-5-2 運営・維持管理費 

3-5-2-1 概要 

消防車が整備された後、パレスチナ側は PCD の予算にて当該機材を維持管理するための費用を

負担する必要がある。 

調査団の試算によると、消防車 14 台が整備された際に要する年間あたりの維持管理費と燃料・

油脂類等の費用は、1～2 年目の平均が USD52,200/年/14 台（約 800 万円）、3～5 年目の平均が

USD77,433/年/14 台（約 1,200 万円）となる（図 3-10）。 

表 3-21 に示したとおり、PCD の消防車両の運営・維持管理費（推計値）は 2018 年と 2022 年

との比較で 14%増と増加基調にある。2022 年についてはその規模は約 NIS541 万（2 億 2,200 万円

相当）となっており、PCD の 2022 年予算全体約 NIS7,936 万（ 32 億 6,000 万円相当）の 7%を占

めており、本事業の対象地域を含めた西岸地区 11 県に配備されている消防車両が 24 時間 365 日

切れ目なく災害出場できる体制を維持するために、その予算を重点配分している。 

上記に加え、PCD が配備開始から 20 年以上経過した消防車両についても適切に維持管理予算

を配分し続け、運用してきている実績に加え、本事業により現有機材が更新されるため、頻発し

ている故障等により発生している現有機材に比べ維持管理費は格段に減少することが期待される。

また、新規調達機材の燃費性能の向上により、現有車両に比べ燃料費負担の削減が見込まれる。 

 

表 3-21 PCD の運営・維持管理予算 

 

 

3-5-2-2 現有車両と本事業で整備する車両の維持管理費の比較 

本事業では、機材の配備計画を行うにあたり、消防車の台数は増やさずに老朽化した消防車を

置き換えることを基本として計画している。 

この条件を基に、2018～2022 年間に PCD が負担した各消防車の維持管理費と本事業で整備す

る消防車の維持管理費を比較し、PCD による今後の維持管理費の負担能力につき、以下に考察す

る。 

なお、燃料費用に関しては現有車両に比べ燃費性能が向上することになるため、比較検討の対

象項目から除外する。 

 

(1) 現有車両の維持管理費 

現有車両向けに支弁された 2018～2022 年間の維持管理費を次頁の表 3-22 に示す。なお、一部

の現有車両についてはデータが存在しなかったため、入手可能なデータのみにて整理・分析を行っ

（単位：  NIS）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
2018/2022年比

増加率

4,754,963 4,845,090 5,025,659 5,216,203 5,415,211

¥195,314,860 ¥199,016,917 ¥206,433,969 ¥214,260,754 ¥222,435,207

注1： 41.076円/New Israel Shekel　（本調査の積算使用為替レートを適用）

注2：2018～2022年間の消防車両の運営費については開示されなかったことから、2023年度に措置された燃料・油脂類の費（NIS3,120,000）と車両

保険費（NIS579,675）を、各年の運用・維持管理費に合算推計した。

西岸地区11県 14%

出典：PCD技術部提供データを基に調査団作成
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た。 

同表のとおり、これら老朽車両に対し PCD は年平均で約 86 万円相当を維持管理費として支出

していることが判明した。 

 

表 3-22 現有車両毎の年間維持管理費（2018～2022 年）31 

 
出典：PCD 資料を基に調査団作成 

 
 

(2) 本事業で整備する機材の運営・維持管理費 

1) 運営・維持管理費算出の考え方 

本事業で整備する機材の運営・維持管理に必要な費用を①交換部品費用、②整備費用、③

燃料費用、④環境対策費用に分類し、以下に算出する。 

 

① 交換部品費用 

交換が必要となる部品は、車齢毎に異なるため、表 3-23 に示した費用算出方針に従い、

試算した。 

 

表 3-23 部品の交換タイミングの考え方 

交換時期 必要部品 
機材引渡し～1 年目 元々車両に組み込まれている部品を利用 

1 年目交換時 本事業で調達した交換部品を利用 
2 年目交換時 2 年目に必要な部品代を計上 
3 年目交換時 3 年目に必要な部品代を計上 
4 年目交換時 4 年目に必要な部品代を計上 

5 年目交換時 
5 年目に必要な部品代を計上 
タイヤ交換を計上 

 

② 現地代理店で必要な整備費用 

上記交換部品の取り付け作業等に必要な作業費用を計上した。 

 

 
31 本表内で示した各消防車の配備消防署は 2022 年時点のものであり、本調査において 2023 年 3 月に確認した最新の配備状況

（表 3-1、表 3-2、表 3-3）とは一致しない。 

2018 2019 2020 2021 2022 NIS JPY

Ramallah 車両1 2001 26,300 15,732 18,975 27,540 28,776 23,465 963,832

Ramallah 車両2 2001 6,974 4,460 8,420 3,856 7,864 6,315 259,387

Birzeit 車両3 2015 4,675 12,453 27,816 213,602 19,005 55,510 2,280,137

Abwein 車両4 2001 8,921 9,703 8,943 10,900 13,559 10,405 427,404

Ni'lin 車両5 2012 8,953 8,075 9,537 7,436 10,748 8,950 367,622

Jenin 車両6 1985 19,785 32,363 29,198 30,975 33,254 29,115 1,195,928

Jenin 車両7 1992 n/a n/a 11,254 18,150 18,975 16,126 662,405

Barta'a 車両8 1997 11,827 8,812 18,214 10,805 20,811 14,094 578,917

Al Yamun 車両9 2001 8,720 9,210 9,294 8,629 12,648 9,700 398,445

Qabatiya 車両10 1994 24,800 27,649 18,720 23,876 38,970 26,803 1,100,960

Jaba' Support Center 車両11 1991 18,126 24,876 28,976 19,452 33,520 24,990 1,026,489

Tulkarm 車両12 1997 37,492 20,423 28,573 30,964 35,584 30,607 1,257,221

Tulkarm 車両13 1987 n/a n/a 9,584 14,680 22,485 15,583 640,087

20,897 858,372

ジェニン県

維持管理費（通貨NIS）
製造年県 消防署名

ラマッラ県

2018-2022年平均

トゥルカレム県

対象地域平均

車両
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③ 燃料費用 

燃料類の費用を以下の条件を基に算出した。 

 出動回数：180 回/年 

 出動した際の移動距離：15km/1 回 

 軽油燃料費：NIS6.16/lit 

 為替レート：積算為替レート 

 燃費性能：5km/lit と仮定 

 

④ 環境対策費用 

既述のとおり、本事業で整備する消防車の排出ガス規制のレベルは、EURO 6 である。そ

のため、排出ガス浄化装置に尿素 SCR（Selective Catalytic Reduction）システム32が採用され

ており、同システムでは AdBlue33を交換する必要がある。運営・維持管理費を算出するにあ

たり、同システムで用いる AdBlue の調達費用を計上する。 

なお、AdBlue 単価は現地調査時にガソリンスタンドで確認した金額を使用する。 

 10 liter=約 20 USD 

 

2) 整備車両の維持管理費 

上記 1)で示した考え方に基づいた算出方法により、機材整備後 5 年間に必要な運営・維持

管理費の算出結果を図 3-10 に示す。 

なお、上記金額以外に想定される費用として自動車保険料、想定外の故障や破損の修理費

用、自動車税を挙げることができるがこれらの費用は本計算からは除外した。 

 

 
32 排気ガス浄化装置を構成する装置の一部であり、ディーゼルエンジンの排気中の窒素酸化物（NOx）を浄化する装置である。 

33 AdBlue は、尿素 SCR システムにおいて還元剤として用いられる尿素水であり、西岸地区ではガソリンスタンドや自動車代理

店などで、10lit あたり US$20 程度で容易に入手できる。 
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図 3-10 整備機材 14 台分の運営・維持管理費（5 年間） 

 

表 3-24 に試算した整備機材の 1 台当たりおよび 14 台の維持管理費を示す。 

 

表 3-24 1 台当たりおよび 14 台の整備機材の維持管理費 

年 
14 台当たりの維持管理費 1 台当たりの維持管理費用 

US$ US$ JPY 
1 年目 15,700 1,100 167,156 

2 年目 53,300 3,700 562,252 

3 年目 47,100 3,400 516,664 

4 年目 57,500 4,100  623,036 

5 年目 71,100 5,100   774,996 
為替レート：積算時レートを使用。US$1=151.96 円 

 

(3) 機材の維持管理費の比較 

3-5-2-1(1)および(2)で示したとおり、現有消防車と本事業で整備する消防車 1 台当たりの維持管

理費用を比較すると以下のとおりとなる。 

 

・現有機材の維持管理費（1 台当たり）：約 860,000 円 

・本事業で整備する消防車の維持管理費(同上)：約 170,000 円（1 年目）～770,000 円（5 年

目） 

 

よって、現有消防車に比べ本事業で整備する消防車の維持管理費は低減されることに加え、「3-

5-2-1 概要」で示したとおり PCD の運営・維持管理費は安定的に予算分配されていることから現

状の維持管理予算が確保されることで整備機材は問題なく運営・維持管理されることが期待され

る。 



 

 

 

 

 

 

 

４．プロジェクトの評価 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本事業実施のための前提条件は、「3 章 3-3 相手国側分担事業の概要」で示した事項がパレスチ

ナ側により滞りなく履行されることであり、主な内容は以下のとおりである。 

 

 銀行取極・支払授権書の発給 

 免税措置に係る諸手続きの実施 

 輸入される機材および関連役務提供のための便宜供与 

 消防署内に整備車両を駐車するための車庫の整備 

 運営・維持管理予算および人員の確保 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本プロジェクトの効果を発現・持続するためにパレスチナ側が取り組むべき事項は、以下のと

おりである。 

 

 消防活動に必要な消防隊員を含めた人材確保と配置がされること 

 整備された機材に関する運用指導等のトレーニング受講者およびその受講者から指導

を受けた消防隊員等により、継続的な消防・救助技術訓練と技術習熟度の向上が図られ

ること 

 整備された機材の運営・維持管理に必要な予算が継続的に確保されること 

 

4-3 外部条件 

本プロジェクトの効果を発現・持続させるための外部条件として、以下が挙げられる。 

 

 パレスチナ自治政府による≪災害対応と危機管理能力強化≫に向けた政策アジェンダ

に大きな変更が生じないこと 

 PCD により策定された「消防・災害救急開発計画 2017‐2022 年34（Palestinian Civil Defense 

Development Plan 2017-2022）」に政策上の大きな変更が生じないこと 

 中東和平問題に関連し、西岸地区、特に本プロジェクトの対象地域において治安が著し

く悪化しないこと 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本事業を通じて西岸地区における火災発生件数全体の半数を占める対象地域（ラマッラ県、ジェ

ニン県、トゥルカレム県）の消防署に配備されている老朽消防車を更新し、消防体制の維持・強

化を図ることにより、住民の生命・身体・財産を火災等から守り、地域の安全・安心の確保・向上

に資することが期待される。このことから、本事業実施の意義は高く、その妥当性も高いと判断

 
34 本調査において PCD 本部の計画・開発部より、当該開発計画 2017‐2022 年に変更はなく、2023 年も同計画を継続する方針

であり、新 5 カ年計画は策定していないことを確認した。 
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される。本事業の実施妥当性を示す具体的な理由は以下のとおりである。 

 

4-4-1-1 緊急性 

対象地域（ラマッラ県、ジェニン県、トゥルカレム県）には、西岸地区全体の人口約 325 万人

の 3 割にあたる約 91 万人が居住しており、2018～2022 年平均の年間の出火件数（11,913 件）およ

び救助件数（4,689 件）の凡そ 5 割を占めており警防上の重要度が高い。しかしながら同 3 県の 20

消防署に配備されている水槽付消防ポンプ車 31 台の内、その約半数については既に故障中か故障

発生頻度が高いことから、消防力の脆弱性が今後更に進行し、適時・適切な消火・救助サービス

の質の低下に繋がり、被災規模を拡大させる遠因となることが懸念されている。 

かかる状況にもかかわらず、パレスチナ自治政府は、慢性的な財政不足や他ドナーからの消防

分野への支援不在を背景に当該消防機材を更新整備する目途が立っていないため、本事業実施に

よる消防力の可及的速やかな改善が求められている。 

 

4-4-1-2 プロジェクトの裨益対象 

本事業で消防機材が整備され、対象地域における消防体制が維持・強化されることにより、西

岸地区の人口約 325 万人の 3 割にあたる約 91 万人の住民が裨益する。 

 

4-4-1-3 パレスチナ上位計画との整合性 

パレスチナ自治政府は、「国家政策アジェンダ 2017‐2022 年（2017-2022 National Policy Agenda）」

（2016 年 12 月）において、優先課題の 1 つとして「強靭なコミュニティづくり」を謳っており、

その実現のために「災害対応と危機管理の能力を強化する」としている。加えて本事業の実施機

関となる PCD は、上記計画に基づき「消防・災害救急開発計画 2017‐2022 年」を策定し、消防

車両の更新・拡充、消防職員の増員・能力強化、消防署の増設等にプライオリティを置いている。 

本事業は、これらの政策や計画目標の達成に資するものである。 

 

4-4-1-4 我が国の援助政策・方針との整合性 

対パレスチナ自治区国別開発協力方針（2017 年 9 月）においては、重点分野の一つである「財

政基盤の強化と行政の質の向上」の一環として、行政サービスの質の向上を支援する指針が示さ

れている。本事業は、消防・救助機材の整備によりパレスチナ西岸地区における消火・救助活動

能力の改善を通じ行政サービスの向上に資するものであり、我が国の援助政策・方針とも合致し

ている。 

 

4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

本事業の実施により、対象地域において期待される定量的効果は表 4-1 のとおりである｡ 
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表 4-1 定量的効果 

指標名 
対象地域 

（消防署数） 

基準値 

（2023 年推測値） 

目標値 

（2030 年暫定値） 

【事業完了 3 年後】 

水槽付消防車（3,000lit な

いし 4,000lit）が配備されて

いる消防署と地域防災セ

ンター数とその割合の増加 

（注 1） 

ラマッラ県 

（7 消防署） 
4 署（57%） 7 署（100%）

ジェニン県 

（9 消防署） 
4 署（44%） 9 署（100%）

トゥルカレム県 

（4 消防署） 
3 署（75%） 4 署（100%）

3 県合計 

（20 消防署） 
11 署（55%） 20 署（100%）

各県に配備された消防車

両の総積載水量の増加 

（注 2） 

ラマッラ県 

（7 消防署） 
37,000lit 48,000lit（30%増）

ジェニン県 

（9 消防署） 
37,000lit 52,000lit（41%増）

トゥルカレム県 

（4 消防署） 
13,000lit 17,000lit（31%増）

3 県合計 

（20 消防署） 
87,000lit 117,000lit（34%増）

環境に配慮した 

消防車両数の増加（注 3） 
対象地域 10 台 21 台

 基準値・目標値はパレスチナ自治政府が把握している情報や目標としている数値を基に算出したもので、今

後変更の可能性があるため推測値・暫定値としている。 

〔前提条件〕 
注 1: 基準値は、表 3-1、表 3-2 および表 3-3 において A～C 判定された水槽付消防ポンプ車（3,000lit、4,000lit）
が配備されている消防署のみを集計した。 
本調査では、現有の水槽付消防ポンプ車の「車両本体」、「搭載品」の双方のコンディションを確認・診断した

上で、A～F の 6 つのレベルに分類を行った。A～C 車両は、＜本事業完了 3 年後も、消防・救助活動目的で運

用可能＞と判定された機材である一方、D～F 車両は＜車両・搭載品の双方において故障、不具合等が認められ、

消防・救助目的で運用する上で課題を有しており、本事業完了 3 年後に継続配備することが困難＞と判定され

た機材である。定量的効果の対象となる A～C 判定車両の基準は以下のとおり。 

A 新車同様 

B 
稼働上問題なし（例：車両の錆、へこみ等外観上の破損や搭載機材の一部の機能低下が認められる

ものの、消火・救助活動を行う上で大きな課題がない状態） 

C 
一部問題があるが稼働可能（例：車両の錆、へこみ等外観上の破損に加え、複数の搭載品の老朽化

が認められるものの、消火・救助活動のために継続投入が可能な状態） 

注 2: 基準値は、表 3-1、表 3-2 および表 3-3 において、A～C 判定され、かつ常備車に分類された水槽付消防ポ

ンプ車（1,000lit、3,000lit、4,000lit）および水槽車の積載水量の合計値。 

注 3: 基準値で示した消防車両数には、表 3-1、表 3-2 および表 3-3 において A～C 判定された水槽付消防ポン

プ車（3,000lit、4,000lit）および水槽車の内、欧州圏内自動車排出ガス規制（European Emission Standard）の「EURO 
5」以上のエンジンを搭載した車両を集計した。目標値については、環境に配慮した現有車両数から対象地域外

に配置転換が計画されている車両数（3 台）を差し引いた上で、本事業にて整備される消防車両数（14 台）を

加算した。 
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4-4-2-2 定性的効果 

本プロジェクトの実施により期待される定性的効果は行政サービスの向上及び対象地域住

民の災害リスクの軽減であり、具体的には以下のとおりである。 

 

 消防車両が進入して活動することが困難な住宅密集地や草地等における消防活動能力が

向上し、迅速な災害対応が可能となる。 

 本事業のソフトコンポーネント等を通じて改善された消防・救助活動に関する訓練教材や

マニュアルが有効に活用され、災害による被害が軽減される。 
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資料-1 : 調査団員氏名・所属 

 

第一次現地調査 

氏 名 担 当 所  属 

(1) JICA 

山本 美奈子 総括 

独立行政法人 国際協力機構 

ガバナンス・平和構築部 

ガバナンスグループ 行財政・金融チーム 

岡野 将利 協力企画(1) 同上 

鈴木 泰地 協力企画(2) 
独立行政法人 国際協力機構 

資金協力業務部 実施監理第一課 

(2) コンサルタント 

佐野 淳 業務主任／消防計画 株式会社 アンジェロセック 

大久保 雛 副業務主任／調達計画(2) 同上 

椎野 靖啓 消防体制 株式会社 アンジェロセック（補強） 

上橋 信行 
消防車両計画／ 

運営維持管理計画／積算(2) 
株式会社 アンジェロセック 

堀江 英彦 調達計画(1)／積算(1) 
株式会社 片平エンジニアリング・インターナ

ショナル 

 
 
 
第二次現地調査-その１（概略設計準備協議） (Web 会議にて実施)  

氏 名 担 当 所  属 

(1) JICA 

山本 美奈子 総括 

独立行政法人 国際協力機構 

ガバナンス・平和構築部 

ガバナンスグループ 行財政・金融チーム 

宗像 哲平  協力企画(1) 同上 

(2) コンサルタント 

佐野 淳 業務主任／消防計画 株式会社 アンジェロセック 

大久保 雛 副業務主任／調達計画(2) 同上 

上橋 信行 
消防車両計画／ 

運営維持管理計画／積算(2) 
同上 

 

 

  



資料 1-2 
 

第二次現地調査-その 2（概略設計協議） (Web 会議にて実施)  

氏 名 担 当 所  属 

(1) JICA 

山本 美奈子 総括 

独立行政法人 国際協力機構 

ガバナンス・平和構築部 

ガバナンスグループ 行財政・金融チーム 

宗像 哲平  協力企画(1) 同上 

井出 悦子 協力企画(2) 同上 

(2) コンサルタント 

佐野 淳 業務主任／消防計画 株式会社 アンジェロセック 

大久保 雛 副業務主任／調達計画(2) 同上 

上橋 信行 
消防車両計画／ 

運営維持管理計画／積算(2) 
同上 
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資料-2: 調査日程 

 

第一次現地調査日程表（2023 年 3 月 3 日～31 日） 

 

  

官団員(JICA)

①、②、③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
総括：山本　美奈子 業務主任 消防車両計画 副業務主任

協力企画(1)：岡野　将利 / 消防計画 / 運営維持管理計画 / 調達計画(2)

協力企画(2)：鈴木　泰地 / 積算(2)

佐野　淳 椎野　靖啓 上橋　信行 大久保　雛 堀江　英彦

1 3月3日 金

2 3月4日 土

3 3月5日 日

4 3月6日 月

5 3月7日 火

6 3月8日 水

内務庁表敬訪問

消防計画、法規に関する調査

8 3月10日 金

9 3月11日 土

10 3月12日 日

11 3月13日 月
PCDにてWBにおける消防計画、

法規に関する調査

12 3月14日 火

13 3月15日 水

14 3月16日 木

15 3月17日 金

16 3月18日 土

財務庁調査 財務庁調査

質問票回収・回答確認 PCDとの機材仕様協議

運輸庁調査 PCDとの機材仕様協議

＜東エルサレム＞ 

EUREP他ドナー調査
＜東エルサレム＞ 

EUREP他ドナー調査
団内協議、収集データ整理・分析

＜テレアビブ＞

COGATとの協議
＜テレアビブ＞

COGATと協議 
PCDと機材仕様協議

USSC (Canada)他ドナー調査 USSC (Canada)他ドナー調査 団内協議、収集データ整理・分析

22 3月24日 金 団内協議
ラマッラ発→陸路→テルアビブ、

（アブダビ経由）
団内協議

23 3月25日 土 成田発 → 団内協議 →成田着 団内協議

24 3月26日 日 同左

25 3月27日 月 同左

26 3月28日 火 PCDと協議（M/D協議）
PCDと協議（M/D協議）、中央財務

部調査
同左

27 3月29日 水 同左

28 3月30日 木 ラマッラ発
ﾗラマッラ発→陸路→テルアビブ（

アブダビ経由）
ラマッラ発→陸路→テルアビブ、

（アブダビ経由）

29 3月31日 金 成田着  →成田着 →成田着
 1 PCD: Palestinian Civil Defense (PCD), Ministry of Interior （内務庁消防・災害救急局）

 2 
WB: West Bank （パレスチナ西岸地区）

 3 COGAT: Coordinator of Government Activties in the Territories （イスラエル占領地政府活動調整官組織）

PCDとM/D締結、JICAパレスチナ事務所、対パレスチナ日本政府

代表事務所報告

ラマッラ発→陸路→テルアビブ、
（アブダビ経由）

→成田着

テルアビブ→ラマッラ着

1) JICAパレスチナ事務所表敬訪問

2) PCD 表敬訪問

<ラマッラ県>
「2.Al-Bireh消防署」、「1.Ramallah(Betounia) 消防署」、　

「3.Birzeit消防署」、「4.Abwein消防署」視察

21 3月23日 木
PCDと協議（要請機材の協議、事業の概要、M/D事前説明）主に概要部分

団内協議、収集データ整理・分析

20 3月22日 水

PCDと機材仕様協議

団内協議、収集データ整理・分析

19 3月21日 火

PCDと協議（要請機材の協議）

団内協議、収集データ整理・分析

18 3月20日 月

<ジェリコ県>　最終仕向け地、各種トレーニング予定サイト調査

<ラマッラ県>「6.Tayibe地域防災センター」調査

<トゥルカレム県>　「19.Anabta消防署」、「Tulkarm県消防・災害救急局」、「Al Kafriat(消防署新規建設予定地)」、

 「17.Tulkarm広域消防署」、「18.A'ttil消防署」、「20.Del Al-Ghusoon消防署」調査

<ジェリコ県>「パレスチナ・ヨルダン・チェコ・ルーマニア・エストニア 国際緊急援助合同訓練」視察、
<ラマッラ県>「2.Al-Bireh消防署」

<ラマッラ県>>「ラマッラ県消防・災害救急局」、「1.Ramallah(Betounia)消防署」、「7.Ni'lin 消防署」、「5.Bayt Liqya消防署」調査

17 3月19日 日
PCDとの機材仕様協議 PCDとの機材仕様協議

7 3月9日 木 消防計画、法規に関する調査 PCDとの機材仕様協議

<ｼﾞｪﾆﾝ県>「14.Arraba消防署」、「12.Ya'bad消防署」、「10.Barta'a消防署」調査 現地輸送業者調査､車両メーカー現地代理店調査（MAN）

<ｼﾞｪﾆﾝ県>「13.Qabatiya消防署」、  「9.Siris消防署」、  「16.Jaba地域防災センター」調査 現地輸送業者調査､車両現地代理店調査（MERCEDES）

成田発 → （アブダビ経由）

テルアビブ着→陸路→ラマッラ着

JICAパレスチナ事務所表敬訪問（計画の説明、治安等の情報収集）、

PCD 1 表敬訪問、インセプションレポートの説明、質問事項・調査日程打合せ、WB 2における消防計画、法規に関する調査

<ｼﾞｪﾆﾝ県>　
「Jenin県消防・災害救急局」、「8.Jenin広域消防署」、「11.Yamun消防署」、

「15.Marj ibn Amir消防署」調査

車両メーカー現地代理店調査（VOLVO、IVECO）

収集データ整理・分析

収集データ整理・分析

<ラマッラ県>　「3.Birzeit消防署」、「4.Abwein消防署」

団内協議、収集データ整理・分析

JICA/コンサルタントによる団内会議（中間報告）

収集データ整理・分析

日程 コンサルタント 

日
順

月
日

曜
日

消防体制 調達計画(1) / 積算(1)
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第二次現地調査（その１）日程表（概略設計準備協議）（2023 年 12月 12～13 日、18

～19 日、26 日～27 日） 

 

  

 

第二次現地調査（その２）日程表（概略設計協議）（2024 年 7 月 9 日～10 日） 

 

官団員(JICA)

①、② ③ ④ ⑤

総括：山本　美奈子 業務主任 副業務主任 消防車両計画

協力企画(1)：宗像　哲平 / 消防計画 / 調達計画(2) / 運営維持管理計画

/ 積算(2)

佐野　淳 大久保　雛 上橋　信行

12月12日 火

12月13日 水

12月14日 木

12月15日 金

12月16日 土

12月17日 日

12月18日 月

12月19日 火

12月20日 水

12月21日 木

12月22日 金

12月23日 土

12月24日 日

12月25日 月

12月26日 火

12月27日 水

「準備調査報告書（案）」の概要説明

JICA/コンサルタントによる団内会議

準備調査進捗報告・協議

コンサルタント 

月
日

曜
日

「準備調査報告書（案）」の概要説明

「準備調査報告書（案）」の概要説明

「準備調査報告書（案）」の概要説明

官団員(JICA)

①、② ③ ④ ⑤

総括：山本　美奈子 業務主任 副業務主任 消防車両計画

協力企画(1)：宗像　哲平 / 消防計画 / 調達計画(2) / 運営維持管理計画

協力企画(2)：井出　悦子 / 積算(2)

佐野　淳 大久保　雛 上橋　信行

7月9日 火

7月10日 水

第二次M/D協議

第二次M/D（最終稿）確認

コンサルタント 

月
日

曜
日
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資料-3： 関係者（面談者）リスト 

 
機関・氏名 役職 

パレスチナ内務庁 (Ministry of Interior) 
アラブ・国際関係局 (Directorate of Araba and Internatiional Relations) 
Mahmoud Salahaldin 局長 (Director) 
消防・災害救急局 (General Directorate of Civil Defense: PCD) 

本部 (Head Quarter) 
Al. Abed Ibrahim Khalil 局長 (Director General) 
Omar Al Bzour 副局長（Deputy General Director） 
Owda Younis 国際関係部 部長 

(Head of International Relations Department) 
Hasan Saad 国際関係部 次長 

(Deputy Director, International Relations Department) 
Omar Eied 技術部 部長 

(Head of Technical Affairs Department) 
Malek Z. Alia 研究・調査部 部長 

(Head of Research and Study Department) 
Shatha Badawi 計画・開発部 部長 

(Head of Planning and Development Department) 
Raed Isad 中央作戦部 部長 

(Head of Central Operation Department) 
Adnan Shaheen  消防・救助部 部長 

(Head of Firefighting and Rescue Department) 
Mustafa Niyaz 訓練部 研修管理長 

(Training Department, Leader of Training Management) /  
訓練センター 部長 （ジェリコ県） 
(Head of Training School Department (Jericho)) 

ラマッラ・アル＝ビーレ県 
ラマッラ県消防・災害救急局 
Imad Hussien Abed Jammal 局長 
ラマッラ広域消防署 (Ramallah (Betounia) CDC) 
Ramiz Saleh 署長 
アルビレ消防署 (Al-Bireh CDC) 
Ahmad Khalifa 署長 
ビルゼイト消防署 (Birzeit CDC) 
Abu AL-Kareem Armoosh 署長 
アブウェイン消防署 (Abwein CDC) 
Nader Abu Zrake 署長 
ベイトリキア消防署 (Bayt Liqya CDC) 
Awdi Alhadge 副署長 
タイベ地域防災センター (Tayibe Support Center) 
Tareq Abu Omar センター長 
ナイリン消防署 (Ni’lin CDC) 
Yousif Atah 署長 

ジェニン県 
ジェニン県消防・災害救急局 
Abdul-Latif 局長 
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ジェニン広域消防署 (Jenin CDC) 
Dergam Zakarneh 署長 
シリス消防署 (Siris CDC) 
Majed Jameel Nabhan 署長 
バータア消防署 (Barta’a CDC) 
Derar Qabaha 署長 
ヤムン消防署 (Yamun CDC) 
Mahmoud Dalbah 署長 
ヤバッド消防署 (Ya’bad CDC) 
Mohammad Baderneh 署長 
カバティーヤ消防署 (Qabatiya CDC) 
Ahmad Sabaanah 署長 
アラバ消防署 (Arraba CDC) 
Hani Aziz 署長 
マルジイブンアミル消防署 (Marj ibn Amir CDC) 
Abed AL-Aziz Nagnagieha 署長 
ジャバ地域防災センター (Jaba’ Support Center) 
Mohammad Hamadneh センター長 

トゥルカレム県（Tulkarm） 
トゥルカレム県消防・災害救急局 
Emad F. Abuthial 局長 
Waled Zebdeh 通信指令課長 
トゥルカレム広域消防署 (Tulkarm CDC) 
Majid Salameh 署長 
アティル消防署 (A'ttil CDC) 
Abedelilah Kettaneh 署長 
アナブタ消防署(Anabta CDC) 
Mustafa Atallah 署長 
デル・アルグスーン消防署(Deir Al-Ghusoon CDC) 
Rami H. M. Alsweis 署長 

 
パレスチナ治安部隊 (Palestinian National Security Forces: PNSF) 
中央財務局 (Central Financial Administration) 
Fadel Zedan 局長 

 
パレスチナ財務庁 (Ministry of Finance) 
国際関係局 (General Directorate of International Relations and Projects) 
Hussein Jaloudi Director of International Agreement 
Diana Kanzoa Grant officer 
税関・免税局 (General Directorate of Customs & Excises) 
Mohamed Sallia - 
主計局 (Central Finance Department) 
Mustafa Tarriq Director General 
Asma Hussien Manager 
Ahmad Jeetawi Manager 

 
パレスチナ運輸庁 (Ministry of Transport) 

Ahmad Amarneh Director, Technical Department 
Fawzy Abuasba Director, Import 
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イスラエル民政官事務所 (Coordination of Government Activities in the Territories, Ministry of 
Defense, Israel: COGAT) 

Shani Bukobza Deputy Head, Foreign Relations Branch 
Ariel Ganot Donations and Delegations 

 
 
他ドナー機関 
欧州連合代表部 
(Office of the European Union Representative (West Bank and Gaza Strip): UNRWA EUREP) 
Shereen Abu-Eid Programme Manager, Public Administration Reform 
Sarah Velud Manager, Rule of Law Programme  
Odoardo Como Head of Operations Section,  

Macroeconomic Support and Social Development 
British Support Team  
(British Office of the United States Security Coordinator: USSC UK) 
Will Creighton Civil Defense Advisor 
カナダ治安担当調整官事務所 
(Canada Office of the United States Security Coordinator: USSC Canada) 
Josianne Phenix Director, Law Enforcement 
Todd Custance Inspector, Law Enforcement Directorate 

 
対パレスチナ暫定自治政府 日本国政府代表事務所 
中島 洋一 大使 

 
JICA パレスチナ事務所 
星 光孝 所長 
工藤 正樹 所員 
扇割 郁美 企画調査員 
Firas Farsakh ナショナルスタッフ 

 
民間企業 

Alassbah Company for Heavy Equip.& Trucks (VOLVO Truck 代理店) 
Jamal Asbah CEO 
Zein Haj Moh’d Sales Manager 
BOW Industrial Company (MAN Truck & Bus 代理店) 
Hamdi Alhamri General Manager 
Sharikat Gargour Al-Tijariyyah (Mercedes-Benz Truck 代理店) 
Mahmoud Musleh Sales Manager, CV Department 
Khader Mukarker Sales Manager, Truck Sales Unit / CV Sales Department 
Husam Kokaly Spare Parts Manager 
Alaa Hammash Service Manager, Service Department 
Tower Mechanical Equipment Co. (IVECO 代理店) 
Muhannad Masri CEO & General Manager 
Rifat Yaish Managing Director 
Ameera Asad Tender and Sales Engineer 
Yasmina Masri Business Development 
Al Barq Company (現地輸送業者) 
Bajis Hamed General Manager 
Unlimited Logistics (現地輸送業者) 
Rola Srouji General Manager 

 
 



資料4-1



資料4-2



資料4-3



資料4-4



資料4-5



資料4-6



資料4-7



資料4-8



資料4-9



資料4-10



資料4-11



資料4-12



資料4-13



資料4-14



資料4-15



資料4-16



資料4-17



資料4-18



資料4-19



資料4-20



資料4-21



資料4-22



資料4-23



資料4-24



資料4-25



資料4-26



資料4-27



資料4-28



資料4-29



資料4-30



資料4-31



資料4-32



資料4-33



資料4-34



資料4-35



資料4-36



資料4-37



資料4-38



資料4-39



資料4-40



資料4-41



資料4-42



資料4-43



資料4-44



資料4-45



資料4-46



資料4-47



資料4-48



資料4-49



資料4-50



資料4-51



資料4-52



資料4-53



資料4-54



資料4-55



資料4-56



 

 

 

 

 

 

 

 

パレスチナ 

西岸地区における消防機材整備計画 

ソフトコンポーネント計画書  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2024 年 11 月 

 

 

独立行政法人 

国際協力機構（JICA） 

 

株式会社 アンジェロセック 

株式会社片平エンジニアリング・インターナショナル

パレスチナ自治区 

内務庁消防・災害救急局 

資料-5 : ソフトコンポーネント計画書 

 



 

パレスチナ自治区 
Palestine 

パレスチナ自治区概要 1  
面積: 約 6,020 km2 

（西岸地区 約 5,655 km2 
ガザ地区 約 365 km2） 

 

人口: 約 548 万人 2 

（西岸地区 約 325 万人（内難民約 108 万人） 
ガザ地区 約 222 万人（内難民約 164 万人）） 

 

自治政府所在地: ラマッラ  

民族: アラブ人  

言語: アラビア語  

宗教: イスラム教（92%）、キリスト教（7%）、その他  

主要産業: サービス業（20.4%）、小売・貿易（18.3%）、 
公共・防衛（12.4%）、鉱工業・電気・水

（12.1%）、農・漁業（6.5%）、建設業（4.7%）、 

金融・保険（4.5%） 3 

 

一人当たり GDP： 3,517 米ドル 4  
実質 GDP 成長率: 4% 4  
失業率: 25.69% 4  

 

  1 外務省 H.P
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/plo/index.html） 
 2 2023 年：パレスチナ中央統計局 (PCBS)  
 3 2021 年（GDP に占める割合）：PCBS 
 4 2022 年：IMF 推定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査対象位置図 

パレスチナ自治区ヨルダン川 
西岸地区 

本事業の対象 3 地域 

ラマッラ・アル=ビーレ県、ジェニン県、トゥルカレム県の位置図 

ジェニン県 

トゥルカレム県 

ヨ 
ル 
ダ 
ン 

死海 

★ 

◎ 
ジェニン 

8 消防署、1 地域防災センター 

ラマッラ・アル=ビーレ県 

地中海 

ガザ地区 

◎ 

イスラエル 

テルアビブ空港 

 

トゥルカレム 

4 消防署 

ラマッラ 

6 消防署､1 地域防災センター 

アシュドッド港 ジェリコ 

：首都 
：県都 
：消防署 
：地域防災センター 
：訓練センター 

★ 

◎ 

 

 

 

ヨ
ル
ダ
ン
川 

パレスチナ自治区 
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目 次 

 

調査対象地域図 

図・表リスト 

 

頁 

第 1 章    ソフトコンポーネントを計画する背景 ................................................................................. 1 
1-1 本事業の概要 ................................................................................................................................. 1 
1-2 ソフトコンポーネントの目的 ..................................................................................................... 1 
1-3 ソフトコンポーネントの必要性 ................................................................................................. 2 

1-3-1 「複数の消防署・部隊間における連携能力の向上」を計画する背景 ......................... 2 
1-3-2 「安全性を確保した消火・救助活動能力の向上」を計画する背景 ............................. 3 

第 2 章    ソフトコンポーネントの目標 ................................................................................................. 4 

第 3 章    ソフトコンポーネントの成果 ................................................................................................. 4 
3-1 複数の消防署・部隊間における連携能力が向上する ............................................................. 4 
3-2 安全性を確保した消火・救助活動能力が向上する ................................................................. 4 
3-3 教育訓練教本が作成される ......................................................................................................... 4 

第 4 章    成果達成度の確認方法 ............................................................................................................. 5 
4-1 事前準備（ベースライン調査） ................................................................................................. 5 
4-2 成果ごとによる達成度の確認 ..................................................................................................... 5 

第 5 章     ソフトコンポーネントの活動（投入計画） ....................................................................... 6 
5-1 ソフトコンポーネントの活動概要 ............................................................................................. 6 
5-2 ソフトコンポーネントの活動 ..................................................................................................... 7 

5-2-1 消火・救助活動技術の習熟と持続的な技術継承のためのマニュアル整備 ................. 7 
5-2-2 消防車の運用技術及び消火技術 ......................................................................................... 7 

5-3 日本人技術者の能力と体制 ......................................................................................................... 9 
5-3-1 「消防専門家」、「消防技術専門家」の配置 ..................................................................... 9 
5-3-2 「消防専門家補佐」の配置 ................................................................................................. 9 
5-3-3 「日本人通訳（アラビア語）」 ........................................................................................... 9 

5-4 ソフトコンポーネントの対象者（受講者） ........................................................................... 10 

第 6 章    ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 ........................................................... 11 
6-1 実施リソースの調達方法 ........................................................................................................... 11 
6-2 要員配置計画 ............................................................................................................................... 11 

6-2-1 国内作業 ............................................................................................................................... 11 
6-2-2 現地作業 ............................................................................................................................... 12 
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7-1 実施内容と実施日程 ................................................................................................................... 14 
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7-1-2 現地作業 ............................................................................................................................... 14 
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8-2 進捗状況報告書 ........................................................................................................................... 16 
8-3 教育訓練マニュアル ................................................................................................................... 16 
8-4 収集資料 ....................................................................................................................................... 16 

第 9 章   ソフトコンポーネントの概略事業費 ................................................................................. 17 

第 10 章 相手国側の責務 .................................................................................................................... 17 
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第1章 ソフトコンポーネントを計画する背景 

1-1 本事業の概要 

パレスチナ自治区ヨルダン川西岸地区（以下、「西岸地区」）では、火の不始末や放火、家電事

故等を主な原因として年間平均約 1.2 万件（2018～2022 年）の火災が発生している。人口 1,000 人

あたりの火災件数は 3.7 件であり、これは世界平均の 2.4 件を大きく上回っている（International 

Association of Fire and Rescue Service、2021）。また、火災に伴って 2020 年には住居 575 軒、車両

580 台等の被害が発生している（内務庁情報）。一方で、パレスチナ自治政府の慢性的な財政不足

による消防車両1の不足と老朽化は、適時・適切な消火・救助活動を妨げ、被災規模を拡大させる

要因となっている。 

地域別に火災の発生件数を見るとジェニン県が最も多く、次いでトゥルカレム県、ラマッラ・

アル=ビーレ県（以下、「ラマッラ県」）となっており、3 県を合わせると 5,209 件と西岸地区全体

の火災発生件数の半数を占める（内務庁消防統計、2022 年）。一方で当該地域における消防車両の

老朽化は激しく、対象 3 県に置かれている常設消防拠点となる Civil Defense Center：CD 》（以

下、「消防署」）18 カ所および Support Center：SC （以下、「地域防災センター」）2 カ所の合計

20 カ所が保有する消防車両は稼働開始から 20 年以上経過し、車両トラブルが頻発している。特

に消防活動の中心的な役割を担う水槽付消防ポンプ車2（以下、「消防車」）に関しては、多くの消

防署には、1 台しか配備されていないことから、当該車両が故障または整備中の場合、近隣の消防

署への応援要請が必要となり、迅速な消火・救助活動に支障をきたしている。加えて、ジェニン

県とトゥルカレム県は雨季において地形特性上の、脆弱な道路排水設備が原因となり、他の地域

と比較して洪水が起きやすく、消防車の整備ニーズがより高くなっている。 

西岸地区は、国家開発アジェンダ（2016 年 12 月）の中で優先課題の 1 つとして「強靭なコミュ

ニティづくり」を謳っており、その実現のために「災害対応と危機管理の能力を強化」するとし

ている。本事業はこの政策に合致するものであり、西岸地区において優先度の高い事業として位

置づけられる。 

このような状況を踏まえ、適切な消火及び救助活動を行うため、消防車の整備が喫緊の課題と

なっており、内務庁消防・災害救急局（Palestinian Civil Defense, Ministry of Interior: PCD）（以下、

「PCD」）は西岸地区における消防機材整備計画（以下、「本事業」）につき、我が国に無償資金協

力を要請した。 

 

1-2 ソフトコンポーネントの目的 

本事業におけるソフトコンポーネントは、機材整備計画を踏まえ、「PCD の消防活動能力の向

上」を目的とする。 

この目的は以下のとおり「複数の消防署・部隊間における連携した消防活動能力の向上」（部隊

 
1 本稿では「水槽付消防ポンプ車」、「はしご車」等の消防活動を行う車両を「消防車両」と称する。 

2 水槽付消防ポンプ車：本報告書では水槽が搭載され、車両走行用のエンジンの動力を車両に装備した PTO を介してポンプを

稼働させ、消火・救助活動に必要な資機材を搭載した消防車両のことを指す。 
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能力3）と「安全に消火・救助活動を行うために必要な隊員個人の能力の向上」（単隊能力4）の二

つから構成される。 

目的 1 は複数の消防署・部隊間における連携した消火・救助活動能力の向上を図るものであり、

目的 2 は安全に消火・救助活動を行うための隊員個々および単隊における能力向上を目指す内容

となる。 

 

 
図 1-1 ソフトコンポーネントの目標「PCD の消防能力の向上」 

 

以下に、これらソフトコンポーネントが必要である背景について述べる。 

 

1-3 ソフトコンポーネントの必要性 

上述したとおり、本事業で計画するソフトコンポーネントの目的は「複数の消防署・部隊間に

おける連携能力の向上」（部隊能力）と「安全性を確保した消火・救助活動能力の向上」（単隊能

力）に分類され、計画する背景を以下に述べる。 

 

1-3-1 「複数の消防署・部隊間における連携能力の向上」を計画する背景 

火災を含む災害発生時の消防隊員同士のチームプレー、特に複数の署・部隊間の連携能力は消

防・救助活動の成否を握る重要事項であり、同能力を強化・持続させることが本事業にて整備さ

れる統一された消防車（車格、ポンプ容量・性能）や搭載資機材を効果的かつ持続的に運用して

いく上でのカギとなる。 

「複数の消防署・部隊間における連携能力の向上」を計画した背景につき以下に説明する。 

野火などの林野火災や、人命にかかわる緊急性を要する住宅火災等の火災においては迅速に消

 
3 「部隊能力」とは、≪複数の消防署・部隊間による連携消火・救助のための部隊運用能力≫のことを指す。本ソフトコンポー

ネントでは消防活動における署・部隊間の相互連携要領の向上を図ることに主眼を置き、災害の状況判断及びその対応手法等に

関し訓練するとともに、より実災害の発生を想定した実践的な訓練を行う。 

4 「単隊能力」とは、≪小隊（1 部隊）単隊による消火・救助活動能力≫のことを指す。本ソフトコンポーネントでは単隊の基

本的な活動を主体とした訓練とし、各隊員間の任務・役割分担の再認識と連携行動、資機材の操法技能の習熟度を高める為の訓

練を行う。 

ソフトコンポーネントの目的 

「事業対象地域における PCD の消防活動能力の向上」 

周辺の消防署や地域防災センターの部隊間で連携した

消防・救助を行う能力が向上されることにより、最小

限の消防車の整備台数で必要な事業効果が発現される

ことが期待される。 

目的１：複数消防署間の連携消防活動能力の向上 

（部隊能力） 

消防車（3,000litter）に装備される機能や搭載され

る資機材を正しく、かつ効果的に活用する事で、安全

な消火・救助活動を行うための能力が向上する事が期

待される。 

目的 2：安全性を確保した消火・救助活動能力の向上 

（単隊能力） 

複数の消防署の部隊間における 

消防・救助連携能力の向上 
消防隊員個々人の消火・救助活動能力の向上 

整備機材を活用した消防署・部隊間における連携力の強化と消防隊員 

個々人の技能向上により対象地域における PCD の能力が向上する事が期待される。 
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火する必要がある為、大量の消防用水を必要としており、西岸地区では一般的な住宅火災であれ

ば 3,000～7,000litter （以下、「lit」）の水を用いて消火活動が行われている。 

一方、対象各県の中核消防署となる広域消防署を除く消防署や地域防災センターでは十分な消

火・救助活動が行える 3,000lit 以上の水槽付消防ポンプ車（以下、「消防車」）は最低限の配備台数

（1 台）となっており、基本的には本事業においても、消防署へ配備台数の増加は計画せず、老朽

化した消防車を置き換える方針である為、広域消防署を除いた各消防署への消防車配備台数は現

状のまま 1 台配備となる。 

また、本事業で整備を予定している消防車は、対象地域の道路事情や車両の機動性を考慮し中

型の消防車を採用し、水槽容量は 3,000lit とする計画である為、消防車が 1 台のみ配備されること

になる消防署の管轄地域においては、当該消防署単体では上述した必要消火水量（最大 7,000lit）

を確保できていないことになる。その為、PCD では住宅火災等、人命に関わる火災発生事案に対

し、近隣消防署から消防車を応援出場させ、複数の署・部隊が連携して消火・救助活動を行う体

制をとっており、ここに災害現場における署・部隊間における統制、連携の取れた消防・救助活

動を行うための能力が不可欠となる。 

しかしながら、現状では①消防署・部隊間の連携行動要領に関するマニュアル類が整備されて

いないこと、②実災害を想定した指揮要領訓練が十分に行われていないこと、③林野火災や住宅

火災などの火災の種別毎に訓練テーマを設定し、複数署・隊に跨る連携要領に関する訓練実績が

少ないこと等が課題となり、消防部隊としての総合力が十分に発揮されていない。 

即ち、総合的な消防活動技術に関する習熟度を高めるためには、火災の種別毎に訓練テーマを

設定した上で、署・部隊間の訓練機会を設ける必要がある。 

よって上記課題を踏まえ、本ソフトコンポーネントでは、本事業にて整備される統一された消

防車や搭載資機材を用いて、複数の署・部隊間における連携能力の強化を図ることを目指す。 

 

1-3-2 「安全性を確保した消火・救助活動能力の向上」を計画する背景 

現在 PCD ではジェリコ訓練センター5（以下、「訓練センター」）における初任教育にて消防・救

助活動に必要な基礎的な知識や資機材の操法技術訓練を実施しているが、同課程は 1 ヵ月程度と

なっており、災害現場に即応可能な水準の技能を習得するという点では十分な内容とはなってい

ない。 

上記課程受講後の新任消防隊員による消火・救助資機材を用いた実戦的な技能の習得に向けた

教育訓練としては、各消防署に配属後の先輩隊員等による実践的な指導手法（OJT: On-the-Job 

Training）が採られているものの、現状では PCD 本部編纂による画一的にマニュアル化された教

材等を使った教育訓練は実施されていない。また、各消防署に配備されている消防車や搭載資機

材のラインアップは統一されていない為、消防署間や隊員間に消火・救助資機材の操作方法や消

防活動技術の習熟度に差異が散見される。 

加えて、署・部隊間や消防隊員間において、消火・救助資機材の安全な運用方法やその技量に

関しても格差が見られる。特に、旧式の消防車や 1,000lit 級のポンプ容量の消防車のみが配備され

ている消防署とそれ以外の広域消防署を含めた消防署に配備されている消防車においては、消防

車本体の仕様と搭載資機材の品目数が異なっていることから、これらの資機材の操作技能や習熟

 
5 ジェリコ県内に置かれている PCD 直轄の訓練センター。 
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度の差異が顕著となっている。 

具体的には、近隣の消防署の部隊間で連携して火災や救助活動が行われる際に、取り扱いに不

慣れないし扱ったことが無い資機材を用いるケースが見られたり、消防署間で異なる手順で運用

されているケースが見られたりするなど、消火・救助の方法が統一されておらず、これにより円

滑かつ効果的に連携して消火・救助活動を行う上で支障をきたしていることが課題となっている。 

上記課題を踏まえ、本ソフトコンポーネントでは、消防署間、隊員間の消火・救助資機材の操

作技能の均一化を図り、かつ安全性を確保した消火・救助活動能力を強化することを目指す。 

 

 

第2章 ソフトコンポーネントの目標 

上記の背景を踏まえ、本事業の効果発現と持続可能性を確保するとの観点から以下の目標を設

定する。 

目標：「PCD が整備機材を活用してより安全かつ効果的に消火・救助サービスを提供できる

ようにする為に消防活動技術・能力の向上を図る」ことを目標とする。 

 

 

第3章 ソフトコンポーネントの成果 

本事業によるソフトコンポーネント完了時に期待される直接的成果は以下のとおりである。 

 

3-1 複数の消防署・部隊間における連携能力が向上する 

複数署・部隊間の運用要領強化に主眼を置いた技術指導を行うことにより、指揮能力を強化し、

対象各県内の周辺の消防署・部隊間の連携行動能力が向上し、安全かつ効果的に統制の取れた消

火・救助活動を行うことができるようになる。 

 

3-2 安全性を確保した消火・救助活動能力が向上する 

消防隊員の個々および部隊単体としての技術要領の向上に主眼を置いた技術指導を行うことに

より、本事業にて整備される統一的な消防車および消火・救助資器材の取扱い習熟度が向上する。 

 

3-3 教育訓練教本が作成される 

PCD が用いている既存の教本類の精査や PCD 教育訓練を担当する幹部職員との協議に加え、

本ソフトコンポーネントにおける技術指導を踏まえ、「消防署・部隊間における連携活動能力の向

上」と「安全性を確保した消火・救助活動能力の向上」に関する教育訓練マニュアルが作成され

る。 
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第4章 成果達成度の確認方法 

4-1 事前準備（ベースライン調査） 

日本人専門家が現地着後にベースライン調査を実施する。 

ソフトコンポーネントの受講者は、2～3 カ所の消防署を一つのグループとして連携訓練を実施

し、その訓練の内容を、日本人専門家が「安全面」、「署・部隊間の連携度合い」「消火・救助資機

材の取り扱い習熟度」に着目して分析し、それぞれの項目に指標を設定し 5 段階で評価する。 

また、同評価を行うと共に、本ソフトコンポーネント用にカスタマイズした試験問題を受験さ

せ、これらの二項目で現状の技術レベルの確認を行う。 

なお、この試験問題（案）は日本人専門家が現地派遣前に作成し、PCD 幹部とのテレビ会議等

を通じてその内容の精査・修正を行う。 

 

4-2 成果ごとによる達成度の確認 

成果に関しては、各座学や実技訓練が完了するごとに小テストを実施して各訓練内容の達成度

合いを確認する。この小テストの結果を参考に各受講者が活動項目ごとに達成できなかった課題

点を明らかにし、自主学習・訓練を行い確実な技術移転を図る。 

全てのソフトコンポーネント完了時に筆記および実技から構成される「修了試験」を実施し、

最終的な技術習熟の達成度合を確認する。 

活動内容ごとの成果指標及び達成度の確認方法案を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 成果指標及び達成度の確認方法（案） 

  

 

  

達成度確認 修了時筆記試験、実技試験

90%以上を合
格②自動車事故救助活動

③水害救助活動

②住宅火災を想定した合同訓練

講義前後で試験を実施

消
火
資
機
材
を

活
用
し
た
指
導

救
助
資
機
材

を
活
用
し
た

指
導

安
全
性
を
確
保
し
た
消
火
・
救

助
活
動
能
力
の
向
上
の
為
の
訓

練

①林野火災を想定した合同訓練複数消防署間の連携消防
活動能力の向上の為の訓
練

講義最終日に実施

④屋内進入要領

③筒先配置要領

②放水要領

①ホース延長要領

①瓦礫救助活動

分類

消防車両

消防車の技術指導内容

成果の確認方法

達成度確認方法 達成度の指数
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第5章 ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

5-1 ソフトコンポーネントの活動概要 

ソフトコンポーネントは整備機材に関連する教育訓練マニュアルや講義資料を作成する国内作

業と現地での技術指導に大別され、図 5-1 の体制で実施する。 

教育訓練マニュアルや講義資料の作成作業は現地での日本人専門家（技術者）による技術指導

前に日本国内で素案を作成し、テレビ会議等を通じてこの素案について PCD 側と精査・修正の上、

「教育訓練マニュアル（案）」を策定する。 

本マニュアルは、現地における技術指導を通じて得られたソフトコンポーネント受講者からの

意見等を反映し現地で最終化する。 

基本的には現地での技術指導は日本人専門家に加え PCD 側の指導要員として同幹部職員、訓練

センター教官と連携して実施する。 

 

 

図 5-1 ソフトコンポーネントの実施体制図 

  

日本人技術者 

消防専門家 

消防技術専門家 
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PCD 本部の幹部職員 
訓練センター教官 

ソ
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者 

ソ
フ
コ
ン 

指
導 訓練センター教官 

PCD 本部所属教務担当幹部職員 

指導要員 

指導監督、

サポート 

教
育
訓
練
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
） 

の
作
成 

日本人専門家（技術者）：（作成） 

PCD 職員、訓練センター幹部職員：（意見） 

ソフコン開始前に整備消防車および搭載資機材に関する機能や操法等に関する

項目が記載されたマニュアルを作成する。 
上記資料を「教育訓練マニュアル（案）」とする。 
同素案につき、PCD 職員と日本人専門家はテレビ会議等を通じて内容の精査と

修正を行う。 
以下の現地での技術指導を通じて得られた情報を基に、PCD 職員と教育訓練マ

ニュアル（原案）の最終化作業を進める。 

現
地
で
の
技
術
指
導 

 

テ
レ
ビ
会
議
を
用
い
て
作
業 

ソフコンを反映し教育訓練マニュアルの最終化 
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5-2 ソフトコンポーネントの活動 

5-2-1 消火・救助活動技術の習熟と持続的な技術継承のためのマニュアル整備 

本事業で整備される消防車や搭載品の機能（例えば、背負式可搬ポンプを用いた連結送水法等）

を PCD の消防・救助活動に組み込むための活用方法が記載された教育訓練マニュアルを作成す

る。 

なお、マニュアル等の作成作業は日本側が主体となり、PCD 側は既存のマニュアルや教材等の

資料提供に加え、教育訓練マニュアル（案）への要望、意見等のフィードバックを行う。 

現時点で想定している教育訓練マニュアルの目次案は下表のとおりであるが、コンサルタント

は、教育訓練マニュアルを作成する際に PCD と協議して最終化する。 

 

表 5-1 教育訓練マニュアル目次（案） 

編 章 項目 
安全性を確保した消火・救助活動能力

の向上編（単隊訓練） 
消火活動 ホース延長要領 

放水要領 
筒先配置要領 
屋内進入要領 

救助活動 瓦礫救助活動 
自動車事故救助活動 
水害事故救助活動 

連携消火・救助活動能力の向上編（部

隊訓練） 
林野火災 林野火災における部隊活動 
住宅火災 住宅火災における部隊活動 

試験問題編 消火活動  

救助活動  

林野火災  

住宅火災  

 

5-2-2 消防車の運用技術及び消火技術 

本事業で整備する消防車と大部分の搭載品はこれまで PCD が運用してきた資機材と同種であ

る。その為、ソフトコンポーネントにおいては表 5-1 で示した各活動における安全面に着目した

訓練を行う。技術指導に用いる教本は、事前に国内作業で作成する。教育訓練マニュアルを用い、

現在の PCD の安全面に配慮した基本的な消防能力を効率的に向上させる。 

訓練の概要について以下に示す。 
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5-3 日本人技術者の能力と体制 

ソフトコンポーネント実施期間は、「業務主任」、「消防専門家」、「消防技術専門家」、「消防専門

家補佐」の計 4 名を配置し、表 5-3 で示した選定要件を満たした人材とする。 

 

5-3-1 「消防専門家」、「消防技術専門家」の配置 

本事業で実施するソフトコンポーネントで派遣する要員のうち「消防専門家」、「消防技術専門

家」に関しては消防現場での実務経験や消防教育機関における教務実績が豊富な人材を選出基準

としている。 

特に、「消防専門家」の選定については、警防技術、救助技術に加え、安全管理を含めた部隊運

用統括訓練に関する教務・指導経験を有している要員を配置し、当要員が本事業のソフトコンポー

ネントにおいて、「複数の消防署・部隊間における連携消火・救助活動能力の向上」に向けた訓練

を担当する。また、「消防技術専門家」については、住宅火災、林野火災や水害を含めた様々な種

別の災害現場での消火・救助活動経験を有している他、本事業で整備される消防車の搭載資機材

と同等機材の運用実績を有し、かつ本邦の消防機関において中隊長以上の職位にて部隊の指揮・

統括実績を有する要員を選定する。当要員は安全性を確保しながら消火・救助活動を行うための

隊員個々および単隊における能力向上に向けた教育を担当する。 

 

5-3-2 「消防専門家補佐」の配置 

ソフトコンポーネントでは、高所や火気・重量物等の危険物を扱った訓練を行う為、訓練中に

事故等が発生しないように訓練現場全体の安全を管理する体制を構築する必要がある。 

よって、消防分野におけるソフトコンポーネントや消防メーカー技師による初期操作・運用指

導の実施監理業務に従事した実績を有する要員を「消防専門家補佐」として配置し、訓練実施中

の安全確保を行う。 

また、「消防専門家補佐」は成果品となる教育訓練マニュアルの最終化作業を現地で行う必要が

あることから、国内作業におけるマニュアル策定時から本作業に従事し、その内容につき十分に

把握することにより、現地での作業効率化を図る。 

 

5-3-3 「日本人通訳（アラビア語）」 

一般的にソフトコンポーネントの通訳は現地でアラビア語－英語の通訳を配置することで計画

するが、以下２つの理由から「日本人通訳（アラビア語）」を配置することとする。 

 

① 表 5-3 に示す経験を有し、英語もしくはアラビア語が堪能な日本人「消防専門家」、「消

防技術専門家」を特定することが出来なかった為。 

ソフトコンポーネントの期間が 1 週間程度であれば、少なくとも英語能力を有した本邦

の現役消防隊員や消防大学教官等に特別休暇等手続きを踏み、派遣する可能性も想定さ

れたが、1 ヵ月間に渡る派遣期間となると本事業向けに適任者を見つけることは困難で

あった。代替案として、消防 OB の中から海外での経験が豊富で、かつ十分な英語能力

を有する候補者探しを試みたが、適任者を見つけることができなかった（その遠因とし

て、対象地域が、治安情勢が不安定な西岸地区であることが挙げられた）。 

上記を踏まえた結果、表 5-3 で示した要件を満たした「消防専門家」、「消防技術専門家」
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候補であれば特定可能であることを確認した一方で、これらの専門家候補に随行する日

本人によるアラビア語通訳が必要であるとの結論に至った。 

 

② ソフトコンポーネントでは高所での救助訓練や火気、危険物、重量物を直接的に扱い指

導を行うことになる為、本邦消防専門家と受講者間における円滑かつ正確な意思疎通が

行われる体制を作ることが必要となる。万が一の際、双方の意思疎通上の制約により人

身・物損事故が発生するリスクを低減させ、安全にソフトコンポーネントを実施する体

制づくりをすることにプライオリティを置き「日本人通訳（アラビア語）」を配置する

計画とした。 

 

表 5-3 配置要員とその選定基準 

担当 選出基準 

業務主任 
（2 号） 

本調査の業務主任 

消防専門家 
（3 号） 

消防・救助分野に関する知見と実務実績を持ち、かつ消防学校等での警防

技術、救助技術および安全管理を含めた部隊運用統括訓練等に関する教務

経験を有している要員。 
特に「複数の消防署・部隊間における連携能力の向上」に関する技術指導

の際に主たる担当者となる為、消防学校などで同様の内容の技術指導の経

験を有する要員とする。 

消防技術専門家 
（3 号） 

住宅火災、林野火災、自動車事故、水害等の現場での救助活動経験を有し

ており、本事業で整備する消防車に搭載されている資機材と同等の機材を

使って消火・救助活動を行った経験を有し、日本国内の消防で中隊長以上

の職位にて部隊の指揮・統括経験を有する要員とする。 

消防専門家補佐 
（3 号） 

JICA 無償資金協力で消防分野の初期操作・運用指導の実施監理やソフト

コンポーネントへの従事実績がありこれらの技術指導計画の立案経験の

ある要員。 
日本人通訳 

（アラビア語） 
（4 号相当） 

JICA 調査案件従事経験者 

 

5-4 ソフトコンポーネントの対象者（受講者） 

既述の各成果を達成するために、PCD 側からのソフトコンポーネント受講対象者を表 5-4 に取

り纏める。 

基本的に「消防署・部隊間における連携活動能力の向上」に関しては PCD の幹部クラスや消防

署署長、副署長、隊長クラスの指揮系統を担当する職員を含め、対象地域の消防署の消防隊員を

受講対象とし、「安全性を確保した消火・救助活動能力の向上」に関しては、機材が配備される消

防署の消防隊員を受講対象とする。 

訓練センターの教官については両講義・訓練への参加を必須とする。 
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表 5-4 ソフトコンポーネントの受講対象者 

活動項目 参加形態 受講対象者 

複数の消防

署・部隊間

における連

携能力の 
向上 

参加必須 

対象地域の消防署の署長もしくは副署

長、消防隊員（隊長クラス） 
12 人程度 

消火・救助活動の教育訓練立案に関わ

る PCD 幹部職員 
2～3 人 

ジェリコ訓練センターの教官 2～3 人 

対象地域の消防隊員 

12 消防署×（各消防署 4 名） 
=48 人 

（最大の場合） 
各消防署最低 2 名は参加する 

可能な限り参加 ---  
参加任意 ---  

安全性を確

保した消

火・救助能

力の向上 

参加必須 
対象地域の消防隊員 

12 消防署×（各消防署 4 名） 
=48 人 

（最大の場合） 
各消防署最低 2 名は参加する 

ジェリコ訓練センターの教官 2～3 人 

可能な限り参加 
消火・救助活動の教育訓練立案に関わ

る PCD 幹部職員 
2～3 人 

参加任意 対象地域の消防署の署長、副署長 12 人程度 
参加人数合計 40～70 人程度 

 

 

第6章 ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

6-1 実施リソースの調達方法 

本事業で計画しているソフトコンポーネントの講師となりうる消防分野における知見や技術を

有した専門家や団体は西岸地区に存在しないことから、受注コンサルタントによる直接支援（本

邦消防 OB を補強要員として 2 名配置を想定）にてソフトコンポーネントの実施を計画する。 

 

6-2 要員配置計画 

6-2-1 国内作業 

ソフトコンポーネントでは「3-3 教育関連教本が作成される」で記載した「教育訓練マニュア

ル」を作成するが、このマニュアルの作成は現地渡航前に日本国内で素案を作成する。 

また、国内作業ではソフトコンポーネントの実施効果を確認するためのベースライン調査とし

て活用する現地でのソフトコンポーネントの前に実施する試験の問題を作成する。 

以下に国内作業に関する要員計画を表 6-1 に示す。 
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表 6-1 要員計画（国内） 

担当 活動分野 期間 

業務主任 
（2 号） 

 PCD との打ち合わせ（数回：1 日換算） 
 教育訓練マニュアル方針設定等の総括（0.5 日） 
 教育マニュアル等、作成資料の最終校閲、校正作業（1 日） 
 ベースライン調査用、事業効果測定用試験問題の作成（0.5 日） 

3 日 
（0.15 人月） 

消防専門家 
（3 号） 

 本事業で製作する教育訓練マニュアルのうち消防署・部隊間にお

ける連携に関わる材料収集・整理（3 日） 
 ベースライン調査用、事業効果評定用試験問題の作成（1 日） 
 その他、PCD との打ち合わせ参加（数回：1 日） 

5 日 
（0.25 人月） 

消防技術 
専門家 
（3 号） 

 本事業で整備する消防車に搭載する資機材を活用した消防・救助

に関する教育訓練マニュアルの材料収集・整理（主に単隊訓練）。

（3 日） 
 ベースライン調査用、事業効果評定用試験問題の作成（1 日） 
 その他、PCD との打ち合わせ参加（数回：1 日換算） 

5 日 
（0.25 人月） 

消防専門家 
補佐 

（3 号） 

 「消防専門家」と「消防技術専門家」が収集した参考資料を基に

教育訓練マニュアル（案）を作成する主担当者（2 日） 
 PCD が現在使用しているマニュアルの整理（1 日） 
 PCD とのテレビ会議等による打ち合わせ参加（数回：1 日換算） 
 ベースライン調査用、事業効果評定用試験問題の作成の主担当者

（1 日） 

5 日 
（0.25 人月） 

合 計 0.90 人月 

 

6-2-2 現地作業 

既述の国内作業で作成した教育・訓練マニュアル(原案)を用いて、現地では座学と実技訓練から

構成されるソフトコンポーネントを実施する。 

本邦要員は「消防専門家」「消防技術専門家」「消防専門家補佐」の 3 名に加え、日本人通訳（ア

ラビア語）を配置する。 

それぞれの要員が担当する活動分野と必要期間について表 6-2 に整理する。 

 

  

資料5-17



 

  
 13  

表 6-2 日本人技術者の担当分野と派遣期間 

担当者 活動分野 期間（人月） 

消防専門家 
（3 号） 

 本事業の対象 3 県に所在する消防署が近隣消防署と消

火・救助活動を行うために必要な連携能力向上の為の

技術指導（部隊行動能力の強化） 
 下記「消防技術専門家」が主体となる消火・救助資機材

の運用技術指導の際はペアにて行う 
 教育訓練マニュアル作成のために必要な提案 
 座学、実技指導 
 試験問題の基礎データ整理 
 試験結果の評価 

3 日（移動日） 
30 日（稼働日） 

 
合計＝ 

33 日（1.10 人月） 

消防技術専門家 
（3 号） 

 本事業で整備した消防車、消火・救助資機材を効果的

かつ安全に活用する為に必要な消防隊の技術力と能力

に関する技術指導（単隊行動能力の強化） 
 上記「消防専門家」が主体となる署・部署間の連携技術

指導を行う際はペアにて行う 
 教育訓練マニュアル作成のために必要な提案 
 座学、実技指導 
 試験問題の基礎データ整理 
 試験結果の評価 

3 日（移動日） 
30 日（稼働日） 

 
合計＝ 

33 日（1.10 人月） 

消防専門家補佐 
（3 号） 

 教育訓練マニュアル（案）を最終化する主担当者 
 上記 2 名の消防専門家の技術指導における補助要員 
 各種書類作成 
 教育訓練マニュアル（案）に現場での指導から得られ

た内容を反映させて改定作業を行う 
 試験問題の作成と取り纏め 
 試験結果の整理 
 安全管理 
 業務完了の確認 

3 日（移動日） 
35 日（稼働日） 

 
合計＝ 

38 日（1.27 人月） 

日本人通訳 
（アラビア語） 
（4 号相当） 

 消防専門家（3 号）と消防技術専門家（3 号）のアラビ

ア語通訳 

3 日（移動日） 
30 日（稼働日） 

 
合計＝ 

33 日（1.10 人月） 

合 計 137 日（4.57 人月） 
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6-2-3 パレスチナ側 

ソフトコンポーネントを実施するためにパレスチナ側が投入すべき人材を表 6-3 に示す。 

 

表 6-3 パレスチナ側がソフトコンポーネントに投入する要員 

担当分野 対象者 投入人数 期間 
訓練支援（受講者招集、教室、

訓練場の提供、燃料、水など

の確保、各種連絡） 

 PCD 本部教育担当者 
 訓練センター事務職員 

数名程度 約 1 カ月 

ソフトコンポーネントの受講 

 PCD 本部教育担当者 
 訓練センター教官 
 対象 3 地域の署長もしくは副署長に

加え、選出された消防隊員 

40～70 名  約 1 カ月 

 対象者及び人数の詳細については「表 5-4 ソフトコンポーネントの受講対象者」参照 

 

 

第7章 ソフトコンポーネントの実施工程 

7-1 実施内容と実施日程 

ソフトコンポーネントは国内作業と現地作業とに分かれる。 

講義資料や試験問題の作成などを現地派遣前に国内で作業を行う事により専門家の現地滞在期

間を短縮し、事業費削減を図る。 

 

7-1-1 国内事前作業 

現地作業を開始する前に国内で事前に講義資料や試験問題を作成し PCD とテレビ会議を活用

して内容について概ね合意しておく。 

PCD 幹部および訓練センターの教官は、これらの講義資料試験問題を事前に予習をしておきソ

フトコンポーネントが円滑に実施されるよう準備をしておく。 

 

7-1-2 現地作業 

国内で事前に作成した「教育訓練マニュアル」、「試験問題」等を活用して現地でソフトコンポー

ネントを実施する。 

現地でのソフトコンポーネントの実施工程を表 7-1 に示す。 
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表
 7

-1
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ネ
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8
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日
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日
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日
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目
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0
 
日

目
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1
 
日

目
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日

目
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日

目
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日

目
2
5
 
日

目
2
6
 
日

目
2
7
 
日

目

教育マニュアル改定に関する団内協議

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（トゥルカレム県）

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（トゥルカレム県）

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（トゥルカレム県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（トゥルカレム県）

PCDへのトレーニングの報告会
PCDとトレーニング結果をマニュアルへ反映協議

帰国、パレスチナ発→日本着

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（ ラマッラ県）

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）
（ ラマッラ県）

試験採点

トレーニング内容の課題点に関する団内協議

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）

（ ラマッラ県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（ ラマッラ県）

日本発⇒イスラエル経由

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）
（ ラマッラ県）

試験採点

トレーニング内容の課題点に関する団内協議

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）

（ ラマッラ県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（ ラマッラ県）

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（ ラマッラ県）

日本発⇒イスラエル経由

パレスチナ着

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（ ラマッラ県）

3
移

動
（

往
復

）

合
計

（
日

）
3
3

ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

3
0

トレーニング内容の課題点に関する団内協議
「ソフトコンポーネント実施状況報告書」提出

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（ジェニン県）

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）

（ジェニン県）

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）

（ジェニン県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（ジェニン県）

PCDへマニュアル引き渡し、完了確認

帰国、パレスチナ発→日本着

移
動

（
往

復
）

3

帰国、パレスチナ発→日本着

合
計

（
日

）
3
3

ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

3
0

ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

3
5

移
動

（
往

復
）

3

合
計

（
日

）
3
8

PCDへのトレーニングの報告会
PCDとトレーニング結果をマニュアルへ反映協議

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（ジェニン県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（ジェニン県）

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（トゥルカレム県）

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）
（トゥルカレム県）

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）
（トゥルカレム県）

試験採点

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（トゥルカレム県）

トレーニング結果をマニュアルへ反映

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（ジェニン県）

試験採点

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）
（ ラマッラ県）

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（ ラマッラ県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（ ラマッラ県）

トレーニング内容の課題点に関する団内協議
「ソフトコンポーネント実施状況報告書」提出

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（ジェニン県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（トゥルカレム県）

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（トゥルカレム県）

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）

（ジェニン県）

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）

（ジェニン県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（ジェニン県）

試験採点

トレーニング内容の課題点に関する団内協議

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）

（ ラマッラ県）

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（トゥルカレム県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（トゥルカレム県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（ ラマッラ県）

教育マニュアル改定に関する団内協議及びマニュ
アル改定作業

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（ジェニン県）

試験採点

教育マニュアル改定に関する団内協議

延
べ

日
数

パレスチナ着

日本発⇒イスラエル経由

パレスチナ着

PCDとソフトコンポーネントの方針会議

PCD幹部とマニュアル（案）の協議、トレーニング
機材の準備

トレーニング機材の準備

教育マニュアル改定に関する団内協議

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（トゥルカレム県）

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（トゥルカレム県）

教育マニュアル改定に関する団内協議及びマニュ
アル改定作業

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（ ラマッラ県）

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（ ラマッラ県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（ ラマッラ県）

トレーニング内容の課題点に関する団内協議
「ソフトコンポーネント実施状況報告書」作成

トレーニング内容の課題点に関する団内協議
「ソフトコンポーネント実施状況報告書」提出

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（ジェニン県）

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（ ラマッラ県）

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（トゥルカレム県）

消 防 技 術 専 門 家 消 防 専 門 家 補 佐 日 本 人 通 訳

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）
（トゥルカレム県）

試験採点

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（ジェニン県）

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（ジェニン県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（ジェニン県）

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（トゥルカレム県）

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）
（トゥルカレム県）

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）

（ジェニン県）

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）

（ジェニン県）

4日目：救助資機材を活用した指導：午前（瓦礫救
助活動）、午後（自動車事故救助活動）

（ジェニン県）

5日目：救助資機材を活用した指導：午前（水害事
故救助活動）、午後（林野火災）

（ ラマッラ県）

試験採点

教育マニュアル改定に関する団内協議

トレーニング内容の課題点に関する団内協議
「ソフトコンポーネント実施状況報告書」作成

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（ ラマッラ県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（ ラマッラ県）

トレーニング内容の課題点に関する団内協議
「ソフトコンポーネント実施状況報告書」作成

6日目：終了試験（実技）（住宅火災を想定した周
辺消防署合同訓練）（ジェニン県）

7日目：主に幹部を対象とした周辺消防署合同訓
練、終了筆記試験、実技試験、オリエンテーショ

ン（ジェニン県）

1日目：オリエンテーション、ベースライン調査、
筆記試験（午前）、実技試験（午後）

（トゥルカレム県）

運
転

手
（

ﾐ
ﾆバ

ン
）

合
計

（
日

）
28

現 地 傭 人日 本 人

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消 防 専 門 家

PCDへのトレーニングの報告会
PCDとトレーニング結果をマニュアルへ反映協議

2日目：消火資機材を活用した指導（①ホース延長
要領、②放水要領）
（トゥルカレム県）

3日目：消火資機材を活用した指導（③筒先配置要
領、④屋内侵入要領）
（トゥルカレム県）

試験採点

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

移
動

（
往

復
）

3

合
計

（
日

）
33

ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

30

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行

消防専門家と消防技術専門家に同
行
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第8章 ソフトコンポーネントの成果品 

本事業におけるソフトコンポーネントでは以下を成果品とする。 

1) ソフトコンポーネント完了報告書 

2) 進捗状況報告 

 Progress Report（施主報告） 

 ソフトコンポーネント実施状況報告書（JICA 報告） 

ソフトコンポーネント実施状況報告書として、表 7-1 で示すラマッラ県の消防署へ

の技術指導が完了した 15～16 日目に進捗状況を取り纏めた上で、貴機構に「ソフト

コンポーネント実施状況報告書」を提出する。 

3) 教育訓練マニュアル 

4) 講義資料 

5) 各種収集資料集 

 

8-1 ソフトコンポーネント完了報告書 

「ソフトコンポーネント・ガイドライン（第 4 版）」に準拠した「ソフトコンポーネント完了報

告書」を作成し、成果品とする。成果品には以下の書類が含まれる。 

 実施状況の写真等の活動記録 

 施主に提出した Final Report 

 ベースライン調査のための試験結果 

 ソフトコンポーネント完了時の達成試験結果 

 

8-2 進捗状況報告書 

ソフトコンポーネントの進捗状況について「ソフトコンポーネント・ガイドライン（第 4 版）」

に準拠し進捗状況を取り纏めた報告書を施主並びに貴機構へ提出する。施主には「Progress Report」

（英文）を、貴機構へは「ソフトコンポーネント実施状況報告書」を提出する。 

 

8-3 教育訓練マニュアル 

マニュアルは以下のとおりとし、使用言語はアラビア語とする。 

 

 安全性を確保した消火・救助活動能力向上に関する「教育訓練マニュアル（単隊訓練

編）」 

 複数の消防署・部隊間における連携した消火・救助活動能力向上に関する「教育訓練

マニュアル（部隊訓練編）」 

 

8-4 収集資料 

ソフトコンポーネント実施中に撮影した写真、収集した資料は取り纏めた上で、成果品の一部

とする。使用言語はアラビア語とする。 
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第9章 ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費を表 9-1 に示す。また、概略事業費内訳を巻末に添付する。 

 

表 9-1 ソフトコンポーネントの概略事業費 

費目 金額（千円） 備考 

  1．直接人件費 5,842  

  2．直 接 経 費 5,597 現地再委託費はなし 

  3．間 接 費 12,151  

合  計 23,590  

 

 

第10章 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの目標が達成されるためには、ソフトコンポーネントの実施による成果

に加え相手側実施機関となる PCD が果たすべき責務として、以下のような内容があげられる。 

 

10-1 ソフトコンポーネント実施中 

ソフトコンポーネントの実施期間中において PCD は以下の事項に関して協力する。 

 ソフトコンポーネントへの受講者を招集および受講者の人件費・旅費の負担。 

 ソフトコンポーネントに必要な燃料・水、廃材、救助訓練用の廃車やダミー人形等を

手配する。 

 ソフトコンポーネント実施会場としてジェリコ訓練センターの使用を許可する。 

 ソフトコンポーネント実施に当たり日本人専門家への安全確保を含む各種必要サ

ポートを行う。 

 

10-2 ソフトコンポーネント実施後 

ソフトコンポーネントの実施後において PCD は以下の事項に関して協力する。 

 ソフトコンポーネントを通じて習熟度を高めた消火・救助活動能力を継続的に活用す

ると共に、策定された教育訓練マニュアルを活用し、PCD 組織内にて同活動能力・技

術を継承および水平展開する。 

特にジェリコ訓練センターや PCD 幹部が中心となって本事業のソフトコンポーネン

トを受講した消防隊員がソフトコンポーネントを受講していない消防隊員に対して

ソフトコンポーネントと同等の内容について技術指導を行い西岸地区全体の消防能

力に向上に向けて取り組む。 

 本事業により整備する機材を活用して消防能力の向上に取り組む。 
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消防署名 車庫現状写真 状況
新築・改修の

必要性
配置予定台数

（台）

Ramallah 広域消防署
現有駐車場
には空きス
ペースなし

敷地内に新築
必要

2

Al-Bireh 消防署 駐車場無し 必要 1

Birzeit 消防署 駐車場有り 不要 1

Abwein 消防署 駐車場無し 新築必要 1

ラマッラ県
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資料-6：　対象消防署の車庫現状



消防署名 車庫現状写真 状況
新築・改修の

必要性
配置予定台数

（台）

Jenin 広域消防署 駐車場有り 不要 1

Siris 消防署
駐車場有る
が強度不足

改築必要 1

Ya'bad 消防署

駐車場有る
が軒下高さ

が
不足

敷地内に新設
必要

1

Qabatiya 消防署

駐車場有る
が軒下高さ

が
不足

敷地内に新設
必要

1

Jaba' 
地域防災センター

駐車場有る
が

床面舗装が
大きく破損

床面再舗装
必要

1

ジェニン県
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消防署名 車庫現状写真 状況
新築・改修の

必要性
配置予定台数

（台）

Tulkarm 広域消防署 駐車場有り 不要 2

A'ttil 消防署 駐車場有り 不要 1

Anabta 消防署 駐車場有り 不要 1

トゥルカレム県

資料6-3



番 号
 

名
称

 
形
態

 
（
図
書
・
ビ
デ
オ
・

地
図
・
写
真
等
）

 

オ
リ
ジ
ナ
ル
・

コ
ピ
ー

 
発
行
機
関

 
発
行
年

 

1 
20

17
 -

 2
02

2 
N

at
io

na
l P

ol
ic

y 
A

ge
nd

a 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
A

ut
ho

ri
ty

 
20

17
 

2 
S

ec
ur

ity
 S

ec
to

r 
S

tr
at

eg
ic

 P
la

n 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
A

ut
ho

ri
ty

 
20

17
 

3 
P

ub
lic

 P
ol

ic
ie

s 
20

21
 -

 2
02

3 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
A

ut
ho

ri
ty

 
20

21
 

4 
C

iv
il 

D
ef

en
ce

 L
aw

 N
o.

 3
 o

f 
19

98
 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
A

ut
ho

ri
ty

 
19

98
 

5 
D

ec
is

io
n 

of
 th

e 
M

in
is

te
r 

of
 I

nt
er

io
r 

N
o.

 1
 o

f 
20

11
 

on
 t

he
 R

eg
ul

at
io

n 
of

 t
he

 W
or

k 
of

 V
ol

un
te

er
s 

in
 

O
pe

ra
tio

ns
 o

f 
th

e 
P

al
es

tin
ia

n 
C

iv
il 

D
ef

en
ce

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
A

ut
ho

ri
ty

 
20

23
 

6 
P

al
es

tin
ia

n 
C

iv
il 

D
ef

en
se

 
D

ev
el

op
m

en
t 

P
la

n 
20

17
-2

02
2 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
C

iv
il 

D
ef

en
se

 (
PC

D
) 

20
17

 

7 
P

ro
je

ct
s 

P
ri

or
ity

 L
is

t f
or

 C
iv

il 
D

ef
en

se
 2

02
1-

20
23

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

21
 

8 
P

C
D

 A
nn

ua
l 

R
ep

or
t 

(2
01

7,
 2

01
8,

 2
01

9,
 2

02
0,

 
20

21
, 2

02
2)

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

17
~2

02
2 

9 
U

SA
R

 D
ev

el
op

m
en

t P
la

n 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
U

rb
an

 S
ea

rc
h 

&
 R

es
cu

e 
Te

am
 (

U
SA

R
) 

In
 P

al
es

tin
e 

20
18

 

10
 

O
rg

an
og

ra
m

 f
or

 P
C

D
 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

11
 

M
ap

 o
f 

C
iv

il 
D

ef
en

ce
 C

en
te

rs
 G

eo
gr

ap
hi

ca
l 

D
is

tr
ib

ut
io

n 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

12
 

L
is

t o
f 

V
eh

ic
le

s 
by

 D
on

or
 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

13
 

E
U

 p
ro

vi
de

s 
ra

pi
d 

re
sp

on
se

 a
nd

 s
up

po
rt

 v
eh

ic
le

s 
an

d 
eq

ui
pm

en
t f

or
 P

C
D

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
T

he
 E

ur
op

ea
n 

U
ni

on
 

20
15

 

14
 

C
ap

ac
ity

 B
ui

ld
in

g 
P

ro
gr

am
m

e 
an

d 
P

ro
vi

si
on

 o
f 

F
ir

ef
ig

ht
in

g 
an

d 
R

es
cu

e 
V

eh
ic

le
s 

(P
re

ss
 R

el
ea

se
) 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
T

he
 E

ur
op

ea
n 

U
ni

on
 

20
16

 

15
 

F
ir

e 
an

d 
R

es
cu

e 
S

ta
tis

tic
s 

(2
01

9 
- 

20
22

) 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

19
~2

02
2 

資料-7 :  参考資料（収集資料） 

資料7-1



番 号
 

名
称

 
形
態

 
（
図
書
・
ビ
デ
オ
・

地
図
・
写
真
等
）

 

オ
リ
ジ
ナ
ル
・

コ
ピ
ー

 
発
行
機
関

 
発
行
年

 

16
 

A
nn

ua
l B

ud
ge

t S
he

et
s 

(2
01

8 
- 

20
22

) 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

, C
en

tr
al

 F
in

an
ci

al
 A

dm
in

is
tr

at
io

n,
 

M
in

is
tr

y 
of

 F
in

an
ce

 
20

23
 

17
 

M
ai

nt
en

an
ce

 E
xp

en
se

s 
fo

r 
F

ir
ef

ig
ht

in
g 

V
eh

ic
le

s 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

18
 

P
C

D
’s

 R
es

po
ns

es
 t

o 
th

e 
Q

ue
st

io
nn

ai
re

s 
(1

st
 f

ie
ld

 
su

rv
ey

) 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

19
 

F
ie

ld
 Q

ue
st

io
nn

ai
re

s 
at

 C
D

C
s 

図
書

 
コ
ピ
ー

 
各
消

防
署

お
よ

び
受
注
コ

ン
サ

ル
タ
ン
ト

 
20

23
 

20
 

P
ro

ce
du

re
 M

an
ua

ls
 f

or
 C

en
tr

al
 O

pe
ra

tio
ns

 a
nd

 
L

oc
al

 O
pe

ra
tio

ns
 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

22
 

21
 

P
ro

je
ct

ed
 M

id
-Y

ea
r 

P
op

ul
at

io
n 

by
 L

oc
al

ity
 2

01
7 

- 
20

26
 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
C

en
tr

al
 B

ur
ea

u 
of

 S
ta

tis
tic

s 
20

21
 

22
 

G
ro

un
dw

at
er

 Q
ua

lit
y 

of
 D

ri
nk

in
g 

W
at

er
 W

el
ls

 i
n 

th
e 

W
es

t B
an

k,
 P

al
es

tin
e 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
M

D
P

I 
20

22
 

23
 

T
hi

nk
 H

az
ar

d 
in

 W
es

t B
an

k 
an

d 
G

az
a 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
W

or
ld

 B
an

k 
an

d 
ot

he
r 

do
no

r 
ag

en
ci

es
 

20
21

 

24
 

G
IS

-b
as

ed
 F

lo
od

 H
az

ar
d 

M
ap

pi
ng

 W
es

t 
B

an
k 

by
 

S
am

ee
r 

20
19

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
A

n-
N

aj
ah

 U
ni

ve
rs

ity
 J

ou
rn

al
 f

or
 R

es
ea

rc
h 

20
19

 

25
 

N
at

io
na

l W
at

er
 a

nd
 W

as
te

w
at

er
 S

tr
at

eg
y 

 
fo

r 
P

al
es

tin
e 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

al
es

tin
ia

n 
W

at
er

 A
ut

ho
ri

ty
 

20
13

 

26
 

T
ra

in
in

g 
M

at
er

ia
l 

S
er

ie
s 

fo
r 

F
ir

ef
ig

ht
in

g 
an

d 
R

es
cu

e 
S

er
vi

ce
s 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

20
 

27
 

S
yl

la
bu

s 
of

 C
iv

il 
D

ef
en

se
 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

20
 

28
 

F
ir

e 
H

yd
ra

nt
 L

oc
at

io
n 

M
ap

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

29
 

D
ev

el
op

in
g 

N
at

io
na

l 
C

ap
ab

ili
ty

 
fo

r 
th

e 
P

al
es

tin
ia

n 
C

iv
il 

D
ef

en
ce

  
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
B

ri
tis

h 
S

up
po

rt
 T

ea
m

 
20

22
 

30
 

L
og

bo
ok

s 
of

 F
ir

e 
F

ig
ht

in
g 

an
d 

R
es

ue
 v

eh
ic

le
s 

図
書

 
コ
ピ
ー

 
C

iv
il 

D
ef

en
ce

 C
en

te
rs

 in
 R

am
al

la
h,

 J
en

in
 

an
d 

T
ul

ka
re

m
 g

ov
er

no
ra

te
s 

20
23

 

資料7-2



番 号
 

名
称

 
形
態

 
（
図
書
・
ビ
デ
オ
・

地
図
・
写
真
等
）

 

オ
リ
ジ
ナ
ル
・

コ
ピ
ー

 
発
行
機
関

 
発
行
年

 

31
 

D
is

pa
tc

hm
en

t R
ec

or
ds

 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
C

iv
il 

D
ef

en
ce

 C
en

te
rs

 in
 R

am
al

la
h,

 J
en

in
 

an
d 

T
ul

ka
re

m
 g

ov
er

no
ra

te
s 

20
23

 

32
 

In
co

m
in

g 
C

al
l M

em
o 

 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
C

iv
il 

D
ef

en
ce

 C
en

te
rs

 in
 T

ul
ka

re
m

 
go

ve
rn

or
at

e 
20

23
 

33
 

F
ir

e 
an

d 
re

sc
ue

 i
nc

id
en

ts
 i

n 
R

am
al

la
h,

 J
en

in
 a

nd
 

T
ul

ka
re

m
 g

ov
er

no
ra

te
s 

写
真
・
ビ
デ
オ

 
電
子
デ
ー
タ

 
P

C
D

 
20

23
 

34
 

S
af

et
y 

an
d 

E
nv

ir
on

m
en

ta
l P

ro
te

ct
io

n 
R

eg
ul

at
io

ns
 

fo
r 

M
ot

or
 V

eh
ic

le
s 

M
an

uf
ac

tu
re

d 
A

cc
or

di
ng

 t
o 

E
ur

op
ea

n 
U

ni
on

 D
ir

ec
tiv

es
 (

N
ov

. 2
02

2 
R

ev
is

io
n)

 
in

 I
sr

ae
li 

M
an

da
to

ry
 R

eq
ui

re
m

en
ts

 

図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
M

in
is

tr
y 

of
 T

ra
ns

po
rt

 a
nd

 R
oa

d 
S

af
et

y 
of

 
Is

ra
el

 
20

22
 

35
 

R
oa

d 
T

ra
ff

ic
 O

rd
in

an
ce

 A
m

en
dm

en
t 

L
aw

 (
N

o.
 

13
0)

, 5
78

2 
- 

20
22

 
図
書

 
電
子
デ
ー
タ

 
M

in
is

tr
y 

of
 T

ra
ns

po
rt

 a
nd

 R
oa

d 
S

af
et

y 
of

 
Is

ra
el

 
20

22
 

   

資料7-3


	序文
	要約
	目次
	対象地域位置図
	対象消防署位置図
	対象地域の消防署および現有消防車両の外観
	写真集
	図表リスト
	略語集
	第1 章 プロジェクトの背景・経緯
	1-1 当該セクターの現状と課題
	1-1-1 現状と課題
	1-1-2 開発計画
	1-1-3 社会経済状況

	1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要
	1-2-1 無償資金協力の背景・経緯
	1-2-2 パレスチナ側からの要請内容

	1-3 我が国の援助動向
	1-3-1 施設・資機材等のハード面での整備
	1-3-2 技術協力等のソフト面での支援

	1-4 他ドナーの援助動向
	1-4-1 施設・資機材等のハード面での整備
	1-4-2 技術協力等のソフト面での支援


	第2 章 プロジェクトを取り巻く状況
	2-1 プロジェクトの実施体制
	2-1-1 組織・人員
	2-1-2 財政・予算
	2-1-3 技術水準
	2-1-4 既存設備・機材
	2-1-5 対象消防署の車庫の現状

	2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況
	2-2-1 関連インフラの整備状況
	2-2-2 自然条件
	2-2-3 火災・救助の特性と出場状況
	2-2-4 環境社会配慮

	2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点
	2-4 その他（グローバルイシュー等）

	第3 章 プロジェクトの内容
	3-1 プロジェクトの概要
	3-2 協力対象事業の概略設計
	3-2-1 設計方針
	3-2-2 基本計画（機材計画）
	3-2-3 概略設計図
	3-2-4 調達計画
	3-2-5 安全対策計画

	3-3 相手国側分担事業の概要
	3-3-1 銀行取極、支払授権書の発給
	3-3-2 便宜供与
	3-3-3 免税措置と輸入通関
	3-3-4 初期操作・運用指導およびソフトコンポーネント
	3-3-5 車両登録と車両保険加入
	3-3-6 対象消防署への機材輸送
	3-3-7 消防車用駐車場の整備
	3-3-8 機材の適切な運用・維持管理
	3-3-9 プロジェクトモニタリングレポートの提出
	3-3-10 その他

	3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3-5 プロジェクトの概略事業費
	3-5-1 協力対象事業の概略事業費
	3-5-2 運営・維持管理費
	3-5-2-1 概要
	3-5-2-2 現有車両と本事業で整備する車両の維持管理費の比較



	第4 章 プロジェクトの評価
	4-1 事業実施のための前提条件
	4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項
	4-3 外部条件
	4-4 プロジェクトの評価
	4-4-1 妥当性
	4-4-2 有効性


	【資料】


 
 
    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 最後のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241029134231
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AtEnd
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     113
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101145742
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     5
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101145852
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     29
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101145915
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     37
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101145932
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     39
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101152056
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     69
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101152119
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     71
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  現在と同じ
      

        
     D:20241101152240
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
            
       D:20240807175837
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     1
     Tall
     715
     228
    
     0
     1
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsCur
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus5
     QI+ 5.3n
     QI+ 5
     1
      

        
     117
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





